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ごあいさつ�

　２１世紀は、環境の世紀として幕を開け、世界各国の政策、企業活動や個人の生活など、さまざまな

局面で環境保全への取り組みが進められています。�

　しかしながら、地球環境の悪化に歯止めをかけるために取り組むべき課題は、まだまだ数多く残され

ており、課題解決への動きは必ずしも大きく進展しているとは言い難い状況にあります。�

�

　私どもメーカーにおきましても、たとえば、公害防止や有害物質の削減など、地球環境に直接悪影響

を及ぼす“環境リスク”低減の取り組みは、着実に成果に結びつきつつありますが、温暖化抑止につな

がるエネルギー生産性の改善や、資源の有効利用度を示す資源効率性の向上など、“地球環境に対

する貢献度”という視点での取り組みは、ようやく緒についたばかりです。�

　それだけに、「優れた環境配慮型商品を、極めて環境負荷の少ない生産プロセスで生産する」とい

う姿勢をさらに強め、日々 の企業活動に努めなければなりません。�

�

　こうした観点から、これまでシャープは、省エネルギー性に優れた「液晶」と、エネルギー需要を補完

する創エネルギーの「太陽電池」を軸に、特長ある環境配慮型商品の開発に重点をおいてきました。

また、生産プロセスにおいては、計画を1年前倒しし、2001年度に国内全生産事業所でゼロエミッション

を達成することができました。�

　今後も、こうした取り組みを一層強化し、“持続可能な資源循環型社会”の実現に先導的役割を果

たすべく、「環境経営」の実践に邁進してまいります。�

�

　そのためには、社員一人ひとりが環境に係る法律を遵守することはもとより、環境マインドを高めるこ

とが重要となることから、全社・全部門で、環境方針の徹底会や環境関連法の研修会をきめ細かく展

開してまいります。さらに、こうした活動を通じて、社員一人ひとりの“生活スタイル”についても、環境を

意識したものへと変革を促していく所存です。�

�

　本環境報告書では、「持続可能な資源循環型社会」に向けた

シャープの取り組みについて公表していますが、今後は、さらにきめ

細かな情報開示を進めることで、広く社会の皆様とのコミュニケー

ションを深め、環境経営の向上に努めてまいりたいと存じます。�

　皆様からの率直なご意見をお待ちしております。�
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　2001年度のエネルギー使用量は、前年度並みに抑制できました。液晶・半導体工場で使用したPFC等の排出量は、前年度比25％削減できました。

廃棄物については、再資源化量が大きく増加し、最終処分量は前年度比91％削減できました。これにより、国内全生産事業所でゼロエミッションを達成

しました。有害化学物質については、生産量の増加に伴い、使用量は前年度比5％増加しましたが、排出・移動量は53％削減できました。�

　シャープは、1992年に「環境基本理念：誠意と創意をもって“人と地球にやさしい企業”に徹する」及

び「環境保全基本規程」を制定し、地球環境保全への取り組みをスタートしました。そして、1997年には

４つの行動テーマ「３Ｇ－１Ｒ戦略」を策定し、本格的な環境活動を開始しました。�

　さらに2001年度からは、「３Ｇ－１Ｒ戦略」をベースに、シャープと環境とのかかわりを、経営、企画・設計、

生産、リサイクル、物流、マインドの６つのステージに分けて、それぞれに明確な目標と施策を設定し、全

社で実行する「スーパーグリーン活動」を開始しました。�

　「環境基本理念」制定後ちょうど10年となる本年は、今一度基本に立ち返り、環境経営を支える確固

たる基盤づくりに取り組んでいます。�

�

　具体的には、まず、法令・社会ルールの遵守をあらためて徹底するため、「環境コンプライアンス委員会」

を設置すると共に、環境にかかわる研修や実践活動を強化し、社員の環境マインド向上を図っています。�

　また、環境経営への取り組みについて、広く社会の皆様とコミュニケーションを図るとの考えから、情報

開示に努めています。�

�

　次いで、環境保全の重要なファクターとなる事業所内の薬液やガスなどの安全管理についても、環

境安全本部が全面的に関与し、シャープトータルで環境汚染や事故を未然に防ぐ仕組みと体制を確

立する考えです。�

�

　さらに、環境経営の確実な実践に向けて、付加価値がどの程度の環境負荷のもとに生み出された

かを評価する「環境経営評価指標」の策定を進めています。まず、環境負荷の全体像を数値で的確

に把握・分析・評価し、その上でより効果的な取り組みを進め、環境負荷の低減を図る考えです。�

�

　シャープでは、2000年度から事業部の業績貢献度評価に環境項

目を織り込み、環境への取り組みを事業経営レベルで評価する仕組

みを導入しました。�

　2003年度からは「環境経営評価指標」を導入し、環境経営のレ

ベルをさらに高めて効果的な取り組みを進め、持続可能な社会の構

築に貢献します。�
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　2001年度のエネルギー使用量は、前年度並みに抑制できました。液晶・半導体工場で使用したPFC等の排出量は、前年度比25％削減できました。

廃棄物については、再資源化量が大きく増加し、最終処分量は前年度比91％削減できました。これにより、国内全生産事業所でゼロエミッションを達成

しました。有害化学物質については、生産量の増加に伴い、使用量は前年度比5％増加しましたが、排出・移動量は53％削減できました。�

　シャープは、1992年に「環境基本理念：誠意と創意をもって“人と地球にやさしい企業”に徹する」及

び「環境保全基本規程」を制定し、地球環境保全への取り組みをスタートしました。そして、1997年には

４つの行動テーマ「３Ｇ－１Ｒ戦略」を策定し、本格的な環境活動を開始しました。�

　さらに2001年度からは、「３Ｇ－１Ｒ戦略」をベースに、シャープと環境とのかかわりを、経営、企画・設計、
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　具体的には、まず、法令・社会ルールの遵守をあらためて徹底するため、「環境コンプライアンス委員会」

を設置すると共に、環境にかかわる研修や実践活動を強化し、社員の環境マインド向上を図っています。�

　また、環境経営への取り組みについて、広く社会の皆様とコミュニケーションを図るとの考えから、情報

開示に努めています。�
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　2001年度より、「３Ｇ－１Ｒ戦略」をベース

に、持続可能な社会に貢献できる企業を目

指して、「スーパーグリーン活動」を始めて

います。スーパーグリーン活動の各ステー

ジごとに中長期目標・年度目標を設定し、

進捗状況を管理しています。�

　右の表は、主な目標と2001年度の成果

です。23項目中19項目で目標を達成しまし

た。未達成の項目については、2002年度

での目標達成に向け、重点課題として積

極的に取り組みます。�

05 06

自己�
評価�

掲載�
ページ�

2001年度�
実績�

※�

中長期目標（達成年度）� 2001年度目標�重点取り組み項目�取り組みテーマ�

エアコン80％、テレビ�
79％、冷蔵庫61％、�
洗濯機58％�



企画・設計ステージ�2

生産ステージ�3

経営ステージ�
�

1

マインドステージ�6

物流ステージ�
�

5

リサイクルステージ�4

Planning & Design Stages

Manufacturing Stage

Management Stage

Mind-Set Stage

Logistics Stage

Recycle Stage

環境教育�

社会貢献活動�

情報開示と環境コミュニケーション�

100%

100%

社内の環境意識啓発�
一般研修と専門研修の実施�

環境報告書発行、環境展への出展�

環境市民活動�

一般1,500名､専門300名�
（2003年）�
�
国内外全事業所で実施（毎年実施）�

サイト別報告書・HPの作成�
（2003年）�

�
一般 750名�
�
�専門 290名�
�
�

一般 319名�
�

専門 292名�
�
�国内外全事業所で実施�

環境報告書発行、HP随時改訂、�
環境展への出展等�

×�
×�

○�

○�

○�

全社環境マネジメントの向上�

環境リスクマネジメント�

環境経営の仕組み構築�

グリーンプロダクト�
総合評価の確立�

グリーンシール商品の開発�

部品・材料の安全性向上�

3Ｒ技術の確立�

グリーンファクトリー化�

地球温暖化防止�

廃棄物削減�

使用済み商品のリサイクル�

物流に伴うCO2削減�

包装材の削減�

化学物質管理�

100%

100%

29拠点取得�
（累計）�

100％�
（2002年5月�

に設置）�

100%

100%

112機種、�
売上構成比：�
32.2%

45機種�

100%

100%

100%

0.1%�
１年前倒しで�
目標達成�

53%削減�

24%増加�

100%

月平均255本�

100%

環境マネジメントシステム�
の統合化�

海外拠点でのISO14001認証�
の取得�

環境法規制の遵守�

環境会計の本格導入�

ライフサイクルアセスメントに�
基づく商品の環境影響評価実施�

グリーンシール商品の�
売上構成比拡大�

全商品に無鉛はんだを導入�

プラスチックのマテリアル�
リサイクル技術の実用化�

解体性に配慮した素材の実用化�

グリーンファクトリーガイドラインの導入�

二酸化炭素排出量の生産高原単位�
の削減�

全社ゼロエミッション達成�
（最終処分率0.5%未満）�

総発生量抑制�

重点管理化学物質排出量の削減�

家電4品目の再商品化�

情報機器のリサイクルシステム構築�

モーダルシフトの拡大（JRコンテナ輸送の拡大）�

リサイクルの容易な包装材料への�
代替�

販売・サービス会社による�
ISO認証一括取得（2001年）�

海外全生産拠点と主要販売会社�
（31拠点）でISO認証取得（2001年）�

法規制を遵守する企業風土の�
醸成（2005年）�

海外拠点に導入開始（2003年）�

総合評価実施（2003年）�

売上構成比：50%（2003年）�

海外拠点で導入（2003年）�

混合廃プラスチックの�
リサイクル実用化（2003年）�

液晶応用商品への実用化（2005年）�

海外拠点で導入（2003年）�

1990年度比25%削減�
（2010年）�

海外拠点で達成（2004年）�
国内で達成（2002年）�

1998年度比4％削減（2002年）�

2000年度比 国内50%削減（2003年）�

法定基準値を超える�
再商品化率の達成（継続）�

家庭系パソコン（2002年）�
事業系パソコン（2001年）�

月平均330本（2003年）�

10kg未満商品の包装用発泡�
スチロールレス化（2002年）�

国内全生産事業所による�
ISO認証一括取得（2002年）�

同左�

同左�

環境コンプライアンス委員会�
設置準備（2002年5月設置）�

国内で継続して運用�

マレーシア地区で導入�

主要商品でCO2評価実施�

100機種、�
売上構成比：30%

国内生産の新製品に導入�

プラスチック（ポリプロピレン樹脂）�
のマテリアルリサイクル技術を�
洗濯機水槽に実用化�

易解体性締結部品の開発�

国内で継続して運用�

商品事業所：前年度比2%削減�

デバイス事業所：前年度比5%削減�

商品：－1.1%

デバイス：＋33.8%

国内全事業所にて最終処分率�
0.5%達成（中期目標から前倒し）�

前年度比2%削減�

国内10%削減�

法定基準値を超える再商品化率�
エアコン60%､テレビ55%､�
冷蔵庫50%、洗濯機50%

事業系パソコンの�
リサイクルシステムの構築�

月平均182本�

5kg未満の商品の包装用�
発泡スチロール全廃を継続�

○�

△�

○�

○�

◎�

○�

○�

×�

○�

◎�

×�

○�

◎�

○�

◎�

○�

グリーン調達の推進�

38

39

40

14

14

14

15

16

17

18・19・21

22

23

24

25

26～27

28～29

28

30～31

32～33

34

36

37

19100%

グリーン調達のグローバル適用� 海外拠点を含めて実施（2003年） 

○�

○�

複写機�
10,472台回収�

複写機：リマニ・リユース（継続）�
複写機：リサイクル（継続）�

複写機の回収と部品の�
リユース�

34○�

◎�

○�

○�

※自己評価　◎：目標以上に達成　○：目標通り達成　△：達成率80％以上　×：達成率80％未満�

統合化に向けた環境マネ
ジメントマニュアルの作成�

主な目標と2001年度実績�
スーパーグリーン活動�

�
�

リ
サ
イ
ク
ル�

経
営�

企
画
・
設
計�

生
産�

物
流�

マ
イ
ン
ド�

　2001年度より、「３Ｇ－１Ｒ戦略」をベース

に、持続可能な社会に貢献できる企業を目

指して、「スーパーグリーン活動」を始めて

います。スーパーグリーン活動の各ステー

ジごとに中長期目標・年度目標を設定し、

進捗状況を管理しています。�

　右の表は、主な目標と2001年度の成果

です。23項目中19項目で目標を達成しまし

た。未達成の項目については、2002年度

での目標達成に向け、重点課題として積

極的に取り組みます。�
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エアコン80％、テレビ�
79％、冷蔵庫61％、�
洗濯機58％�



●《自然浄化》廃液処理システム�

バイオの力で水をきれいに�
自然浄化による廃液処理システム�

シャープの�
環境技術�
シャープの�
環境技術�特集�
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Special Edition

1

Special Edition

08

シャープは総合エレクトロニクスメーカーとして、“モノづくりを通して環境に貢献する”ため、�

「人と地球にやさしい商品」の開発に全社をあげて取り組んでいます。�

そして、商品を生み出す生産ステージでは、�

“地球環境を守る”ため、多様な取り組みを地道に積み重ねています。�

そうした取り組みは、「シャープ独自の環境技術」として、各事業所の工場の中にしっかりと実を結んでいます。�

それではここに、その一端をご紹介しましょう。�

持続可能な社会の実現に向けて�

シャープの環境技術�

廃液処理／福山事業所�

＜受賞＞　平成11年度リサイクル推進功労者等表彰に
て通産大臣賞受賞�

環境の変化に弱い淡水魚も棲める水へ（イメージ写真）�

●《自然浄化》廃液処理の特長�

特集�

現像廃液の自社処理化�
――汚泥の発生ゼロ――�
�
　ICを生産する福山事業所では、従来全

廃棄物の約70％を占める現像廃液を産業

廃棄物として外部の業者に委託し、焼却

処理していました。しかし、この方法では焼

却のためのエネルギーや輸送車の排ガス

など多大な環境負荷と処理費用が発生し、

環境及び経営の両面で課題となっていま

した。そのため、現像廃液の自社処理化に

取り組み、1996年に自然浄化による廃液処

理システムを完成させました。�

　このシステムは、現像廃液を自然の力を

活用して浄化しようというコンセプトに基づ

いています。また、独自の設計により、廃液

処理の過程で汚泥が発生しない画期的な

システムです。�

�

経営面でも貢献�

　この廃液処理の開発により、福山事業所

では、外部委託による処理に比べ、処理費

用を約30分の１にまで削減することができま

した。�

　また、取り組みが評価され、福山事業所は、

1997年にリサイクル推進協議会会長賞を

受賞。1999年にもリサイクル推進功労者等

表彰で通産大臣賞を受賞しました。�

�

「微生物」で浄化し、�
「淡水魚」で監視�
�
　このシステムは、自然界に存在する素材

が最大限に活用されています。�

　［微生物処理］では、高濃度に培養した

微生物によって、強アルカリ性である現像

廃液の主成分をほとんど分解します。�

　［カキ殻処理］では、中和処理を行うとと

もに、カキ殻の表面に発生した微生物膜に

より、その他の有機物を分解します。�

　［備長炭／生物活性炭処理］では、残っ

ている微量の有機物を吸着処理します。

吸着した有機物は備長炭や活性炭に繁

殖した微生物によって分解されるため、備

長炭や活性炭は自動的に再生されます。�

　［魚監視］では、計器による測定に加え、

環境の変化に弱いモロコやタナゴなどの淡

水魚を処理水で飼育し、安全性を監視し

ています。�

�

微生物処理�
高濃度に培養された
微生物が主成分を分
解。�

備長炭／�
生物活性炭処理�
炭で吸着処理し微生
物で分解。�

処理水の再利用�
別の排水処理工程で
再利用。�

カキ殻処理�
カキ殻自体が溶解し
中和。�

魚監視�
環境の変化に弱いモ
ロコで安全性を監視。�

自然界に存在している微生物をベ
ースに自然の原理で培養し、活用し
ています。�

自然界に存在している材料を最大
限に活用したシステムです。�

完全分解するため、廃棄物は発生し
ません。�

化学薬品を使用しないで現像廃液
を処理できます。�

処理水は、自然界の生物にとって安
全な水になります。�

2

3

4

5

1

カキ殻�

備長炭� 活性炭�

淡水魚�

高濃度微生物�

開発者からのメッセージ�
「幼い頃に遊んだ、生き物がたくさん棲む川

を子供たちに残したい」という思いで、廃液

処理システムを開発しました。2002年3月

には環境省の「環境カウンセラー」の資格を

取得し、地元に「自然館」を建設して子供た

ちに開放する等、地域の環境教育にも力を

入れています。�

�
IC事業本部　生産技術センター�

環境推進部�

副参事  山嵜 和幸�
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事業所見学を通して�
放流水の安全性を公開�
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※1　無機排水：酸・アルカリの混入した排水�
※2　有機排水：アルコール等の混入した排水�
※3　中性排水：微小なゴミの混入した排水�
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調整池�排水処理などの施設�

排水処理施設と雨水を溜める調整池。調整池には汲みあ
げ施設を設置し、年間2万トンの雨水を利用。�
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●工業用水の受水量及び生産量の年度別推移�

（年度）�
19971996 1998 1999 2000 2001

（受水量：千 t）� （生産量：1996年の倍数）�
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1470

純水施設�

水資源を最大限に有効利用�
再利用率９２％を誇る工程排水回収･再利用システム�

革新するガス加工技術と�
安全対策の強化�

　シャープでは人と組織の両面から安全

管理に努めています。ガスの安全対策を

全員で支えるため、実際のガス関連作業

に携わるメンバーだけでなく全社員を対象に、

外部の専門家を招いてガスについての安

全教育を実施しています。�

　福山事業所では、毎年約160名が受講し、

累計の受講者数は2,000名を超えています。�

　また、ガスの管理で唯一人手を介する作

業であるボンベ交換作業の立会監督※は、

認定者のみに限定しています。�

※交換作業は専門の協力会社にて実施。当社社員は作

業　の監督を行います。�
�

安全は皆で築き支えるもの�

安全なガス対策／福山事業所�

��

消
費�

供
給�

（供給系・生産系・排気系のトータル管理）�

集中監視システム�

排気�

A系� B系�

自己診断/多重チェック�

シリンダーキャビネット�

●ガス管理フロー�

2系統自動切り換え�
24時間、連続操業への安定供給�

センサー�
異常検知チェック�

人によるチェック�

排
出�

除害設備�

OK 対処�

ガス濃度チェック�

生産装置�

無害化�

ガスで大気を汚さないために�
あらゆるトラブルを想定した多重チェックシステム�

　近年の高密度IC（LSI）は、0.13ミクロン

レベル※の超微細・精密加工技術が要求

されており、それを実現するためには、ガス

によるドライエッチング加工技術や成膜技

術が不可欠になっています。このプロセス

で使用するガスには、毒性のあるガスや設備・

機器を腐食するガス、火災の危険を伴う可

燃性のガスなどがあるため、安全対策が非

常に重要になります。�

�

　　�

シャープの�
環境技術�
シャープの�
環境技術�特集�

�

水の有効利用／三重事業所�

Special Edition

2
Special Edition

3

1009

自己診断�

ガスの流れ�

ガスの流れ�

ガスの流れ�

OK

OK

NG

NG

明快な環境保全コンセプト�

　三重事業所は松阪市の南西約10ｋｍに

あり、近くを流れる櫛田川の水は、松阪市

の飲料水原水として、あるいは流域の農業

用水として利用されています。�

　液晶の製造には水を多く使用するため、

排水処理は地域の環境保全をはかるため

に最も重要な課題になります。三重事業所

では、「水資源を最大限に有効利用する」

ことをコンセプトとして、生産工程からの排

水の回収・再利用を徹底してきました。化

学薬品に触れた工程排水は、完全に浄化

して無害であっても事業所外へは放流せず、

事業所内で再利用しています。�

�

工程排水処理施設で�
再利用率92％を実現�

　製造工程で使用した純水は、無機排水・

有機排水・中性排水※の3種類に区分して

排出し、クローズド･システムによって回収・

再利用を行います。1995年の操業開始時は、

特に環境への影響が大きいと考えられた

無機排水を中心に回収・再利用を行い、再

利用率は30％弱でした。1996年に有機排

水や中性排水も回収・再利用を行うべく、

処理法について検討を重ね、有機排水は

微生物を用いる生物処理技術を、中性排

水は紫外線酸化処理技術を導入し、再利

用率を69％に向上させました。�

　第2工場の建設に際しては、設計段階

からこれらのノウハウを導入し、2001年度

の第2工場単体の回収・再利用率は95％

以上、三重事業所全体でも92％となりました。

排水の回収・再利用率の向上は、工業用

水の受水量の抑制に大きな効果を上げて

います（右表参照）。�

�

トータルな安全管理と�
無害化排気�

　ガスの安全対策では、「人がミスを犯す

確率はゼロではない、設備は必ず劣化する」

を大前提に、供給から排気までのガスの流

れをトータルに集中監視するシステムを組

んでいます。また、万一ミスや故障が起きて

も事故につながらないよう、ガスの供給・消費・

排気設備では、それぞれシステムによる多

重チェックを行っています。�

　例えばガス供給系では、ボンベを収納し

ているキャビネットに、ガスの特性に合わせ

て漏洩、火災などの異常検知機能を搭載し、

天災や異常・事故が発生した時にガスの

供給を止めるインターロック機能（自動遮断

弁）を装備しています。消費後の残留ガス

も除害設備により無害化して排気しています。

このシステムは、シャープにおける安全対

策の標準仕様となっています。�

�

　事業所の冷却用水は使用後、活性炭処

理を行い櫛田川へ放流しています。放流

水は、24時間／日 連続して水質測定・監
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業所の見学を通じて放流水の安全性をご

確認いただいています。さらに、事業所内

の配管からの薬品漏れによる土壌や地下

水の汚染を防止するため、全ての配管類

を地中でなく、目視確認が可能な共同溝に
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ルは発生から対処まで5時間が勝負です。5

時間を超えると、操業や環境へのリスクが一

気に高まります。短時間で対応するために

役立つのは過去の技術と経験。長年にわた

って積み上げた幅広いノウハウは誰でもす

ぐに利用できるよう、体系的に整理しています。�
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ないことでマンネリに陥らないよう、他社の

事故事例等を他山の石として自社のシステ

ムをあらためて確認するなど、気を引き締

めています。�
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工程排出物をとことん�
再資源化�
�

　天理事業所で実用化した二つのクロー

ズド・リサイクルシステムが通産大臣賞を受

賞しています。�

　ひとつは「ＩＰＡ回収精製システム」です。

これは、ＴＦＴ液晶製造工程で主に洗浄の

仕上げ剤として使用するＩＰＡ（イソプロピ

ルアルコール）を工場内で回収精製して再

び工程に戻してリユースするものです。精

製装置の小型化を実現し、工場内でIPA

をリユースすることによって、ＩＰＡの新規投

入量はそれまでの2,900Ｌ／日から400Ｌ／

日にまで大幅に減りました。�

　もうひとつは、「ＤＭＳＯ含有排水の回収

再利用システム」です。これは、ＤＭＳＯ（水

溶性有機溶剤）を含む排水を微生物によ

る分解処理によって浄化し、再生水を製造

工程でリユースするものです。�

�

二つのクローズド・リサイクル�
システムが通産大臣賞を受賞�
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ＩＰＡ回収精製システム（第21回）�
ＤＭＳＯ含有排水の回収再利用システム（第23回）�
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　液晶パネルの生産に用いる水やガラス、

各種薬液は生産に使われた後、多種多様

な工程排出物となります。それらをそのまま

廃棄物として処理すると、環境に負荷を与

えることになりますが、工場内でリサイクル

すれば、原料の削減に加えて廃棄物の処

理や運送の必要がなくなり、環境負荷の低

い理想的なクローズド・リサイクルとなります。

天理事業所の液晶工場では、長年にわた

って築き上げた技術をもとに、多様なリサイ

クルシステムを構築しています。�

トータルマテリアル�
リサイクルシステム�

　製造工程で使用する薬液の選定にお

いては、現像やエッチング、洗浄といった機

能面の性能に加えて、環境負荷や使用後

のリサイクル性を重視しています。薬液は

工程から排出される段階で、すでに濃い薬

液と薄い薬液とに分別されています。�

　濃い薬液は社内もしくは外部の業者で

精製し、再び薬液としてリユースしています。

再び液晶工場で使うものもあれば、ガラス

製品のフロスト加工に用いられるフッ酸系

エッチング液のように、異なる用途に転用さ

れる場合もあります。転用にあたっては、用

途開発や市場開拓の取り組みとともに、商

品としての品質を確保するための技術開

発を進めています。�

　薄い薬液は社内の排水リサイクルシス

テムで薬液成分や汚れを浄化し、水として

再び生産工程に投入します。また、廃ガラ

スは社内で粒子化してガラスタイルの原料

及び非鉄精錬の珪石代替材料として出荷

しています。�
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2 環境マネジメントシステム�

�

1 ＥＭＳの構築と運営�

　社内で培ったＥＭＳの改善と経営へ

の反映ノウハウを、幅広い業種の皆様に

活用して頂けるよう、積極的に支援事業

を展開しています。電子、電気の関連業

界はもとより、学校、建設業、廃棄物処理

業など既に18社のＩＳＯ14001認証取得

を支援しました。また、お取引先の関係

会社を対象に、環境一般研修、内部環

境監査員研修、主任内部環境監査員

研修等を実施しています。2001年度は

環境ソリューション事業のホームページ

を立ち上げました。�

　2003年度には、今後規格化が予定さ

れている「情報セキュリティマネジメント

システム」「労働安全衛生マネジメントシ

ステム」などを含めたＩＳＯの総合ソリュ

ーションビジネスを確

立します。�

　ＩＳＯ14001をベースに、独自性の高い

環境保全（化学物質管理、地域との共生、

自然との共生）の項目を加えた「シャープ

版ＥＭＳ（環境マネジメントシステム）」を

構築し、運営しています。�

　1997年度末には、国内の全生産事業

所で、ＩＳＯ14001の認証取得を完了しま

した。�

　さらにＥＭＳのレベルアップと均質化を

めざして国内全生産事業所統合のＩＳＯ
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2001年度は「環境マネジメントマニュアル」

を作成しました。また、国内全販売・サー

ビス会社の主要拠点において、一括で

認証を取得しました。�

　海外拠点では、新たに４拠点がＩＳＯ

14001の認証を取得しました。これにより、

取得対象31拠点中、29拠点が認証取

得を完了しました。未取得の2拠点につ

いては2002年度中に取得します。�

2 グリーン監査�
�

3 環境ソリューション事業�
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環境ソリューション事業
への取り組みは、下記
のＵＲＬからご覧頂けます。�
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ラム」の中で監査を推進していきます。�

※シャープでは環境に配慮した工場をグリーンファクトリーと
　定義しています。�
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グリーン監査の実施�

ＩＳＯ14001の運用� ISO内部環境監
査員研修風景�
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◎2002年度中に国内全生産事業所統合のＩＳＯ14001一括認証を取得�
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◎国内全生産事業所の統合化に向けた環境マネジメントマニュアルを作成�

◎海外4拠点でＩＳＯ14001認証を取得（累計29拠点／対象31拠点中）�
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3 全社環境経営推進体制�

誠意と創意をもって「人と地球にやさしい企業」に徹する�

行 動 指 針 �企業行動規準�

（地球環境保全） �
●すべての環境法規制や地域協定を遵守するとともに、資源の有効活用、省資源化、省エネルギーを推進し、
　地球温暖化防止やオゾン層破壊防止などの地球環境の保全を図る。 �
●研究や製造に使用する化学物質は、法規制もしくはそれ以上の基準をもって適正な管理を行なう。 �
●国際的な視点で、環境情報の入手・報告・広報を積極的に行なう。 �
　�
（ISO環境マネジメントシステムの導入） �
●生産事業所は、国内外を問わずISO14001環境マネジメントシステムの第三者認証を取得する。�
　その他の事業所及び全グループ会社は、認証取得に努める。 �
●その他のISO規格［LCA：ライフサイクルアセスメントなど］も、積極的に導入・取得に努める。 �
�
（環境配慮型商品の開発） �
●商品は最少の資源を用い小型軽量化に努めるとともに、省エネルギー設計とする。 �
●商品には、環境破壊や資源の浪費を伴うもの、健康に悪影響を及ぼす（恐れのある）有害な物質は原則
　として使用しない。 �
●商品は、分離・分解性の高い構造を基本とし、積極的に再資源化の容易な材料を使用し、再生材料の活用を図る。 �
（環境配慮型の事業活動） �
●積極的に省エネルギー型の設備を導入し、地球温暖化防止を図る。  �
●事業活動に必要な資源（設備、原材料、副資材、器具など）は、地球環境や地域住民、従業員への影響の
　少ないものを選択する。 �
●廃棄物は再資源化、社内処理化を優先し、最終処分の処理業者委託のゼロ化に努める。 �
�

環境関連の法規や地域協定の遵守はもとよ
り当社が保有する技術と知識をもとに、積極
的に環境保全活動を行なう。 �
�
�
�
世界のすべての生産事業所にISO（国際標
準化機構）環境マネジメントシステムを導
入する。�
�
�
環境配慮型事業活動を推進し、循環型社会
を構築する。�
�

●全社環境経営の推進体制�
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事業所ごとに温暖化防止問題や�
固有の各種会議・委員会を設置�
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ＡＳＥＡＮ環境会議�

　環境担当役員のもと地球環境保全活

動に関わる全社戦略を企画・立案し、推

進しています。さらに、各事業所や本部

に環境責任者を置き、環境保全活動施

策を展開しています。環境戦略会議で

は戦略・方針・目標など重要事項の決定

を行います。�

　2002年度は「環境コンプライアンス委

員会」を新たに設け、法遵守の体制を強

化します。�
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◎国内での継続運用�

◎環境配慮型商品の社会的省エネ貢献度を試算。効果への組み入れ検討�

�

目標・計画�

◎環境投資：1,626百万円�

◎環境費用：10,308百万円�

◎経済効果：1,320百万円�

�

取り組み�
施策・実績�

�

ＣＯ2排出量（生産高原単位）は増加しましたが、

全事業所でゼロエミッションを達成したことなどに

より、その他の環境保全効果（物量効果）は、昨

年に引き続き改善できました。�

1 2001年度実績概要※1

　2001年度にシャープが販売した環境

配慮型商品群（TFT液晶、太陽電池、

主要省エネ家電商品）がその耐用年数

内にもたらす社会的省エネ貢献度は

1,941ＧＷh※3です。電気代に換算する

と214億円になります。�

2 環境配慮型商品の社会的省エネ貢献度（試算）について�

※1 前年比較評価のため国内8生産事業所を対象にまとめた。�
※2 投資は事業エリア内の環境保全のための投資及び環境管理ソフトを対象にしている。�
�

●環境保全コスト�

上下流コスト:サイト内リサイクルコスト等�
管理活動に伴うコスト�
研究開発活動に伴うコスト�
社会的活動に伴うコスト�
その他環境保全コスト�

合計�

項目� ％�

77.5�
68.0�
88.4�

78.4�

62.0�
104.0�
82.1�
261.5�
96.8�

90.3�
�
�

31.1�
20.2�
176.6�

31.6�

―�
54.0�
―�
―�
―�

31.2�
�
�

費用�

1,899�
813�
1,283�

3,995�

222�
1,608�
3,090�
1,208�
185�

10,308�
�
�

1,294�
165�
142�

1,601�

―�
25�
―�
―�
―�

1,626�
�
�

％�投資※2

事業�
エリア内�
コスト�
�

公害防止�
地球環境保全�
資源循環�

小計�

●環境保全効果�

ＣＯ2排出量�
生産高原単位 �
�
廃棄物再資源化量�
廃棄物最終処分量�

内容�

　�
�

　　�
�

128,507ｔ�
157ｔ�
1,134ｔ�

�
�

2001年度�

　�
　�
�
�

132.0�
9.3�
84.7�
�
�

％�

事業�
エリア内�
コスト�
�

発泡スチロール排出量�

98.9�
�

133.8�
�

商品部門�
 6.1t-CO2/億円�

�デバイス部門�
69.4ｔ-CO2/億円�

�

省エネによる費用節減�
有価物売却益�
廃棄物削減取り組み効果�

実額が把握出来る効果計�

�

738�
434�
148�

1,320�

�

76.0�
67.4�
112.1�

75.6�

�

●環境保全対策に伴う経済効果�

内容� 金額� ％�

※3〔算出根拠〕�
●TFT液晶省エネ量（224ＧＷh） ●算式：（CRTモニター比年間消費電力差）×（2001年度パソコン用TFT液晶パネル生産量）   
　×使用年数4.1年 ●年間消費電力量算式：（財）省エネルギーセンター発行省エネカタログによる。使用年数：内閣府消費動   
　向調査（H14.03）パソコン買い替え年数を準用。�
●太陽電池創エネ量（1,432ＧＷh） ●算式：（2001年度生産した太陽電池の年間発電量）×創エネ年数17.6年。創エネ年数：
　耐用年数（20年）からペイバックタイム（2.4年）を控除設定。�
●主要家電商品（エアコン･テレビ･ビデオ･冷蔵庫） 省エネ量（285ＧＷh） ●算式：（主要家電商品の昨年同等商品との年間
　消費電力差：当社比)×2001年度販売台数×使用年数 ●年間消費電力量算式：（財）省エネルギーセンター発行省エネカタ
　ログによる。使用年数：内閣府消費動向調査（H14.03）買い替え年数を準用。�
�

（単位：百万円、％：前年度比）�

（物量単位、％：前年度比）�

（貨幣単位：百万円、％：前年度比）�

環境保全コストについて��

●資源循環投資の増加は現像廃液濃縮装置の

　設置、資源ごみ分別・集積場の設置等によるも

　のです。�

●社会活動費用の増加は、地域環境美化活動の

　取り組み強化及び太陽光発電システムの創エ

　ネ訴求広告によるものです。�

�

環境保全効果について� �

経済効果は、見做し効果の「環境配慮型商品の

社会的省エネ貢献度試算値」（下記②ご参照）を

加えると、22,720百万円となります。しかし見做し

効果は、環境省環境会計ガイドブック2002年度版

では、推定的効果として経済効果の一つにあげら

れていますが、慎重に算定すべきとし、算式も明示

されていないため本年も算入しないこととしました。�

経済効果について�

対象期間：2001年4月1日～2002年3月31日�
集計要領：1999年度より環境省のガイドラインに基づき導入�
�

3 環境リスクマネジメント�

�

2 法規制の遵守状況�1 環境コンプライアンス・プロ
グラムの導入�

●環境コンプライアンス委員会の役割�

　シャープでは、法遵守の企業風土を醸

成するため「環境コンプライアンス・プロ

グラム」を策定しました。�

　プログラムでは、環境コンプライアンス

委員会を設置し、取り組み強化の核とし

て位置づけています。�

　委員会では、法遵守のため内部環境

コンプライアンス監査の実施、環境教育・

研修の強化、マニュアルの整備を行いま

す。構成メンバーは、全社関連部門から

選出しました。内部環境コンプライアンス

監査として、環境法規制監査、ＩＳＯ監査、

パフォーマンス監査などを定期的に実施

します。�

　また、国内外環境法規制研修の強化や、

環境マインド醸成のための研修を行う予

定です。委員会の下部組織として、専門

分野の分科会を設け、それぞれの課題

について検討を行います。�

�

　シャープでは、環境に関する法規制の

遵守を基本として、事業活動を進めてい

ます。事業活動に関わる法律や各地域

における協定書などの遵守はもちろんの

こと、より厳しい自主基準を設けて、違反

の防止に努めています。この自主基準は、

法規制の動向に注視し、規制を先取りし

た内容としています。�

　しかし、2001年度は、家電品のリサイ

クルを委託していた関西リサイクルシス�

テムズ（株）においてフロンを大気中に放�

�

出した事実が明らかになりました。この

ため、当社をはじめ同社にリサイクルを

委託していた家電品製造業者は、経済

産業省並びに環境省より、2002年３月20

日に家電リサイクル法上の「勧告」を受

けました。�

　シャープでは、同社への最大出資会

社の責務として、二度と同様の過ちをお

かすことのないよう、業務及び設備の改

善や法遵守プログラムの実行などを支

援しています。�

�

◎法遵守の企業風土の醸成�

◎商品に関する法規制、廃棄物管理、化学物質管理等の環境法規制の遵守及び特殊安全管理※の徹底�

　※ガス・薬液などの安全管理�

目標・計画�

◎環境コンプライアンス委員会の設置準備（2002年5月設置）�
取り組み�
施策・実績�

環境コンプライアンス委員会の�
検討分野�

●商品に関する法規制／表示�

●地球温暖化防止（ＣＯ2、ＰＦＣ）�

●廃棄物管理�

●化学物質排出・移動量管理（ＰＲＴＲ）�

●排気（悪臭含む）　●排水管理�

●土壌地下水汚染�

●特殊安全管理�

●騒音、振動など�

�

環境コンプライアンス研修の実施�

●全社コンプライアンス研修（４月）�

　廃掃法・家電リサイクル法を含む法

　規研修�

●環境法規研修�

●一般環境研修、専門研修�

�

内部監査の実施�
�
●監査チーム�

●監査内容、監査項目、対象の決定�

●監査結果のフォロー�

�

委 員 長：環境担当役員�

事 務 局：環境安全本部�

メンバー：各事業本部、本社関係部門�

環境コンプライアンス委員会�

経
営�

関西リサイクルシステムズ（株）におけるフロン放出事件�
については、p.33をご参照ください。�
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◎環境配慮型商品の社会的省エネ貢献度を試算。効果への組み入れ検討�

�

目標・計画�

◎環境投資：1,626百万円�

◎環境費用：10,308百万円�

◎経済効果：1,320百万円�

�

取り組み�
施策・実績�

�

ＣＯ2排出量（生産高原単位）は増加しましたが、

全事業所でゼロエミッションを達成したことなどに

より、その他の環境保全効果（物量効果）は、昨

年に引き続き改善できました。�

1 2001年度実績概要※1

　2001年度にシャープが販売した環境

配慮型商品群（TFT液晶、太陽電池、

主要省エネ家電商品）がその耐用年数

内にもたらす社会的省エネ貢献度は

1,941ＧＷh※3です。電気代に換算する

と214億円になります。�

2 環境配慮型商品の社会的省エネ貢献度（試算）について�

※1 前年比較評価のため国内8生産事業所を対象にまとめた。�
※2 投資は事業エリア内の環境保全のための投資及び環境管理ソフトを対象にしている。�
�

●環境保全コスト�

上下流コスト:サイト内リサイクルコスト等�
管理活動に伴うコスト�
研究開発活動に伴うコスト�
社会的活動に伴うコスト�
その他環境保全コスト�

合計�

項目� ％�

77.5�
68.0�
88.4�

78.4�

62.0�
104.0�
82.1�
261.5�
96.8�

90.3�
�
�

31.1�
20.2�
176.6�

31.6�

―�
54.0�
―�
―�
―�

31.2�
�
�

費用�

1,899�
813�
1,283�

3,995�

222�
1,608�
3,090�
1,208�
185�

10,308�
�
�

1,294�
165�
142�

1,601�

―�
25�
―�
―�
―�

1,626�
�
�

％�投資※2

事業�
エリア内�
コスト�
�

公害防止�
地球環境保全�
資源循環�

小計�

●環境保全効果�

ＣＯ2排出量�
生産高原単位 �
�
廃棄物再資源化量�
廃棄物最終処分量�

内容�

　�
�

　　�
�

128,507ｔ�
157ｔ�
1,134ｔ�

�
�

2001年度�

　�
　�
�
�

132.0�
9.3�
84.7�
�
�

％�

事業�
エリア内�
コスト�
�

発泡スチロール排出量�

98.9�
�

133.8�
�

商品部門�
 6.1t-CO2/億円�

�デバイス部門�
69.4ｔ-CO2/億円�

�

省エネによる費用節減�
有価物売却益�
廃棄物削減取り組み効果�

実額が把握出来る効果計�

�

738�
434�
148�

1,320�

�

76.0�
67.4�
112.1�

75.6�

�

●環境保全対策に伴う経済効果�

内容� 金額� ％�

※3〔算出根拠〕�
●TFT液晶省エネ量（224ＧＷh） ●算式：（CRTモニター比年間消費電力差）×（2001年度パソコン用TFT液晶パネル生産量）   
　×使用年数4.1年 ●年間消費電力量算式：（財）省エネルギーセンター発行省エネカタログによる。使用年数：内閣府消費動   
　向調査（H14.03）パソコン買い替え年数を準用。�
●太陽電池創エネ量（1,432ＧＷh） ●算式：（2001年度生産した太陽電池の年間発電量）×創エネ年数17.6年。創エネ年数：
　耐用年数（20年）からペイバックタイム（2.4年）を控除設定。�
●主要家電商品（エアコン･テレビ･ビデオ･冷蔵庫） 省エネ量（285ＧＷh） ●算式：（主要家電商品の昨年同等商品との年間
　消費電力差：当社比)×2001年度販売台数×使用年数 ●年間消費電力量算式：（財）省エネルギーセンター発行省エネカタ
　ログによる。使用年数：内閣府消費動向調査（H14.03）買い替え年数を準用。�
�

（単位：百万円、％：前年度比）�

（物量単位、％：前年度比）�

（貨幣単位：百万円、％：前年度比）�

環境保全コストについて��

●資源循環投資の増加は現像廃液濃縮装置の

　設置、資源ごみ分別・集積場の設置等によるも

　のです。�

●社会活動費用の増加は、地域環境美化活動の

　取り組み強化及び太陽光発電システムの創エ

　ネ訴求広告によるものです。�

�

環境保全効果について� �

経済効果は、見做し効果の「環境配慮型商品の

社会的省エネ貢献度試算値」（下記②ご参照）を

加えると、22,720百万円となります。しかし見做し

効果は、環境省環境会計ガイドブック2002年度版

では、推定的効果として経済効果の一つにあげら

れていますが、慎重に算定すべきとし、算式も明示

されていないため本年も算入しないこととしました。�

経済効果について�

対象期間：2001年4月1日～2002年3月31日�
集計要領：1999年度より環境省のガイドラインに基づき導入�
�

3 環境リスクマネジメント�

�

2 法規制の遵守状況�1 環境コンプライアンス・プロ
グラムの導入�

●環境コンプライアンス委員会の役割�

　シャープでは、法遵守の企業風土を醸

成するため「環境コンプライアンス・プロ

グラム」を策定しました。�

　プログラムでは、環境コンプライアンス

委員会を設置し、取り組み強化の核とし

て位置づけています。�

　委員会では、法遵守のため内部環境

コンプライアンス監査の実施、環境教育・

研修の強化、マニュアルの整備を行いま

す。構成メンバーは、全社関連部門から

選出しました。内部環境コンプライアンス

監査として、環境法規制監査、ＩＳＯ監査、

パフォーマンス監査などを定期的に実施

します。�

　また、国内外環境法規制研修の強化や、

環境マインド醸成のための研修を行う予

定です。委員会の下部組織として、専門

分野の分科会を設け、それぞれの課題

について検討を行います。�

�

　シャープでは、環境に関する法規制の

遵守を基本として、事業活動を進めてい

ます。事業活動に関わる法律や各地域

における協定書などの遵守はもちろんの

こと、より厳しい自主基準を設けて、違反

の防止に努めています。この自主基準は、

法規制の動向に注視し、規制を先取りし

た内容としています。�

　しかし、2001年度は、家電品のリサイ

クルを委託していた関西リサイクルシス�

テムズ（株）においてフロンを大気中に放�

�

出した事実が明らかになりました。この

ため、当社をはじめ同社にリサイクルを

委託していた家電品製造業者は、経済

産業省並びに環境省より、2002年３月20

日に家電リサイクル法上の「勧告」を受

けました。�

　シャープでは、同社への最大出資会

社の責務として、二度と同様の過ちをお

かすことのないよう、業務及び設備の改

善や法遵守プログラムの実行などを支

援しています。�

�

◎法遵守の企業風土の醸成�

◎商品に関する法規制、廃棄物管理、化学物質管理等の環境法規制の遵守及び特殊安全管理※の徹底�

　※ガス・薬液などの安全管理�

目標・計画�

◎環境コンプライアンス委員会の設置準備（2002年5月設置）�
取り組み�
施策・実績�

環境コンプライアンス委員会の�
検討分野�

●商品に関する法規制／表示�

●地球温暖化防止（ＣＯ2、ＰＦＣ）�

●廃棄物管理�

●化学物質排出・移動量管理（ＰＲＴＲ）�

●排気（悪臭含む）　●排水管理�

●土壌地下水汚染�

●特殊安全管理�

●騒音、振動など�

�

環境コンプライアンス研修の実施�

●全社コンプライアンス研修（４月）�

　廃掃法・家電リサイクル法を含む法
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メンバー：各事業本部、本社関係部門�
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もとに、具体的な取り組み目標を設定し

た「グリーンプロダクトガイドライン」に沿っ
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イクルプラントのスタートに合わせてリサイ
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「企画･設計、試作、量産（最終）」の３段

階で評価しています。評価の結果、特に

優れた商品を「グリーンシール商品」とし

て認定しています。2001年度はグリーン

プロダクト達成度※175％を目標に取り組み、

結果は87.4％でした。�

　2002年度は、創エネ･創環境をコンセ

プトに入れたガイドラインの見直しを計画
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社外秘�

全社環境スローガン�

人と地球にやさしい企業�

－第5版－�

2002年3月�

シャープ株式会社�

環境安全本部�

�

1 グリーン調達�

�◎2000年度未調査の国内お取引先及び改善が必要なお取引先（Ｄランク）の再調査�

◎海外拠点にグリーン調達制度の導入を開始（2001年度はマレーシア地区で導入）�

�

目標・計画�

◎国内200社、海外156社（マレーシア地区）のお取引先について環境配慮性を評価し、結果をフィードバック�

◎Ｄランクお取引先の環境配慮性が向上（改善計画に沿った取り組みを実施した結果、全てランクアップ）�

�

取り組み�
施策・実績�
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引先を対象に調査しました。�

  2000年度Ｄランクのお取引先について

は、改善計画書に沿った取り組みの結果、

2001年度の再調査では、Aランクが36.8％、

Bランクが55.3％、Cランクが7.9％となり、

すべてのお取引先の環境配慮性が向

上していることを確認できました。�

　10月には、海外部品の調達先の要で

あるＳＥＭ※を中心にマレーシア地区で

グリーン調達制度を導入しました。�

※ＳＥＭ：シャープ・エレクトロニクス・マレーシア�

�

2 2001年度の取り組み�

　2002年度からは、部品・材料に含まれ

る有害物質の排除に重点を置いた調査

を実施するため、グリーン調達制度の基準・

内容の見直しを図ります。具体的には、

グリーン調達調査共通化協議会※で定

められた調査対象化学物質を調査項目

に加えます。�

※グリーン調達調査共通化協議会�
　シャープを含む有志企業18社により、電気･電子製品の
　含有化学物質に関わるグリーン調達調査内容の共通化
　を図る協議会。�

3 今後の方針�

http://www.sharp.co.jp/sc/excite/�
kankyo/text/01tyoutatsu.html�
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　止とされている物質」「発癌性がある物質･慢
　性毒性が明らかな物質」「環境に関わる法規制、
　欧州の主たる法規制、及びシャープの自主基準
　で定める化学物質」を含んでいない。�
③使用材料の削減、再生材の使用、リサイクル対
　応など、省資源に取り組んでいる。�
④電力を使用する完成品、ユニット品については
　消費電力の削滅に取り組んでいる。�

●評価項目�

主な「環境管理評価項目」�

①ＩＳＯ14001を取得しているか、または
　ＥＭＡＳ※1を導入している。�
②環境保全に関する理念、方針、目標、組織、
　教育、啓発活動を行っている。�
③部品や資材を調達する時のグリーン調達
　の仕組みがある。�
④環境保全活動の内容、結果を公開している。�
⑤化学品の納入に際してMSDS※2を提供
　できる。�

※1 ＥＭＡＳ（Ｅｃｏ-Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ ＆ Ａｕｄｉｔ Ｓcｈeｍｅ）： �
　　ＥＵの環境マネジメントシステムと監査の規則。�
※2 ＭＳＤＳ：材料の安全性データシート。�
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グリーン調達ガイドライン（日本版・英語版）�

　2000年度より、全社統一の「グリーン

調達ガイドライン」を策定し、お取引先企
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を総合的に実施して、環境に配慮した物

品・資材調達を推進しています。�

  独自の点数付けにより、Ａ～Ｄランクを

決定し、Ｄランクのお取引先については、

改善を要請するとともに、その後の改善

については次年度に再調査を実施して

います。�

最新のグリーン調達ガイドラインのＰＤＦデータを
ご希望の方は、下記のＵＲＬにアクセスして下さい。�

環境に配慮した商品�

コスト�品質� 納期�

URL

無鉛はんだ�
ノンハロゲン樹脂�

液晶テレビ�
�
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企
画
・
設
計�

1 創エネ商品�

　テレビ放送やＡＶソフトの再現にこだわ

って開発した独自のテレビ用液晶パネル

を採用。明るいリビングでも映り込みがほ

とんどない、高いコントラストを保ち、画面

が見やすいという特性を持っています。ま

た、走査線によるチラツキがないため、長

時間近くで見ても目が疲れにくく、臨場感

豊かな映像が楽しめます。�

�

2 創環境商品（快適な居住空間を創り出す商品）�

ワイド液晶テレビ�
（AQUOS）�

　１ビットデジタルアンプ技術は、限りなく

忠実に原音を再生するとともに、デジタル

アンプの持つ高効率電力変換持性により、

省エネルギーアンプを実現します。�

１ビットデジタルオーディオ�
（Auvi）�

　寄棟屋根などに美しく効率良く設置

できる三角形のコーナーモジュールをラ

インナップに加えた2001年度の住宅用シ

ステムは、平成13年度新エネ大賞を受賞。

また、シャープの太陽光発電システムを

標準装備した分譲マンションも、新エネ

大賞導入事例の部で入賞しました。�

住宅用太陽光発電システム�
（サンビスタ）�

　プラスとマイナスのイオンを放出して、

空気中の浮遊「ウィルス」や「カビ菌」、タ

バコの煙に含まれるＮＯなどの有害物質

を空気中で分解し、部屋の空気を浄化

します。独自の省エネ設計で業界トップ

クラスの省エネ性能も実現しています。�

一般的な家庭のリビングの明るさは300ルクスといわれてい
ますがブラウン管では、周囲の明るさが30ルクスを超えると、
コントラストが急激に落ちるのに比べ、液晶は高いコントラス
トを保ちます。�

●運転モード：プラズマクラスターイオン単独運転 ●室内温
度：25℃、湿度：42％RH ●測定方法：吹き出し口前方約2m、
床面から約1.3mでの気中浮遊菌数をエアーサンプラーに
て測定。 ●試験機関：（財）石川県予防医学協会�

エアコン�
（除菌イオン搭載エアコン）�

　2001年のシャープの太陽電池生産量

は、世界の19.2％にあたる75.02MWに

達し、2000年（シェア17.5％）に続いて2

年連続でトップシェアとなりました。今後も

地球環境保全に向けて、太陽光発電の

さらなる普及をめざします。�

太陽電池／世界一の生産量�

　超音波振動子を搭載し、従来の約

100倍※の洗浄力でエリやソデなどの落

ちにくい汚れを真空超音波で部分洗い

した後、「洗剤節約／水洗いコース」で

洗濯することで洗剤

による環境負荷を

抑えることがで

きます。�

※超音波洗浄と全自
　動洗濯機との洗浄力
　比較�

全自動洗濯機�
（えりピカそでピカ）�

〈ES-U80C/ES-U70C〉�
日経産業消費研究所の新製品ランキングで、第１位に�

カラータイプの太陽電池モジュールも商品化しています。�

〈NT-051BL・NT-102BC・NT-051BR〉�
屋根の形に合わせて、モジュールを自由にレイアウト�

�

●気中浮遊真菌（カビ菌の一種）除去性能評価結果�

（時間）�

http://www.sharp.co.jp/sunvista/�
index.html

太陽光発電に関する詳細な情報については、下記
のＵＲＬからご覧下さい。�

〈LC-30BV3〉�

〈AY-N28XC〉�

〈SD-CX10〉�

生産量合計�
390.54

MW

シャープ�
19.2％�

A社�
13.9％�

B社�
13.8％�C社�

10.5％�

その他�
42.6％�

●2001年太陽�
　電池生産量�
　およびシェア�
　（世界）�

●ブラウン管と液晶のコントラスト比較�
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出典：PV NEWS

※（注） ●モジュール1枚当たりで算出しています。●架台、パワーコンディショナ、ケーブル等含んでいません。●20年間使用した
　　　　場合。●使用時は、日本における平均発電量に事業用電力のCO2排出量を乗じて計算しています。�

3 ＬＣＡの導入推進�

　グリーンプロダクトのうち、省エネや省

資源化など特に環境面で優れた特長を

もつ商品を「グリーンシール商品」として

認定し、独自のラベルを商品に貼付して

います。�

　2002年度は、認定基準及び項目をより

厳しく改定する計画です。�

�

2 シャープグリーンシール制度�

●ＬＣＡで評価した商品の地球温暖化への影響（ＣＯ2評価）�

グリーンシール�

●グリーンシール商品認定基準�

認定項目� 詳　細�

・各カテゴリー区分における業界トップ機種�

・各カテゴリー区分における業界トップ機種�
・0.1W以下（リモコン待受商品）�
・1.0W以下（電話機、ＦＡＸ、パソコン）�

・各カテゴリーの業界トップ機種（節水、節洗剤　等）�

・各カテゴリー区分における業界トップ機種�
・従来機種比30％以上の削減�

・アップグレード可能な商品�
　（現在実施済みのパソコンソフト、ＨＤ、メモリ等除く）�
・消耗品の寿命が50％以上向上した商品�
・部品再利用のシステムを構築した商品�
・リサイクル性の高い材料を使用した商品�

・無鉛はんだ、ハロゲン系難燃剤廃止、塩ビの代替化＜電源コ
　ード除く＞�
・省エネ大賞、新エネ大賞受賞　等�
・（財）日本環境協会認定のエコマークを取得した商品�

・業界初、または当社独自技術により、環境配慮性を客観的に
　評価できるもの�

消費電力�
�
待機時消費電力�
�
運転時省資源�
�
小型・軽量化�
�
アップグレード�

消耗品長寿命�
部品再利用�
高リサイクル材料�
�
グリーン材料�

公的機関の表彰�
エコマーク取得�

独自技術�
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�
�
省エネ�
�
�
�
省資源�
�
�
長寿命�
�
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リサイクル�
�
安全性�
�
表彰�
エコマーク�

その他�
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　ライフサイクルアセスメント（LCA）とは、

資源採取から生産・販売・使用・廃棄に

いたる商品のライフサイクル全体を通して、

環境に与える負荷を総合的に評価する

方法です。シャープは、LCAを以下の目

的で導入しています。�

（1）環境負荷を低減する商品開発�

（2）生産プロセスの改善�

　2001年度は、太陽電池モジュール、

エアコン、携帯電話について地球温暖

化への影響を評価しました。�

　太陽電池モジュールは、使用の際、二

酸化炭素を排出せずにエネルギーを創

出するため、使えば使うほど環境への負

荷を軽減することになります。�

（図中の－1,014.5kg-CO2）�

　エアコンは、使用時に多くの二酸化炭

素を排出するため、使用時の省エネ性

能を向上させることが、重要であることを

確認しました。�

　携帯電話は、使用時の二酸化炭素

の排出が極めて少なく、トータルで見て

も環境負荷の少ない商品と言えます。�

　現状のLCAは、データ収集に労力を

要するため、設計技術者がもっと簡便に

利用できる新たな手法の検討を進めて

います。�

�

Point
部品の省資源化と、�

使用時の省エネ�

〈SJ-WH40E〉〈AR-S330〉 〈21C-FA1〉�
�

－1,014.5

54直列の多結晶モジュール� 部品�
部材�

製造� 輸送� 廃棄�

使用�

太陽電池モジュール�

携帯電話�エアコン�

複 写 機 � 冷 蔵 庫 � テ レ ビ �
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　テレビ放送やＡＶソフトの再現にこだわ

って開発した独自のテレビ用液晶パネル

を採用。明るいリビングでも映り込みがほ

とんどない、高いコントラストを保ち、画面

が見やすいという特性を持っています。ま

た、走査線によるチラツキがないため、長

時間近くで見ても目が疲れにくく、臨場感

豊かな映像が楽しめます。�

�

2 創環境商品（快適な居住空間を創り出す商品）�

ワイド液晶テレビ�
（AQUOS）�

　１ビットデジタルアンプ技術は、限りなく

忠実に原音を再生するとともに、デジタル

アンプの持つ高効率電力変換持性により、

省エネルギーアンプを実現します。�

１ビットデジタルオーディオ�
（Auvi）�

　寄棟屋根などに美しく効率良く設置

できる三角形のコーナーモジュールをラ

インナップに加えた2001年度の住宅用シ

ステムは、平成13年度新エネ大賞を受賞。

また、シャープの太陽光発電システムを

標準装備した分譲マンションも、新エネ

大賞導入事例の部で入賞しました。�

住宅用太陽光発電システム�
（サンビスタ）�

　プラスとマイナスのイオンを放出して、

空気中の浮遊「ウィルス」や「カビ菌」、タ

バコの煙に含まれるＮＯなどの有害物質

を空気中で分解し、部屋の空気を浄化

します。独自の省エネ設計で業界トップ

クラスの省エネ性能も実現しています。�

一般的な家庭のリビングの明るさは300ルクスといわれてい
ますがブラウン管では、周囲の明るさが30ルクスを超えると、
コントラストが急激に落ちるのに比べ、液晶は高いコントラス
トを保ちます。�

●運転モード：プラズマクラスターイオン単独運転 ●室内温
度：25℃、湿度：42％RH ●測定方法：吹き出し口前方約2m、
床面から約1.3mでの気中浮遊菌数をエアーサンプラーに
て測定。 ●試験機関：（財）石川県予防医学協会�

エアコン�
（除菌イオン搭載エアコン）�

　2001年のシャープの太陽電池生産量

は、世界の19.2％にあたる75.02MWに

達し、2000年（シェア17.5％）に続いて2

年連続でトップシェアとなりました。今後も

地球環境保全に向けて、太陽光発電の

さらなる普及をめざします。�

太陽電池／世界一の生産量�

　超音波振動子を搭載し、従来の約

100倍※の洗浄力でエリやソデなどの落

ちにくい汚れを真空超音波で部分洗い

した後、「洗剤節約／水洗いコース」で

洗濯することで洗剤

による環境負荷を

抑えることがで

きます。�

※超音波洗浄と全自
　動洗濯機との洗浄力
　比較�

全自動洗濯機�
（えりピカそでピカ）�

〈ES-U80C/ES-U70C〉�
日経産業消費研究所の新製品ランキングで、第１位に�

カラータイプの太陽電池モジュールも商品化しています。�

〈NT-051BL・NT-102BC・NT-051BR〉�
屋根の形に合わせて、モジュールを自由にレイアウト�

�

●気中浮遊真菌（カビ菌の一種）除去性能評価結果�

（時間）�
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太陽光発電に関する詳細な情報については、下記
のＵＲＬからご覧下さい。�
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※（注） ●モジュール1枚当たりで算出しています。●架台、パワーコンディショナ、ケーブル等含んでいません。●20年間使用した
　　　　場合。●使用時は、日本における平均発電量に事業用電力のCO2排出量を乗じて計算しています。�

3 ＬＣＡの導入推進�

　グリーンプロダクトのうち、省エネや省

資源化など特に環境面で優れた特長を

もつ商品を「グリーンシール商品」として

認定し、独自のラベルを商品に貼付して

います。�

　2002年度は、認定基準及び項目をより

厳しく改定する計画です。�

�

2 シャープグリーンシール制度�

●ＬＣＡで評価した商品の地球温暖化への影響（ＣＯ2評価）�

グリーンシール�

●グリーンシール商品認定基準�

認定項目� 詳　細�

・各カテゴリー区分における業界トップ機種�

・各カテゴリー区分における業界トップ機種�
・0.1W以下（リモコン待受商品）�
・1.0W以下（電話機、ＦＡＸ、パソコン）�

・各カテゴリーの業界トップ機種（節水、節洗剤　等）�

・各カテゴリー区分における業界トップ機種�
・従来機種比30％以上の削減�

・アップグレード可能な商品�
　（現在実施済みのパソコンソフト、ＨＤ、メモリ等除く）�
・消耗品の寿命が50％以上向上した商品�
・部品再利用のシステムを構築した商品�
・リサイクル性の高い材料を使用した商品�

・無鉛はんだ、ハロゲン系難燃剤廃止、塩ビの代替化＜電源コ
　ード除く＞�
・省エネ大賞、新エネ大賞受賞　等�
・（財）日本環境協会認定のエコマークを取得した商品�

・業界初、または当社独自技術により、環境配慮性を客観的に
　評価できるもの�
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◎ハロゲン化合物の削減�

�

目標・計画�

◎国内生産の45機種に無鉛はんだを採用、うち26機種は全ての基板に無鉛はんだを採用�

◎パソコン、液晶テレビなどにノンハロゲンキャビネットを採用�

◎鉛・カドミウムを含まないコード類を採用�

�

取り組み�
施策・実績�

2.企画・設計ステージ 

企
画
・
設
計�

　プラスチックの筐体や基板などに含ま

れているハロゲン化合物には、物を燃え

にくくする性質（難燃性）があります。ハ

ロゲン化合物は、焼却条件によってはダ

イオキシンの発生原因となるため、削減を

進めています。�

2 ハロゲン化合物の削減�

●無鉛はんだ採用商品（例）�
�

1 無鉛はんだ導入への�
取り組み�

無鉛はんだ�
導入ガイドライン�

　鉛やカドミウムなどの重金属は、人間の

体内に蓄積すると中枢神経を冒し、子供

の成長を阻害するなどの毒性があります。�

　シャープでは、全社を挙げて無鉛はん

だの導入に取り組んでいます。すず・銀・

銅はんだを標準はんだとしていますが、

部品の耐熱温度が低い基板を採用して

いるパソコン等については、すず・亜鉛・

ビスマスの低融点無鉛はんだを使用して

います。2001年度は、無鉛はんだ導入の

初年度として、新製品45機種に無鉛はん

だを導入しました。2002年度からは、「無

鉛はんだ導入ガイドライ

ン」（2001年３月作成）

に基づき、国内だけで

なく海外拠点において

も全商品で無鉛化に

取り組んでいます。�

�

3 鉛・カドミウムを含まない�
コード類の採用�

　電源コードなどの塩ビ被覆材には、加

工を容易にするため、添加剤として微量

の鉛やカドミウムが含まれています。2001

年度から、鉛やカドミウムを含ま

ない被覆材に順次切りかえ

ています。�

※Lead-Free（無鉛）の略�

●無鉛はんだ実装基板へのＬＦ※マーク表示�

無鉛はんだ実装基板には、下記の目的からシャープ
独自のLFマークを表示します。�

①基板修理など部品交換の際に、異種類はんだの混
　入による接続信頼性の低下を防ぐ。 �
②廃棄時に、適切に処理できるようにする。 �
�
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サイクロン〈EC-AP1〉�

アクオス〈LC-15C3〉�
（アクオスの全製品にノンハロゲン�
樹脂を採用）�FAX〈UX-W90CL〉�

メビウス〈PC-MT1-H5F〉�

無鉛はんだ基板�
（LIU基板）�
�

鉛やカドミウムを含まない�
電源コード�

無鉛はんだ�
基板�
�

無鉛はんだ基板�
（メイン基板）�
�

�

（表示基板）�

ホースや吸込口バンパーに�
ノンハロゲン樹脂を採用�
�

キャビネットに�
ノンハロゲン樹脂を採用�
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ファクシミリ�

掃 除 機 �
�

液晶テレビ�

4 省エネ・省資源化商品の開発�

�

電子レンジ�
（あたため上手）�

液晶テレビ�
（AQUOS）�

　薄型液晶パネルの採用や、本体内部

にマグネシウム製フレームを配置すること

で、薄型・軽量設計を実現。筐体やフレ

ームにはアルミ合金やマグネシウム合金

など、リサイクル性の高い材料を使用しま

した。�

ノート型パソコン�
（メビウス）�

掃除機�

　ダストカップと本体の軽量化、世界最

小のスリムホースの開発で従来比約30

％以上の軽量化を実現しまし

た。遠心分離方式でゴミを

直接ダストカップに集め、

紙パックが不要。吸引力

を維持し、電力を無駄

にしない設計です。�

�

　アドバンストＴＦＴカラー液晶は、屋外

など明るい場所では「反射型」、暗い場

所ではバックライトを使用する「透過型」

に切り替えることで、省エネを実現。�

　さらにCMOSカメラモジュールや充電

器の省電力化も図り、連続通話時間約

130分、連続待受時間約350時間を実現

しています。�

携帯電話�

2 省資源化商品�

（サイクロンクリーナー）�

　1,000Wインバーター加熱の採用により

レンジ加熱時間を約1／3に短縮し、消費

電力も約42％削減※しました。また、電源

オートオフ機能を搭載しています。�

※当社従来機種RE-EM5比�
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　液晶ディスプレイはブラウン管に比べ

て消費電力が少なく、長寿命で軽くて薄

い特徴があります。また、液晶パネル自

体は性能が劣化することがほとんどなく、

バックライトの寿命も約60,000時間あり、�

1日8時間の視聴で約20年間使用するこ

とができます。�
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◎シャープグリーンシールを112機種取得、売上げ構成比32.2％�
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7 環境ラベルの取得�

環境ラベルとは、商品が環境に配慮していることをお客様に明示するため、第三者が制定した基準を満たす商品にラベルなどを貼付し、
環境情報を公開するものです。シャープでは各国の様 な々環境ラベルを積極的に取得し、商品の環境情報の提供に努めています。�
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　シャープでは、構成部品の多い複写

機の部品をユニット化することで分解性

を向上させ、リサイクル・リユース性を高

めています。お客さまのニーズにあわせて、

ユニットを組み合わせ・追加することで、

長く使用していただくことができます。ま

た機能を絞り込むことで、資源の有効活

用に努めています。�

　さらに、リサイクルに特化した取り組み

として、形状記憶合金や樹脂を利用し、

熱を加えるだけで締結部分がはずれる

構造のネジを開発しました※。このネジを

採用した商品は、加熱すると人手をかけ

ずにネジがはずれるため、従来の解体に

比べ、作業時間を約半分に短縮できます。

この技術開発により、将来的には、解体

作業ラインの省力化も可能となります。現

在、2005年頃をめどに、形状記憶ネジの

液晶応用商品への搭載をめざしています。�

※経済産業省・製造科学技術センターからの委託研究事
　業としてNECトーキン（株）様と共同開発�
�

3 解体性に配慮した�
部品の開発�

4 複写機のリマニファク�
チャリング�

24

●2001年度の世界の環境ラベル取得機種数�
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パソコン�

ＰＣグリーンラベル�
（対象国：日本）�

国内向6機種・海外向3機種、計9機種のリマニファクチャリ
ング機が出荷されています。�
�

　国内では1997年から複写機のリマニ

ファクチャリングシステムを推進しています。

これは、使用済みマシンを回収し、状態

検査を行ったうえで部品ごとに分解、洗浄、

厳しい検査を経て再び生産ラインに投入、

最終的に新規の部品も加えて、新造品

と同等の品質のマシンに組み上げるシス

テムです。複写機SD-2150Rでは、質量

比75％以上のリサイクルパーツを使用し

ています。�

　2001年度から生産を開始した海外向

けのリマニファクチャリング複写機は、東

南アジア・中近東・アフリカの当社販売会

社・代理店に3機種（25枚機・30枚機・40

枚機）、計680台を出荷しました。性能・

品質保証は、国内向けと同じく新造品と

同等です。�

加熱により締結部分がはずれる構造のネジを使用し、キャビ
ネットを無人で解体�

形状記憶合金でできた、スリットを設けたパイプ状のネジは
加熱によって収縮し、径が小さくなってはずれる。�
�

加熱前� 加熱後�

●易解体ネジ（実施例2）�

熱
を
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え
る�

熱
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え
る�
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●易解体ネジ（実施例1）�

●易解体ネジを使ったキャビネット�
　解体の事例�
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2.企画・設計ステージ 

※�

シャフトが収縮する�

ロックがはずれる�

使用時� 解体時�

熱
を
加
え
る�

6 3Ｒ※に配慮した商品の開発�

�◎プラスチック（ポリプロピレン樹脂）のマテリアルリサイクル技術の実用化�

◎リサイクル工程の解体性を配慮した部品の開発�

◎リユース部品の採用�

�

目標・計画�

◎洗濯機（ES-U70C・U80C）の水槽にリサイクル材を採用�

◎形状記憶合金を用いた易解体ネジの開発�

◎リマニファクチャリング複写機でのリユース部品使用率75％（SD-2150R）�

取り組み�
施策・実績�

1 リサイクル設計ガイドライン
を策定�

　リサイクルしやすい商品設計を推進

するために、商品の設計技術者とリサイ

クル技術開発者及び家電リサイクルプラ

ントのライン技術者による、「リサイクル設

計推進プロジェクト」を設置しました。�

　プロジェクトでは、リサイクル現場にお

ける課題を抽出し、解体性の改善やリサ

イクルしやすい材料の採用などを検討し

ました。�

　それらをとりまとめ、2001年12月に「リ

サイクル設計ガイドライン」を策定し、国

内の商品設計部門に導入しました。ガイ

ドラインでは、解体工程や解体困難とな

っている事例などを掲載し、再商品化率

向上のための設計手法を解説しています。�

�

�

2 ポリプロピレン樹脂のマテリアル
リサイクル技術の実用化�

リサイクル設計ガイドライン�
�

回収した水槽� 破砕樹脂� 樹脂洗浄� 樹脂混合�

●洗濯機のリサイクルフロー�

再生ペレット� 再生材を使った水槽�
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●バージン材混合による物性改善効果�

リサイクル材にバージン材を混合することで、引張
りや曲げといった強度を向上させました。�
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リサイクル材に酸化防止剤を添加することで、劣化
を防ぎ長寿命化に成功しました。�
※全てリサイクル材100％の素材による実験�

洗濯機（ES-U80）の場合�

設計の改善で補強�
�

リサイクルプラント� 再生加工メーカー� シャープ社内 成型加工�

　1999年よりプラスチックのマテリアルリ

サイクル技術の開発に取り組んでいます。�

2001年度からは、リサイクルプラントで回

収した洗濯機水槽を原材料化して、新

製品（ES-U70C､U80C）の水槽に再生

する技術を実用化しました。�

　この技術の実用化にあたっては、リサ

イクル材の寿命と強度の改善が課題でし

た。そこで、酸化防止剤等の添加剤を加

えて劣化を防ぎ、寿命を伸ばしました。バ

ージン材を混合することで、衝撃や曲げ

に対する物性の強度を高めました。構造

面では、落下試験等で耐衝撃性を調査

し設計を改善しました。その結果、バージ

ン材とほぼ同等の強度を実現しました。�

　今後は、将来に向けた環境・リサイク

ル技術の開発を外部研究機関、大学な

どと連携して推進していきます。�

�
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曲げ弾性率�
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今回開発し、�
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今回開発し、�
実用化を�
検討中�
�

※3Ｒ：●廃棄物の発生抑制（リデュース：Ｒｅｄｕｃｅ）�
　　　　　　●商品・部品としての再利用（リユース：Ｒｅｕｓｅ） �
　　　　　　●原材料としての再生利用（リサイクル：Ｒｅｃｙｃｌｅ）�
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7 環境ラベルの取得�

環境ラベルとは、商品が環境に配慮していることをお客様に明示するため、第三者が制定した基準を満たす商品にラベルなどを貼付し、
環境情報を公開するものです。シャープでは各国の様 な々環境ラベルを積極的に取得し、商品の環境情報の提供に努めています。�

Planning & Design Stages

　シャープでは、構成部品の多い複写

機の部品をユニット化することで分解性

を向上させ、リサイクル・リユース性を高

めています。お客さまのニーズにあわせて、

ユニットを組み合わせ・追加することで、

長く使用していただくことができます。ま

た機能を絞り込むことで、資源の有効活

用に努めています。�

　さらに、リサイクルに特化した取り組み

として、形状記憶合金や樹脂を利用し、

熱を加えるだけで締結部分がはずれる

構造のネジを開発しました※。このネジを

採用した商品は、加熱すると人手をかけ

ずにネジがはずれるため、従来の解体に

比べ、作業時間を約半分に短縮できます。

この技術開発により、将来的には、解体

作業ラインの省力化も可能となります。現

在、2005年頃をめどに、形状記憶ネジの

液晶応用商品への搭載をめざしています。�

※経済産業省・製造科学技術センターからの委託研究事
　業としてNECトーキン（株）様と共同開発�
�

3 解体性に配慮した�
部品の開発�

4 複写機のリマニファク�
チャリング�
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に対する物性の強度を高めました。構造
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し設計を改善しました。その結果、バージ
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3.生産ステージ 
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Manufacturing Stage

�
1 国内全生産事業所に�
おける二酸化炭素削減�

1.1％削減しましたが、デバイス生産事

業所では、前年度比33.8％増加し、国内

全生産事業所で20％増加しました。デ

バイス生産事業所は、総排出量では前

年度並に抑制できたものの、生産高の

減少により、原単位が大幅に増加しました。

（※１参照）�

　本社や東京支社など事務所ビルを含

めた全事業所の二酸化炭素排出量は、

2000年度が前年度比７％増加したのに

対し、2001年度は前年度比１％増加に

抑制することができました。（※２参照）�

　生産事業所での総排出量の抑制は、�

各事業所単位で省エネ診断を実施した

ことや、省エネを推進する「省エネワー

キンググループ」活動を通じてエネルギ

ー供給側だけでなく、生産設備側のエ

ネルギー効率改善を進めたことが抑制

につながりました。�

　今後も二酸化炭素の排出削減に積

極的に取り組んでまいりますが、新工場

の稼動などにより増加傾向になることが

予測されます。そのため、ＰＦＣなど二酸

化炭素以外の温室効果ガスの削減にも

力を入れるとともに、植林など京都議定

書の内容をふまえて改善に取り組みます。�

�

　国際的な地球温暖化防止の取り組

みが進む中、日本は「京都議定書」を批

准しました。シャープは、地球温暖化防

止対策を最重要課題のひとつと位置付

け、二酸化炭素の排出削減（エネルギ

ー使用量削減）に取り組んでいます。�

　国内全生産事業所の2001年度二酸

化炭素排出量は、351,264ｔ-ＣＯ2であり、�

前年度比0.6％削減しました。生産高原

単位は、商品生産事業所では前年度比�

●国内全事業所の二酸化炭素排出量と�
　エネルギー使用量の推移（※2）�

CO2排出量（t-CO2）� TJ（テラジュール）�
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● CO2排出係数については、電気事業連合会公表値を採用�
● 集計範囲は、生産事業所及びシャープ（株）の事務所ビル�
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●事業内容別の二酸化炭素排出量と�
　生産高原単位の推移（※1）�
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2 地球温暖化防止�

�◎国内：二酸化炭素排出量の生産高原単位を商品生産事業所で年率2％削減、�

　　　　デバイス生産事業所で年率5％削減�

◎海外：二酸化炭素の生産高原単位を2000年度を基準に毎年2％削減�

�

目標・計画�

◎国内：生産高原単位前年度比20％増加（商品生産事業所で1.1％削減、デバイス生産事業所で33.8％増加）�

◎海外：生産高原単位前年度比2.1％削減�

�

取り組み�
施策・実績�
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1 グリーンファクトリーの�
コンセプトとガイドライン�

●グリーンファクトリーのイメージ�

前提：ＩＳＯ14001認証取得済み�

●グリーンファクトリーのコンセプトと環境負荷低減の課題�
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環境に関する情報
の開示をしている�

環境意識�

従業員の環境へ
の意識が高い�
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量のゼロ化）�

大気や水系への有害化学物質の
排出を削減�

環 境 負 荷 低 減 の 課 題 �

グリーンファクトリーガイドライン�
�

　「グリーンファクトリーガイドライン」では、

法規制の遵守とＩＳＯ14001をベースにし

た環境マネジメントシステムの構築及び

環境パフォーマンス目標値の達成を要

求しています。さらに、地域や自然との共

生など、独自性のある環境保全活動もプ

ラスした内容になっています。�

　10のコンセプトを設け、環境負荷低減

の課題として、地球温暖化防止、循環型

社会への貢献、有害化学物質の排出量

削減の3つに注力しています。1999年度

に国内の全生産事業所に導入運用して

います。�

GFコンセプト�

資源の効率活用�
・グリーン調達、�
再生資源活用�

地球温暖化防止�
・CO2その他温室効果ガス �

 排出ミニマム�

環境自主行動計画�
の設定と推進�

・環境負荷低減、環境保全�
・情報開示�

自然�
エネルギーの活用�
・太陽光発電�
・風力発電�

地域社会との共生�
・情報交換・交流�

化学物質の�
適正管理ＰＲＴＲ�

有害物質の�
大気・水系、土壌への�
排出ミニマム�

悪臭、騒音、振動が�
ミニマム�

廃棄物�
ゼロエミッション�

CO2固定化�
森林保護�

従業員の�
環境意識がハイレベル�
・グリーンマインドの徹底�

�

※地域共生・環境情報開示・自然共生・環境意識についてはマインドステージで紹介しています。�

自然との共生�
（敷地内外）�

・小動物や植物が自生�
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�
1 国内全生産事業所に�
おける二酸化炭素削減�

1.1％削減しましたが、デバイス生産事

業所では、前年度比33.8％増加し、国内

全生産事業所で20％増加しました。デ

バイス生産事業所は、総排出量では前

年度並に抑制できたものの、生産高の

減少により、原単位が大幅に増加しました。

（※１参照）�

　本社や東京支社など事務所ビルを含

めた全事業所の二酸化炭素排出量は、

2000年度が前年度比７％増加したのに

対し、2001年度は前年度比１％増加に

抑制することができました。（※２参照）�

　生産事業所での総排出量の抑制は、�

各事業所単位で省エネ診断を実施した

ことや、省エネを推進する「省エネワー

キンググループ」活動を通じてエネルギ

ー供給側だけでなく、生産設備側のエ

ネルギー効率改善を進めたことが抑制

につながりました。�

　今後も二酸化炭素の排出削減に積

極的に取り組んでまいりますが、新工場

の稼動などにより増加傾向になることが

予測されます。そのため、ＰＦＣなど二酸

化炭素以外の温室効果ガスの削減にも

力を入れるとともに、植林など京都議定

書の内容をふまえて改善に取り組みます。�

�

　国際的な地球温暖化防止の取り組

みが進む中、日本は「京都議定書」を批

准しました。シャープは、地球温暖化防

止対策を最重要課題のひとつと位置付

け、二酸化炭素の排出削減（エネルギ

ー使用量削減）に取り組んでいます。�

　国内全生産事業所の2001年度二酸

化炭素排出量は、351,264ｔ-ＣＯ2であり、�

前年度比0.6％削減しました。生産高原

単位は、商品生産事業所では前年度比�
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3 廃棄物の排出削減�

�◎国内：2002年度に、全生産事業所でゼロエミッション達成、廃棄物総発生量を前年度比2％削減�

◎海外：廃棄物発生量の生産高原単位を2000年度を基準に毎年2％削減、2005年度に10％削減�

�

目標・計画�

◎国内：2001年度に、全生産事業所でゼロエミッション達成�

　　　　総発生量136千t（前年度比124％）最終処分量157t  最終処分率：0.1％  再資源化率：94.8％�

◎海外：生産高原単位2000年度比3％増加�

取り組み�
施策・実績�

27
※ゼロエミッション：事業所から出る産業系と一般系両方の廃棄物の再資源化や再利用により、埋立量を限りなくゼロに近づけること。廃棄物の処理における技術的限界もあり、シャープでは業
　界で最も厳しい、最終処分率0.5％（最終処分率＝埋立量／総排出量×１００）未満を２ヵ月以上連続で達成することをゼロエミッションと定義しています。　　　　　　　　�
�

�
1 2 総発生量の抑制�

�
  2001年度の廃棄物総発生量は、商品

系生産事業所で前年度比102.9％、デ

バイス系生産事業所で124.6％、国内生

産事業所合計では123.6％となりました。

これは、新工場稼動に伴う現像廃液等

の増加によるものです。�

　今後は、廃棄物発生抑制マニュアル

に基づき発生源対策を推進し、2002年

度以降もゼロエミッションの状態を維持

するとともに、今後建設予定の新工場に

ついては、微生物による廃液浄化技術

などを導入して、ゼロエミッション工場と

します。�

処理については、微生物を利用した再

利用システムなどを確立することで、年

間3,665ｔ削減することができました。さらに、

廃液の再利用や、汚泥のセメント原料化

などの技術開発や用途開拓にも取り組

んでいます。�

　その他、廃液晶ガラスパネルのタイル

原料化、廃太陽電池パネルからの金属

回収とセメント原料化、廃プラスチックの

燃料化、古紙のティッシュペーパー化な

ど地道な取り組みも続けています。�

　最終処分量のうち、最も量の多い合

成ゴムくず以外の廃プラスチック類につ

いては、炭化品として、サーマルリサイク

ルや土壌改良剤、ろ過・吸着剤、脱臭・

消臭剤として再資源化に取り組みます。�

�

�

国内全事業所で�
ゼロエミッション※達成�

廃棄物発生抑制マニュアル（日本版・海外版）�

　2001年度に、2002年度目標である国

内全生産事業所のゼロエミッション化を

１年前倒しで達成しました。廃棄物の再

資源化が大きく進展し、最終処分率は

全社で0.1％、再資源化率は94.8％となり

ました。�

　ゼロエミッション達成は、各事業所単

位で「廃棄物発生抑制ワーキング活動」

を行い、徹底した分別処理や独自の社

内中間処理技術による廃棄物の減量化、

再資源化などの地道な対策を行ったこ

とで実現しました。�

　特に大きな課題であった工程排水の�

�

●最終処分量の内訳（国内全生産事業所）�

総量�
157 t
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18％�

汚泥 5％�

合成ゴムくず以外の�
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51％�
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4％�
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6％� その他 4％�

●廃棄物最終処分量の推移（国内全生産事業所）�

廃
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　2001年度の海外の二酸化炭素排出

量は、153,151ｔ-ＣＯ2※で、シャープの全生

産事業所排出量の約30％でした。その

中でも東南アジアは、海外生産事業所の

総排出量の約50％を占めています。�

　グリーンファクトリーガイドラインの運用や、

日本の省エネ活動事例の紹介等を通じて、

東南アジアを中心に生産高原単位を前

年度比2.1％削減しました。�

※海外生産事業所の二酸化炭素算出には、各現地国の
　二酸化炭素換算係数を使用しました。�
�

　シャープの省エネルギー活動は、エネルギー供給側だけでなく、生産装置の改善など、

きめ細かな取り組みにまでわたっています。2つの事例をご紹介します。�

�

3 海外生産事業所に�
おける二酸化炭素削減�

2 省エネルギー活動の事例�

4 その他のガス排出量抑制への取り組み�

　二酸化炭素の他に、地球温暖化の原

因となるＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）、

ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）、ＳＦ6（六

フッ化硫黄）などの温室効果ガスは、主

に液晶、半導体の洗浄、エッチング用な

どに使用しています。2001年度の排出

量は、前年度比25％減の55万ｔ-CO2で

した。今後、新工場の建設も計画されて

いますが、�

（1）使用量の削減�

（2）温暖化の影響が小さいガスへの代替化

（3）除害装置の導入�

などの積極的な取り組みを行い、排出削

減を推進します。�

　エアコンの冷媒として使用していたＨ

ＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）は、�

オゾン層破壊の原因となる物質であるた

め、現在オゾン層を破壊しない物質であ

るＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）への

転換を推進しています。しかし、これらの

物質は地球温暖化に影響を与えるため、

より影響の少ないものへの転換に取り組

んでいます。�

※関西リサイクルシステムズ（株）におけるフロン放出事件
　については、p.33をご参照ください。�

　2001年度は、ボイラーの的確な運転

管理や大気汚染の少ない燃料への転

換を図り、ＮＯx（窒素酸化物）の排出量

を前年度比23.6％削減、ＳＯx（硫黄酸

化物）についても前年度比で12.7％削

減しました。�

●工場工程内への冬期外気冷房システム�
　導入による空調エネルギーの削減�

外気処理用空調システム�

エアコン�
吹き出し口�

室内機�

生産工程�

外気�

●各地域ごとの二酸化炭素排出量�
�

（単位：t-CO2）�

日本 �
351,264

欧州 10,027 米州 23,058

ＮＯx排出量（t）� ＳＯx排出量（t）�

●ＮＯx・ＳＯx排出量推移（国内全生産事業所）�
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●生産装置―補助機器配管の�
　断熱性能の向上�

断熱材※�

温調パイプ�

補機�

装置本体�

熱交換器�

　福山事業所（半導体の製造工場）では、

生産装置本体と熱交換器間の配管の

断熱性能を向上させることにより、熱交

換器の消費電力を半減しました。�

　新庄事業所（太陽電池の製造工場）

では、生産装置からの放熱が多く、冬期

でも冷房が必要でした。そこで、冬場の

外気を有効に活用する「冬期外気冷房

システム」を導入しました。このシステム

では、冷房を要する室内に低温の外気

を送り込むことで、年間350ｔ-ＣＯ2の二酸

化炭素排出量を削減しました。�

（年度）�

空調エネルギー削減�

オゾン層破壊物質� ＮＯｘ／ＳＯｘ�温室効果ガス（PFC等）�

生産装置エネルギーの削減�

総排出量�
504,415

東南アジア �
74,554

中国�
45,512

※使用断熱材は脱ガス分析・評価を実施し、清浄空間での
　使用条件に適合した材質を選定しています。�



3.生産ステージ 

28

Manufacturing Stage

生
産�

3 廃棄物の排出削減�

�◎国内：2002年度に、全生産事業所でゼロエミッション達成、廃棄物総発生量を前年度比2％削減�

◎海外：廃棄物発生量の生産高原単位を2000年度を基準に毎年2％削減、2005年度に10％削減�

�

目標・計画�

◎国内：2001年度に、全生産事業所でゼロエミッション達成�

　　　　総発生量136千t（前年度比124％）最終処分量157t  最終処分率：0.1％  再資源化率：94.8％�

◎海外：生産高原単位2000年度比3％増加�

取り組み�
施策・実績�

27
※ゼロエミッション：事業所から出る産業系と一般系両方の廃棄物の再資源化や再利用により、埋立量を限りなくゼロに近づけること。廃棄物の処理における技術的限界もあり、シャープでは業
　界で最も厳しい、最終処分率0.5％（最終処分率＝埋立量／総排出量×１００）未満を２ヵ月以上連続で達成することをゼロエミッションと定義しています。　　　　　　　　�
�

�
1 2 総発生量の抑制�

�
  2001年度の廃棄物総発生量は、商品

系生産事業所で前年度比102.9％、デ

バイス系生産事業所で124.6％、国内生

産事業所合計では123.6％となりました。

これは、新工場稼動に伴う現像廃液等

の増加によるものです。�

　今後は、廃棄物発生抑制マニュアル

に基づき発生源対策を推進し、2002年

度以降もゼロエミッションの状態を維持

するとともに、今後建設予定の新工場に

ついては、微生物による廃液浄化技術

などを導入して、ゼロエミッション工場と

します。�

処理については、微生物を利用した再

利用システムなどを確立することで、年

間3,665ｔ削減することができました。さらに、

廃液の再利用や、汚泥のセメント原料化

などの技術開発や用途開拓にも取り組

んでいます。�

　その他、廃液晶ガラスパネルのタイル

原料化、廃太陽電池パネルからの金属

回収とセメント原料化、廃プラスチックの

燃料化、古紙のティッシュペーパー化な

ど地道な取り組みも続けています。�

　最終処分量のうち、最も量の多い合

成ゴムくず以外の廃プラスチック類につ

いては、炭化品として、サーマルリサイク

ルや土壌改良剤、ろ過・吸着剤、脱臭・

消臭剤として再資源化に取り組みます。�

�

�

国内全事業所で�
ゼロエミッション※達成�

廃棄物発生抑制マニュアル（日本版・海外版）�

　2001年度に、2002年度目標である国

内全生産事業所のゼロエミッション化を

１年前倒しで達成しました。廃棄物の再

資源化が大きく進展し、最終処分率は

全社で0.1％、再資源化率は94.8％となり

ました。�

　ゼロエミッション達成は、各事業所単

位で「廃棄物発生抑制ワーキング活動」

を行い、徹底した分別処理や独自の社

内中間処理技術による廃棄物の減量化、

再資源化などの地道な対策を行ったこ

とで実現しました。�

　特に大きな課題であった工程排水の�

�

●最終処分量の内訳（国内全生産事業所）�

総量�
157 t

ガラスくず�
18％�

汚泥 5％�

合成ゴムくず以外の�
廃プラスチック類�
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4％�

無機廃酸、有機廃酸、�
その他の酸性廃液等 �

6％� その他 4％�

●廃棄物最終処分量の推移（国内全生産事業所）�
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　2001年度の海外の二酸化炭素排出

量は、153,151ｔ-ＣＯ2※で、シャープの全生

産事業所排出量の約30％でした。その

中でも東南アジアは、海外生産事業所の

総排出量の約50％を占めています。�

　グリーンファクトリーガイドラインの運用や、

日本の省エネ活動事例の紹介等を通じて、

東南アジアを中心に生産高原単位を前

年度比2.1％削減しました。�

※海外生産事業所の二酸化炭素算出には、各現地国の
　二酸化炭素換算係数を使用しました。�
�

　シャープの省エネルギー活動は、エネルギー供給側だけでなく、生産装置の改善など、

きめ細かな取り組みにまでわたっています。2つの事例をご紹介します。�

�

3 海外生産事業所に�
おける二酸化炭素削減�

2 省エネルギー活動の事例�

4 その他のガス排出量抑制への取り組み�

　二酸化炭素の他に、地球温暖化の原

因となるＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）、

ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）、ＳＦ6（六

フッ化硫黄）などの温室効果ガスは、主

に液晶、半導体の洗浄、エッチング用な

どに使用しています。2001年度の排出

量は、前年度比25％減の55万ｔ-CO2で

した。今後、新工場の建設も計画されて

いますが、�

（1）使用量の削減�

（2）温暖化の影響が小さいガスへの代替化

（3）除害装置の導入�

などの積極的な取り組みを行い、排出削

減を推進します。�

　エアコンの冷媒として使用していたＨ

ＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロカーボン）は、�

オゾン層破壊の原因となる物質であるた

め、現在オゾン層を破壊しない物質であ

るＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）への

転換を推進しています。しかし、これらの

物質は地球温暖化に影響を与えるため、

より影響の少ないものへの転換に取り組

んでいます。�

※関西リサイクルシステムズ（株）におけるフロン放出事件
　については、p.33をご参照ください。�

　2001年度は、ボイラーの的確な運転

管理や大気汚染の少ない燃料への転

換を図り、ＮＯx（窒素酸化物）の排出量

を前年度比23.6％削減、ＳＯx（硫黄酸

化物）についても前年度比で12.7％削

減しました。�

●工場工程内への冬期外気冷房システム�
　導入による空調エネルギーの削減�

外気処理用空調システム�

エアコン�
吹き出し口�

室内機�

生産工程�

外気�

●各地域ごとの二酸化炭素排出量�
�

（単位：t-CO2）�

日本 �
351,264

欧州 10,027 米州 23,058

ＮＯx排出量（t）� ＳＯx排出量（t）�

●ＮＯx・ＳＯx排出量推移（国内全生産事業所）�

1997 1998 1999 2000 2001

（t）�

0

10

20

30

23.64

14.52

21.67

13.95

21.15

15.08

25.78

10.51

19.69

9.18

●生産装置―補助機器配管の�
　断熱性能の向上�

断熱材※�

温調パイプ�

補機�

装置本体�

熱交換器�

　福山事業所（半導体の製造工場）では、

生産装置本体と熱交換器間の配管の

断熱性能を向上させることにより、熱交

換器の消費電力を半減しました。�

　新庄事業所（太陽電池の製造工場）

では、生産装置からの放熱が多く、冬期

でも冷房が必要でした。そこで、冬場の

外気を有効に活用する「冬期外気冷房

システム」を導入しました。このシステム

では、冷房を要する室内に低温の外気

を送り込むことで、年間350ｔ-ＣＯ2の二酸

化炭素排出量を削減しました。�

（年度）�

空調エネルギー削減�

オゾン層破壊物質� ＮＯｘ／ＳＯｘ�温室効果ガス（PFC等）�

生産装置エネルギーの削減�

総排出量�
504,415

東南アジア �
74,554

中国�
45,512

※使用断熱材は脱ガス分析・評価を実施し、清浄空間での
　使用条件に適合した材質を選定しています。�
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5 化学物質管理�

�◎国内：重点管理化学物質の排出量を2000年度を基準に2001年度10％削減、2003年度までに50％削減�

◎海外：海外生産事業所に、グローバル版化学物質管理システム導入�

�

目標・計画�

◎国内：2000年度比53％削減�

◎海外：グローバル版化学物質管理システムの構築を完了、各生産拠点への導入を推進�

�

取り組み�
施策・実績�

29

�
1 重点管理化学物質�
排出量の削減�

3 化学物質管理システム� 管理システムを構築しました。これにより、

シャープ社内での業務システム（ＳＡＰ）

と連携することで、効率的かつ高精度の

データ収集が可能となります。2002年度

から順次、海外生産事業所に導入し、よ

り高いレベルでの使用化学物質の一元

管理に取り組みます。�

　さらに、国際的な化学物質規制を先

取りする自主管理を積極的に推進する

ことで、危険化学物質の安全・衛生面の

リスク削減と環境への負荷低減をグロー

バル規模で進めていきます。�

　国内の重点管理化学物質※の排出

量を2003年度に2000年度比50％削減

するという目標を掲げ取り組みましたが、

すでに2001年度に2000年度比53％削

減し、目標を前倒しで達成しました。今後、

新たな目標を設定し、推進していきます。�

※重点管理化学物質の基準�

●グローバル版化学物質管理システム（S-CMS）を導入する生産拠点�

①PRTR法対象物質のなかで、排出・移動量の
　多い物質。�
②量に関係なく、工場周辺住民に迷惑をかける
　恐れのある物質。�
③PRTR法対象物質以外で、排出・移動量の
　多い環境法等規制物質。�
�

●重点管理化学物質排出量削減計画�

排出目標�

対象年度�

基準年�10％削減�30％削減�50％削減�

2000 2001 2002 2003

SMCA/アメリカ�

SEES/スペイン�

SPM/イギリス� SMF/フランス�

SRAC/マレーシア�

SREC/マレーシア�

KSIL/インド�

SUKM/イギリス�

SATL/タイ�

STTM/タイ�

NSEC/中国�

SSEC/中国�
SSMC/中国�

WSEC/中国�

SOCC/中国�

SEMEX/メキシコ�

　2000年４月に、全社で使用する化学

品の購入量・使用量及び排出量の把握

と管理を目的に、独自の化学物質管理シ

ステム（Ｓ－ＣＭＳ）を構築し、2000年10月

より国内で一斉に運用を開始しました。

このシステムで、全社使用化学品情報（約

5,360件）をデータベース化し、事業所・

組織・物質ごとに管理しています。�

　2001年度は、国内での２年間の運用

実績を活かし、グローバル版の化学物質�

2 リスクコミュニケーションの推進�

　化学物質管理促進法に基づきＰＲＴ

Ｒデータの届出と情報公開を進め、リス

クアセスメントに取り組んでいきます。また、

化学物質に関する種々のリスク情報を、

消費者や事業所周辺の一般住民の方々

に提供し、理解を得ながら相互の信頼

関係を作っていくリスクコミュニケーション

にも取り組みます。�

�

STEP 2　2003年度以降導入拠点（SAP導入またはネットワーク環境の整備に伴い順次導入）�
�
�

STEP 1　2002年度導入拠点（SAP導入済み拠点）�
�
�

4 水の有効利用�

　シャープでは、工場で使用した水を高

度に浄化し、循環利用しています。2001

年度は、水の循環的利用量を前年度比

9%増加させたことにより、受水量を12%

減少させることができました。総排水量は、

前年度比2.5%減少し、これに伴い、COD

及び窒素の排出量も減少しました。また、

雨水を溜める貯水池などを設置して、雨

水の有効利用にも努めています。�

特集ｐ.8・9で福山事業所と三重事業所の取り組みの一部
をご紹介しています。�

●受水量※1、総排水量、循環的利用量※2�

　の推移（国内全生産事業所）�
●ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

　2001年度の海外生産事業所（22社）

の廃棄物総発生量は、2.7万ｔで、シャー

プの全生産事業所の発生量の約17％

を占めています。�

　2001年度は米州地域で木枠梱包材

を再利用するなど、各拠点で廃棄物削

減に取り組みましたが、海外全体の生

産高の減少等により、生産高原単位が

2000年度比３％増加しました。�

4 海外生産事業所に�
おける廃棄物削減�

（年度）�
受水量� 総排水量�
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3 廃棄物抑制事例�
（汚泥量の削減）�

理システムを開発しました。新システムでは、

沈澱槽にある汚泥の中の消石灰をリサ

イクル槽に導入して再利用することにより、

消石灰及び発生汚泥量が削減できました。�

�

　シャープでは、全事業所で汚泥の削減

に取り組んでいます。2001年度は、7,179ｔ

の汚泥が発生し、うち89％の6,389ｔを減量・

再資源化しました。�

　また、汚泥の発生源対策にも取り組ん

でおり、その一事例をご紹介します。�

　福山事業所では、工程排水処理設備

から発生する汚泥量の削減を目的として、

新たにリサイクル槽を利用した酸排水処�

酸排水�
�

P
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再
生
利
用
量�

※1�

受水量�
�

排水量�

処理（浄化）�

利用量�

① 再利用量�

※1�
�
�
※2

受水量は、上水道水、工業用水、地下水の受水量を
集計し、事業所内で再利用するなど循環的に利用し
ている量は含めておりません。�
循環的利用量は、事業活動のある工程、ある目的で
使用された水を事業所外に排出することなく、再び使
用する量をいい、右の図の①再利用量②再生利用量
を集計。�
�

●新システム（汚泥のリサイクルフロー）�

●旧システム（汚泥のリサイクルフロー）�

●各地域ごとの廃棄物量�
�

中国�
2,056

欧州 4,670 米州 7,273

総発生量�
162,463

（単位：t ）�

東南アジア�
12,839

日本 �
135,625

新設�

汚泥濃縮槽�

工
場�

SYI/インドネシア� SSI/インドネシア�

SET/台湾�

SKC/韓国�

SRC/マレーシア�

SPC/フィリピン�

SMM/マレーシア�
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Manufacturing Stage

生
産�

5 化学物質管理�

�◎国内：重点管理化学物質の排出量を2000年度を基準に2001年度10％削減、2003年度までに50％削減�

◎海外：海外生産事業所に、グローバル版化学物質管理システム導入�

�

目標・計画�

◎国内：2000年度比53％削減�

◎海外：グローバル版化学物質管理システムの構築を完了、各生産拠点への導入を推進�

�

取り組み�
施策・実績�

29

�
1 重点管理化学物質�
排出量の削減�

3 化学物質管理システム� 管理システムを構築しました。これにより、

シャープ社内での業務システム（ＳＡＰ）

と連携することで、効率的かつ高精度の

データ収集が可能となります。2002年度

から順次、海外生産事業所に導入し、よ

り高いレベルでの使用化学物質の一元

管理に取り組みます。�

　さらに、国際的な化学物質規制を先

取りする自主管理を積極的に推進する

ことで、危険化学物質の安全・衛生面の

リスク削減と環境への負荷低減をグロー

バル規模で進めていきます。�

　国内の重点管理化学物質※の排出

量を2003年度に2000年度比50％削減

するという目標を掲げ取り組みましたが、

すでに2001年度に2000年度比53％削

減し、目標を前倒しで達成しました。今後、

新たな目標を設定し、推進していきます。�

※重点管理化学物質の基準�

●グローバル版化学物質管理システム（S-CMS）を導入する生産拠点�

①PRTR法対象物質のなかで、排出・移動量の
　多い物質。�
②量に関係なく、工場周辺住民に迷惑をかける
　恐れのある物質。�
③PRTR法対象物質以外で、排出・移動量の
　多い環境法等規制物質。�
�

●重点管理化学物質排出量削減計画�

排出目標�

対象年度�

基準年�10％削減�30％削減�50％削減�

2000 2001 2002 2003

SMCA/アメリカ�

SEES/スペイン�

SPM/イギリス� SMF/フランス�

SRAC/マレーシア�

SREC/マレーシア�

KSIL/インド�

SUKM/イギリス�

SATL/タイ�

STTM/タイ�

NSEC/中国�

SSEC/中国�
SSMC/中国�

WSEC/中国�

SOCC/中国�

SEMEX/メキシコ�

　2000年４月に、全社で使用する化学

品の購入量・使用量及び排出量の把握

と管理を目的に、独自の化学物質管理シ

ステム（Ｓ－ＣＭＳ）を構築し、2000年10月

より国内で一斉に運用を開始しました。

このシステムで、全社使用化学品情報（約

5,360件）をデータベース化し、事業所・

組織・物質ごとに管理しています。�

　2001年度は、国内での２年間の運用

実績を活かし、グローバル版の化学物質�

2 リスクコミュニケーションの推進�

　化学物質管理促進法に基づきＰＲＴ

Ｒデータの届出と情報公開を進め、リス

クアセスメントに取り組んでいきます。また、

化学物質に関する種々のリスク情報を、

消費者や事業所周辺の一般住民の方々

に提供し、理解を得ながら相互の信頼

関係を作っていくリスクコミュニケーション

にも取り組みます。�

�

STEP 2　2003年度以降導入拠点（SAP導入またはネットワーク環境の整備に伴い順次導入）�
�
�

STEP 1　2002年度導入拠点（SAP導入済み拠点）�
�
�

4 水の有効利用�

　シャープでは、工場で使用した水を高

度に浄化し、循環利用しています。2001

年度は、水の循環的利用量を前年度比

9%増加させたことにより、受水量を12%

減少させることができました。総排水量は、

前年度比2.5%減少し、これに伴い、COD

及び窒素の排出量も減少しました。また、

雨水を溜める貯水池などを設置して、雨

水の有効利用にも努めています。�

特集ｐ.8・9で福山事業所と三重事業所の取り組みの一部
をご紹介しています。�

●受水量※1、総排水量、循環的利用量※2�

　の推移（国内全生産事業所）�
●ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

　2001年度の海外生産事業所（22社）

の廃棄物総発生量は、2.7万ｔで、シャー

プの全生産事業所の発生量の約17％

を占めています。�

　2001年度は米州地域で木枠梱包材

を再利用するなど、各拠点で廃棄物削

減に取り組みましたが、海外全体の生

産高の減少等により、生産高原単位が

2000年度比３％増加しました。�

4 海外生産事業所に�
おける廃棄物削減�

（年度）�
受水量� 総排水量�

1997 1998 1999 2000 2001

（千m3／年）�

0

5,000

10,000

15,000

循環的利用量�

12,264
8,958
8,740

12,463
9,015

13,621

11,795 8,944
11,920

12,050 9,117
12,919 10,574 8,890

14,055

（年度）�COD 窒素�
1997 1998 1999 2000 2001

（t）�

0

50

100

150

リン�

137

40

3

139

45

3

147

36

3

144

42

3

117

20

3

3 廃棄物抑制事例�
（汚泥量の削減）�

理システムを開発しました。新システムでは、

沈澱槽にある汚泥の中の消石灰をリサ

イクル槽に導入して再利用することにより、

消石灰及び発生汚泥量が削減できました。�

�

　シャープでは、全事業所で汚泥の削減

に取り組んでいます。2001年度は、7,179ｔ

の汚泥が発生し、うち89％の6,389ｔを減量・

再資源化しました。�

　また、汚泥の発生源対策にも取り組ん

でおり、その一事例をご紹介します。�

　福山事業所では、工程排水処理設備

から発生する汚泥量の削減を目的として、

新たにリサイクル槽を利用した酸排水処�

酸排水�
�

P

返送汚泥�

反応槽� 沈澱槽�リサイクル反応槽�

汚泥濃縮槽�汚泥�

排水�
少量の�
消石灰�

モ
ー
タ
ー�

モ
ー
タ
ー�

汚泥成分�
フッ化カルシウム�

反応槽�

モ
ー
タ
ー�

モ
ー
タ
ー�

汚泥成分�
フッ化カルシウム�
未反応消石灰�

酸排水�
�

沈澱槽�

消石灰�

② 

再
生
利
用
量�

※1�

受水量�
�

排水量�

処理（浄化）�

利用量�

① 再利用量�

※1�
�
�
※2

受水量は、上水道水、工業用水、地下水の受水量を
集計し、事業所内で再利用するなど循環的に利用し
ている量は含めておりません。�
循環的利用量は、事業活動のある工程、ある目的で
使用された水を事業所外に排出することなく、再び使
用する量をいい、右の図の①再利用量②再生利用量
を集計。�
�

●新システム（汚泥のリサイクルフロー）�

●旧システム（汚泥のリサイクルフロー）�

●各地域ごとの廃棄物量�
�

中国�
2,056

欧州 4,670 米州 7,273

総発生量�
162,463

（単位：t ）�

東南アジア�
12,839

日本 �
135,625

新設�

汚泥濃縮槽�

工
場�

SYI/インドネシア� SSI/インドネシア�

SET/台湾�

SKC/韓国�

SRC/マレーシア�

SPC/フィリピン�

SMM/マレーシア�
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1 取り組み方針�

Recycle Stage 4.リサイクルステージ 

　2001年４月より資源の有効活用と廃棄

物の削減を目的に、特定家庭用機器再

商品化法が施行され、メーカーには家電

４品目（エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗濯機）

の再商品化等の義務が課せられました。�

�

　シャープでは、この法律に基づきリサイ

クル処理を実施しています。また、これら

家電品の他にパソコンなどの情報機器

をはじめ、複写機などのＯＡ機器につい

ても、使用済み商品のリサイクルやリユ

ースへの取り組みを強化することにより、

循環型社会の実現に貢献していきます。�

�

1 全国の家電4品目の�
リサイクルシステム�

http://www.sharp.co.jp/corporate/�
eco/recycle/hikitori.html

指定引取場所の一覧は、下記のＵＲＬからご覧下さい。�

リサイクル率向上� コスト力強化�

リサイクル率の向上で
埋め立てゼロを目指す。�

リサイクル技術を開発し、
コスト力を強化する。�

リサイクル技術を商品設計、開発に反映する。�

リサイクル技術開発�

　シャープは、三洋電機（株）、ソニー（株）、�

日立H.L.S（株）、（株）富士通ゼネラル、

三菱電機（株）と協力して、高効率な家

電４品目のリサイクルシステムを構築。利

便性を追求して全国に190ヵ所の指定

引取場所と16ヵ所のリサイクルプラントを

適正配置し運用しています。�

　その中で、近畿２府２県を対象とする

プラントである関西リサイクルシステムズ（株）

は、シャープ（株）と三菱マテリアル（株）

及び家電5社が共同で設立しました。�

�
※リサイクル料金とは、リサイクルプラントでのリサイクル、指定引 
　取場所の設置運営、引取場所からの運搬等に要する費用の
　合計金額です。�
※リサイクル料金は、お客様が家電リサイクル法対象家電製品
　を買い替えられた時にご負担頂くことになります。シャープでは「１
　品目１価格、全国一律料金」で設定しています。左記金額には、
　小売店・市町村の収集運搬費用は含まれていません。�

●リサイクル料金表�

3,500円�

エアコン�

2,700円� 4,600円� 2,400円�

テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

●リサイクルプラント�

北海道エコリサイクル�
システムズ（株）�

東日本リサイクル�
システムズ（株）�

関西リサイクルシステムズ（株）�

（株）ハイパーサイクルシステムズ�

（株）拓流リサイクル研究センター�

（株）関東エコリサイクル�

東京エコリサイクル（株）�

エヌケーケートリニケンス（株）�

グリーンサイクル（株）�

（株）富士エコサイクル�

（株）拓琉金属�

西日本家電リサイクル（株）�

アクトビーリサイクリング（株）�

（株）アール・ビー・エヌ�

（株）エコリサイクル�

全国に16ヵ所のリサイクルプラントを設置�
指定引取場所を190ヵ所設置�

1 リサイクル活動方針�

循環型社会実現への活動�

2 家電品のリサイクル�

◎家電4品目の再商品化�

◎ポリプロピレンのマテリアルリサイクルの実用化�

�

目標・計画�

◎当社の家電４品目のすべてが法定基準値を上回る再商品化率を達成�

◎洗濯機（ES-U70C、U80C）の水槽でポリプロピレンのマテリアルリサイクルを実用化※�

　※詳しくは、p.23をご参照ください。�

取り組み�
施策・実績�

リサイクルコンセプト�

URL

リ
サ
イ
ク
ル�

�

　ＰＲＴＲ法の報告対象物質（354物質

群）のうち、2001年度における取扱量が

1,000Kg／年以上の物質は16物質群、

総計2,820ｔでした。排出・移動量は約

265ｔで、取扱量に占める割合は9.4％で

した。燃料・金属資源等としてのリサイク

ル量は72.9％、反応・分解等による除去

量は16.6％、消費量は1.1％でした。�

�

4 2001年度�
ＰＲＴＲ調査結果�

�

　1998年より、国内11事業所内の土壌・

地下水調査を実施。汚染を確認した事

業所（奈良・八尾・天理・新庄）については、

地方自治体を通し公表しています。�

　地下水汚染の原因となった塩素系溶

剤の使用は、1999年9月末に全廃しました。

今後は、化学物質管理システムを活用し、

化学物質の購入量や使用状況の把握

と環境への排出削減を計画的に推進し

ていきます。�

�

6 土壌・地下水への排出抑制�

�
　調査は、1999年度より定期的に実施し、

環境への影響の確認とデータ蓄積に努

めています。�

　今後、これらのモニタリング調査結果

と化学物質管理システムの管理データ

に基づき、化学物質のリスクアセスメント

とリスクマネジメントを推進していきます。�

5 デバイス事業所�
モニタリング調査�

　全事業所でＰＲＴＲ調査を実施してい

ますが、それに加え、化学物質の取扱量

の多いデバイス事業所（三重・奈良・新庄・

天理・福山）では、社会的関心の高い有

害大気汚染物質及び自動車等の移動

発生源から排出される有害化学物質等

の中から30物質を選定し、自主的に敷

地境界付近の大気環境濃度のモニタリ

ング調査を行っています。�

�

http://www.sharp.co.jp/corporate/�
eco/data/prtr.html

2001年度のモニタリング調査結果の詳細につい
ては、下記のＵＲＬからご覧下さい。�

●PRTR集計結果（16物質群）�

16�
�
30�
�
40�
63�
64�
67�
85�
 �
�
172�
224�
230�
252�
260�
266�
283�
311

化学物質名�
移 動 量 �排 出 量 �

取扱量�
�

大気への�
排出�

PRTR�
番号�
�

（単位：kg）�
�

リサイクル�
量�

除去処理�
量�

消費量�
�

公共用水�
への排出�

土壌排出・�
埋立て処分�

下水道へ�
移動�

当該事業所�
の外への移動�

2－アミノエタノール�

�

�

�

エチルベンゼン�

キシレン�

銀及びその水溶性化合物　�

クレゾール�

クロロジフルオロメタン（ＨＣＦＣ－22）�

�

�

Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

鉛及びその化合物�

砒素及びその無機化合物�

ピロカテコール（別名カテコール）�

フェノール�

フッ化水素及びその水溶性塩�

マンガン及びその化合物�

酢酸2－エトキシエチル（別名エチレングリコー
ルモノエチルエーテルアセテート）�

4，4’－イソプロピリデンジフェノールと1－クロロ
－2，3－エポキシプロパンの重縮合物（別名ビスフ
ェノールＡ型エポキシ樹脂）（液状のものに限る。）�
�

101�
�

合　計�

2,347,089.70 �
�

1,082.59 �
�

2,255.17 �
12,920.25 �
11,963.51 �
1,100.04 �
6,763.00 �

23,587.64 �

38,985.00 �
7,893.97 �
13,638.25 �
1,250.06 �
5,444.13 �
46,830.48 �
297,364.48 �
1,551.04 �

2,819,719.31 

207,276.06 �
�

0.00 �
�

951.66 �
5,529.01 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

36,087.00 �
1,879.85 �
0.00 �
13.26 �
100.00 �
5,814.00 �

209,441.94 �
4.89 �

467,097.67 

2,001,143.34 �
�

0.00 �
�

0.00 �
28.84 �
947.88 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
811.43 �
0.00 �

869.48 �
0.00 �
0.00 �

51,667.57 �
0.00 �

2,055,468.53 

0.00 �
�

1,045.83 �
�

0.00 �
0.00 �

10,418.72 �
0.00 �

6,174.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �

13,077.99 �
176.19 �
0.00 �
0.20 �
0.00 �

1,517.40 �
32,410.33 

0.00 �
�

0.00 �
�

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

863.86 �
0.00 �

863.86 

136,447.24 �
�

36.45 �
�

726.41 �
4,390.79 �
596.91 �
1,100.02 �
260.00 �

16,662.99 �

2,891.04 �
2,464.22 �
560.26 �
191.13 �
5,344.13 �
35,842.33 �
10,829.41 �
28.73 �

218,372.07 

0.00 �
�

0.00 �
�

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 

0.00 �
�

0.00 �
�

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

24,561.71 �
0.00 �

24,561.71 

2,223.06 �
�

0.31 �
�

577.10 �
2,971.61 �
0.00 �
0.02 �

329.00 �

6,924.65 �

6.96 �
2,738.47 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

5,173.95 �
0.00 �
0.01 �

20,945.14 

●土壌・地下水浄化対策の推進状況報告�

事業所� 2001年度浄化進捗状況�

・1999年10月から、敷地境界線付近に汚染拡散防止のための止水壁を設置
　するとともに、浄化設備と揚水井戸を設置して浄化を開始。�
・敷地境界では全く問題がなく、順調に浄化が進んでいます。�
・地域住民と行政関係者を対象に、毎年定期に浄化状況の現地確認を実施。�

・1999年9月から、浄化設備と揚水井戸を設置して浄化を開始。�
・最も濃度が高かった汚染地区は、八尾市の都市区画整理事業にかかるため、　
　2002年2月迄に浄化工事を完了。�
・行政関係者を対象に、毎年定期に浄化状況の現地確認を実施。�

・2事業所は汚染が軽微であることから、地下水モニタリングを定期的に実施し、
　結果を自治体に報告しています。�

奈良事業所�
�
�
�

八尾事業所�
�
�
�

天理･新庄事業所�

�

URL

Manufacturing Stage 3.生産ステージ 



31 32

1 取り組み方針�

Recycle Stage 4.リサイクルステージ 

　2001年４月より資源の有効活用と廃棄

物の削減を目的に、特定家庭用機器再

商品化法が施行され、メーカーには家電

４品目（エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗濯機）

の再商品化等の義務が課せられました。�

�

　シャープでは、この法律に基づきリサイ

クル処理を実施しています。また、これら

家電品の他にパソコンなどの情報機器

をはじめ、複写機などのＯＡ機器につい

ても、使用済み商品のリサイクルやリユ

ースへの取り組みを強化することにより、

循環型社会の実現に貢献していきます。�

�

1 全国の家電4品目の�
リサイクルシステム�

http://www.sharp.co.jp/corporate/�
eco/recycle/hikitori.html

指定引取場所の一覧は、下記のＵＲＬからご覧下さい。�

リサイクル率向上� コスト力強化�

リサイクル率の向上で
埋め立てゼロを目指す。�

リサイクル技術を開発し、
コスト力を強化する。�

リサイクル技術を商品設計、開発に反映する。�

リサイクル技術開発�

　シャープは、三洋電機（株）、ソニー（株）、�

日立H.L.S（株）、（株）富士通ゼネラル、

三菱電機（株）と協力して、高効率な家

電４品目のリサイクルシステムを構築。利

便性を追求して全国に190ヵ所の指定

引取場所と16ヵ所のリサイクルプラントを

適正配置し運用しています。�

　その中で、近畿２府２県を対象とする

プラントである関西リサイクルシステムズ（株）

は、シャープ（株）と三菱マテリアル（株）

及び家電5社が共同で設立しました。�

�
※リサイクル料金とは、リサイクルプラントでのリサイクル、指定引 
　取場所の設置運営、引取場所からの運搬等に要する費用の
　合計金額です。�
※リサイクル料金は、お客様が家電リサイクル法対象家電製品
　を買い替えられた時にご負担頂くことになります。シャープでは「１
　品目１価格、全国一律料金」で設定しています。左記金額には、
　小売店・市町村の収集運搬費用は含まれていません。�

●リサイクル料金表�

3,500円�

エアコン�

2,700円� 4,600円� 2,400円�

テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

●リサイクルプラント�

北海道エコリサイクル�
システムズ（株）�

東日本リサイクル�
システムズ（株）�

関西リサイクルシステムズ（株）�

（株）ハイパーサイクルシステムズ�

（株）拓流リサイクル研究センター�

（株）関東エコリサイクル�

東京エコリサイクル（株）�

エヌケーケートリニケンス（株）�

グリーンサイクル（株）�

（株）富士エコサイクル�

（株）拓琉金属�

西日本家電リサイクル（株）�

アクトビーリサイクリング（株）�

（株）アール・ビー・エヌ�

（株）エコリサイクル�

全国に16ヵ所のリサイクルプラントを設置�
指定引取場所を190ヵ所設置�

1 リサイクル活動方針�

循環型社会実現への活動�

2 家電品のリサイクル�

◎家電4品目の再商品化�

◎ポリプロピレンのマテリアルリサイクルの実用化�

�

目標・計画�

◎当社の家電４品目のすべてが法定基準値を上回る再商品化率を達成�

◎洗濯機（ES-U70C、U80C）の水槽でポリプロピレンのマテリアルリサイクルを実用化※�

　※詳しくは、p.23をご参照ください。�

取り組み�
施策・実績�

リサイクルコンセプト�

URL

リ
サ
イ
ク
ル�

�

　ＰＲＴＲ法の報告対象物質（354物質

群）のうち、2001年度における取扱量が

1,000Kg／年以上の物質は16物質群、

総計2,820ｔでした。排出・移動量は約

265ｔで、取扱量に占める割合は9.4％で

した。燃料・金属資源等としてのリサイク

ル量は72.9％、反応・分解等による除去

量は16.6％、消費量は1.1％でした。�

�

4 2001年度�
ＰＲＴＲ調査結果�

�

　1998年より、国内11事業所内の土壌・

地下水調査を実施。汚染を確認した事

業所（奈良・八尾・天理・新庄）については、

地方自治体を通し公表しています。�

　地下水汚染の原因となった塩素系溶

剤の使用は、1999年9月末に全廃しました。

今後は、化学物質管理システムを活用し、

化学物質の購入量や使用状況の把握

と環境への排出削減を計画的に推進し

ていきます。�

�

6 土壌・地下水への排出抑制�

�
　調査は、1999年度より定期的に実施し、

環境への影響の確認とデータ蓄積に努

めています。�

　今後、これらのモニタリング調査結果

と化学物質管理システムの管理データ

に基づき、化学物質のリスクアセスメント

とリスクマネジメントを推進していきます。�

5 デバイス事業所�
モニタリング調査�

　全事業所でＰＲＴＲ調査を実施してい

ますが、それに加え、化学物質の取扱量

の多いデバイス事業所（三重・奈良・新庄・

天理・福山）では、社会的関心の高い有

害大気汚染物質及び自動車等の移動

発生源から排出される有害化学物質等

の中から30物質を選定し、自主的に敷

地境界付近の大気環境濃度のモニタリ

ング調査を行っています。�

�

http://www.sharp.co.jp/corporate/�
eco/data/prtr.html

2001年度のモニタリング調査結果の詳細につい
ては、下記のＵＲＬからご覧下さい。�

●PRTR集計結果（16物質群）�

16�
�
30�
�
40�
63�
64�
67�
85�
 �
�
172�
224�
230�
252�
260�
266�
283�
311

化学物質名�
移 動 量 �排 出 量 �

取扱量�
�

大気への�
排出�

PRTR�
番号�
�

（単位：kg）�
�

リサイクル�
量�

除去処理�
量�

消費量�
�

公共用水�
への排出�

土壌排出・�
埋立て処分�

下水道へ�
移動�

当該事業所�
の外への移動�

2－アミノエタノール�

�

�

�

エチルベンゼン�

キシレン�

銀及びその水溶性化合物　�

クレゾール�

クロロジフルオロメタン（ＨＣＦＣ－22）�

�

�

Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

鉛及びその化合物�

砒素及びその無機化合物�

ピロカテコール（別名カテコール）�

フェノール�

フッ化水素及びその水溶性塩�

マンガン及びその化合物�

酢酸2－エトキシエチル（別名エチレングリコー
ルモノエチルエーテルアセテート）�

4，4’－イソプロピリデンジフェノールと1－クロロ
－2，3－エポキシプロパンの重縮合物（別名ビスフ
ェノールＡ型エポキシ樹脂）（液状のものに限る。）�
�

101�
�

合　計�

2,347,089.70 �
�

1,082.59 �
�

2,255.17 �
12,920.25 �
11,963.51 �
1,100.04 �
6,763.00 �

23,587.64 �

38,985.00 �
7,893.97 �
13,638.25 �
1,250.06 �
5,444.13 �
46,830.48 �
297,364.48 �
1,551.04 �

2,819,719.31 

207,276.06 �
�

0.00 �
�

951.66 �
5,529.01 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

36,087.00 �
1,879.85 �
0.00 �
13.26 �
100.00 �
5,814.00 �

209,441.94 �
4.89 �

467,097.67 

2,001,143.34 �
�

0.00 �
�

0.00 �
28.84 �
947.88 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
811.43 �
0.00 �

869.48 �
0.00 �
0.00 �

51,667.57 �
0.00 �

2,055,468.53 

0.00 �
�

1,045.83 �
�

0.00 �
0.00 �

10,418.72 �
0.00 �

6,174.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �

13,077.99 �
176.19 �
0.00 �
0.20 �
0.00 �

1,517.40 �
32,410.33 

0.00 �
�

0.00 �
�

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

863.86 �
0.00 �

863.86 

136,447.24 �
�

36.45 �
�

726.41 �
4,390.79 �
596.91 �
1,100.02 �
260.00 �

16,662.99 �

2,891.04 �
2,464.22 �
560.26 �
191.13 �
5,344.13 �
35,842.33 �
10,829.41 �
28.73 �

218,372.07 

0.00 �
�

0.00 �
�

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 

0.00 �
�

0.00 �
�

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

0.00 �

0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

24,561.71 �
0.00 �

24,561.71 

2,223.06 �
�

0.31 �
�

577.10 �
2,971.61 �
0.00 �
0.02 �

329.00 �

6,924.65 �

6.96 �
2,738.47 �
0.00 �
0.00 �
0.00 �

5,173.95 �
0.00 �
0.01 �

20,945.14 

●土壌・地下水浄化対策の推進状況報告�

事業所� 2001年度浄化進捗状況�

・1999年10月から、敷地境界線付近に汚染拡散防止のための止水壁を設置
　するとともに、浄化設備と揚水井戸を設置して浄化を開始。�
・敷地境界では全く問題がなく、順調に浄化が進んでいます。�
・地域住民と行政関係者を対象に、毎年定期に浄化状況の現地確認を実施。�

・1999年9月から、浄化設備と揚水井戸を設置して浄化を開始。�
・最も濃度が高かった汚染地区は、八尾市の都市区画整理事業にかかるため、　
　2002年2月迄に浄化工事を完了。�
・行政関係者を対象に、毎年定期に浄化状況の現地確認を実施。�

・2事業所は汚染が軽微であることから、地下水モニタリングを定期的に実施し、
　結果を自治体に報告しています。�

奈良事業所�
�
�
�

八尾事業所�
�
�
�

天理･新庄事業所�

�

URL
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Recycle Stage 4.リサイクルステージ 

3 情報機器のリサイクル�

リ
サ
イ
ク
ル�

�◎事業系パソコンのリサイクルシステムの構築�

◎複写機の回収と部品のリユース�

�

目標・計画�

◎2002年度事業系パソコンリサイクル本格稼動に向け、広域再生利用指定産業廃棄物処理者の指定を受ける�

◎複写機の回収10,472台�
取り組み�
施策・実績�

　事業系パソコンの効率的なリサイクル

事業の展開に向け、全国4ブロック約250

ヵ所の回収拠点を持つ独自のリサイクル

システムを構築しました。�

　2002年4月に、資源有効利用促進法

に基づき広域産廃処理者※として指定さ

れたことにより、2002年度からシステムを

本格稼動します。�

※広域再生利用指定産業廃棄物処理者�

　2001年度は、前年度より本格的に稼

動した「全国回収処理システム」が軌道

に乗り、10,472台（前年度比338％）を回

収し、リマニファクチャリング・再資源化を

行いました。�

　2001年度からは、回収した複写機の

部品を補修用のサービスパーツとして活�

用するシステムを稼動し、各種基板類や

定着装置等をリユースしています。�

　また、海外におけるリユース部品のサ

ービス展開についても、今後の取り組み

課題であると考えています。�

　資源を有効に活用するため、今後も

回収・リサイクル・リユース部品の拡大に

取り組んでまいります。�

1 パソコンの回収・リサイクル� 2 複写機のリマニファクチャリ
ング・リサイクル・リユースの
推進�

物流�

情報�

回収�販売�
回収依頼�

回収�

販売�

●事業系パソコンのリサイクルフロー� ●複写機の回収フロー�

最
終
処
分�

ケーブル�

基板�

プラスチック�

鉄�

非鉄金属�

回収素材�

液晶パネル�

蛍光灯�

ゴム類�

その他�

事
業
系
ユ
ー
ザ
ー�

事業系ユーザー�
による持込�

回
収
拠
点 

（
約
2�
5�
0
ヵ
所
）�

シャープ�

シャープ�

委託先 B社�

委託先 C社�

委託先 D社�

委託先 Ａ社�

ユーザー�

回収品�

リ
マ
ニ
フ
ァ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
品
の
供
給�

サ
ー
ビ
ス
パ
ー
ツ
の
供
給�

リ
マ
ニ
フ
ァ
ク�

チ
ャ
リ
ン
グ�

リ
サ
イ
ク
ル�

リ
ユ
ー
ス�

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー�

（
全
国
4
ヵ
所
）�

委託先�
E社�

2001年度の当社�
再商品化等の実績�

　16ヵ所のリサイクルプラントで処理され

たシャープの特定家庭用機器廃棄物（家

電4品目：エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機）

の再商品化率は、右表に示す通り、すべ

て法定基準値を上回りました。�

�

2

�

関西リサイクルシステムズ（株）におけるフロン放出事件について�

　2001年7月から9月にかけてエアコン及び冷蔵庫の販売台数の増加

に伴い、廃エアコン、廃冷蔵庫の搬入台数が増加する中、フロン回収用の

空ボンベが不足する状況が発生しました。現場責任者は、安定操業を維

持することを優先し、充填済みボンベからフロンを放出し、空ボンベを確

保するという行為を行いました。また、廃掃法上で許可された操業時間

を超えて操業していたことも判明しました。�

　このため、シャープをはじめリサイクルを委託していた家電品製造業

者は、2002年3月20日付にて経済産業省及び環境省より家電リサイク

ル法上の勧告を受けました。そして、関西リサイクルシステムズ(株)は、

2002年5月2日には、大阪府から90日間の施設使用の停止と改善命令、

枚方市からはフロンの取り扱いについての改善命令を受けました。�

　事件発覚直後から、関西リサイクルシステムズ(株)では、自主的に操業

を止め、再発防止策を講じてまいりました。�

�

　まず、再発防止のために最も重要なこととして、従業員の法遵守意識

を高めるべく「法遵守委員会」を設置し、法遵守プログラムを実行してい

ます。また、廃家電品の受入れから出荷までの情報システムの再構築、

手順書の整備、回収冷媒フロン管理体制の強化、充填済みボンベの栓と

封止による二重開封防止、地域住民や自治体への情報開示体制の整備

等の対策を進めてまいりました。�

　関係各位のご指導を仰ぎながら、二度と同様の不祥事を起こすことの

ないよう、前述の通り徹底的な対策を講じ、行政のご承認並びに地元自

治会のご了解のもと、8月2日に操業を再開いたしました。�

　尚、操業停止中の同社の事業は、他社のプラントにて適切に代行され

ています。�

�

（当社の対応策については、ｐ.15をご参照ください）�

1,778�
227�
20�

2,285�
－�
49�

4,359�
�

ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
�

565�
317�
6�
28�

4,923�
641�
6,480�

�

5,745�
57�
20�

1,903�
－�
305�
8,030�

�

2,419�
54�
17�

1,084�
－�
180�
3,754�

�

品目� 単位� エアコン� テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

鉄�
銅�
アルミニウム�
非鉄・鉄など混合物�
ブラウン管ガラス�
その他の有価物�
�

●2）再商品化された材料の重量（シャープ商品）�

●1）特定家庭用機器廃棄物再商品化実施状況（シャープ商品）�

126,874�
5,428�
4,359�
８０.3�
６０�
�
�

台�
ｔ�
ｔ�
％�
％�
�
�

320,319�
8,180�
6,480�
79.2�
55�
�
�

223,041�
13,112�
8,030�
61.2�
50�
�
�

234,320�
6,526�
3,754�
57.5�
50�
�
�

品目� 単位� エアコン� テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

再商品化処理台数�
再商品化等処理重量�
再商品化重量�
再商品化率�
法定基準値�
�※（注）●再商品化処理台数及び再商品化等処理重量は、2001年度に再商品化等に必要な行為を実施した特定家庭用機
　　　　器廃棄物の総台数及び総重量�

●3）再商品化等処理重量の内訳（シャープ商品）�

エアコン� テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

7.8％�

20.8％�

60.2％�

0.3％�
0.1％�

6.9％�
3.9％�

43.8％�

0.2％� 0.4％�

14.5％�

2.3％� 2.7％�

38.8％� 42.5％�
37.1％�

総重量�
6,526t

16.6％�

0.8％�0.3％�

鉄�
�

銅�
�

非鉄・鉄など混合物�
�

アルミニウム�
�

再商品化されなかった重量�
�

ブラウン管ガラス�
�

その他の有価物�
�
�

総重量�
5,428t

32.7％�
19.7％�

42.1％�

4.2％�

0.4％�

0.9％�

総重量�
8,180t

総重量�
13,112t

合計（再商品化重量）�

（対象期間：2001年4月1日～2002年3月31日）�
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Recycle Stage 4.リサイクルステージ 

3 情報機器のリサイクル�

リ
サ
イ
ク
ル�

�◎事業系パソコンのリサイクルシステムの構築�

◎複写機の回収と部品のリユース�

�

目標・計画�

◎2002年度事業系パソコンリサイクル本格稼動に向け、広域再生利用指定産業廃棄物処理者の指定を受ける�

◎複写機の回収10,472台�
取り組み�
施策・実績�

　事業系パソコンの効率的なリサイクル

事業の展開に向け、全国4ブロック約250

ヵ所の回収拠点を持つ独自のリサイクル

システムを構築しました。�

　2002年4月に、資源有効利用促進法

に基づき広域産廃処理者※として指定さ

れたことにより、2002年度からシステムを

本格稼動します。�

※広域再生利用指定産業廃棄物処理者�

　2001年度は、前年度より本格的に稼

動した「全国回収処理システム」が軌道

に乗り、10,472台（前年度比338％）を回

収し、リマニファクチャリング・再資源化を

行いました。�

　2001年度からは、回収した複写機の

部品を補修用のサービスパーツとして活�

用するシステムを稼動し、各種基板類や

定着装置等をリユースしています。�

　また、海外におけるリユース部品のサ

ービス展開についても、今後の取り組み

課題であると考えています。�

　資源を有効に活用するため、今後も

回収・リサイクル・リユース部品の拡大に

取り組んでまいります。�

1 パソコンの回収・リサイクル� 2 複写機のリマニファクチャリ
ング・リサイクル・リユースの
推進�

物流�

情報�

回収�販売�
回収依頼�

回収�

販売�

●事業系パソコンのリサイクルフロー� ●複写機の回収フロー�

最
終
処
分�

ケーブル�

基板�

プラスチック�

鉄�

非鉄金属�

回収素材�

液晶パネル�

蛍光灯�

ゴム類�

その他�

事
業
系
ユ
ー
ザ
ー�

事業系ユーザー�
による持込�

回
収
拠
点 

（
約
2�
5�
0
ヵ
所
）�

シャープ�

シャープ�

委託先 B社�

委託先 C社�

委託先 D社�

委託先 Ａ社�

ユーザー�

回収品�

リ
マ
ニ
フ
ァ
ク
チ
ャ
リ
ン
グ
品
の
供
給�

サ
ー
ビ
ス
パ
ー
ツ
の
供
給�

リ
マ
ニ
フ
ァ
ク�

チ
ャ
リ
ン
グ�

リ
サ
イ
ク
ル�

リ
ユ
ー
ス�

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー�

（
全
国
4
ヵ
所
）�

委託先�
E社�

2001年度の当社�
再商品化等の実績�

　16ヵ所のリサイクルプラントで処理され

たシャープの特定家庭用機器廃棄物（家

電4品目：エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機）

の再商品化率は、右表に示す通り、すべ

て法定基準値を上回りました。�

�

2

�

関西リサイクルシステムズ（株）におけるフロン放出事件について�

　2001年7月から9月にかけてエアコン及び冷蔵庫の販売台数の増加

に伴い、廃エアコン、廃冷蔵庫の搬入台数が増加する中、フロン回収用の

空ボンベが不足する状況が発生しました。現場責任者は、安定操業を維

持することを優先し、充填済みボンベからフロンを放出し、空ボンベを確

保するという行為を行いました。また、廃掃法上で許可された操業時間

を超えて操業していたことも判明しました。�

　このため、シャープをはじめリサイクルを委託していた家電品製造業

者は、2002年3月20日付にて経済産業省及び環境省より家電リサイク

ル法上の勧告を受けました。そして、関西リサイクルシステムズ(株)は、

2002年5月2日には、大阪府から90日間の施設使用の停止と改善命令、

枚方市からはフロンの取り扱いについての改善命令を受けました。�

　事件発覚直後から、関西リサイクルシステムズ(株)では、自主的に操業

を止め、再発防止策を講じてまいりました。�

�

　まず、再発防止のために最も重要なこととして、従業員の法遵守意識

を高めるべく「法遵守委員会」を設置し、法遵守プログラムを実行してい

ます。また、廃家電品の受入れから出荷までの情報システムの再構築、

手順書の整備、回収冷媒フロン管理体制の強化、充填済みボンベの栓と

封止による二重開封防止、地域住民や自治体への情報開示体制の整備

等の対策を進めてまいりました。�

　関係各位のご指導を仰ぎながら、二度と同様の不祥事を起こすことの

ないよう、前述の通り徹底的な対策を講じ、行政のご承認並びに地元自

治会のご了解のもと、8月2日に操業を再開いたしました。�

　尚、操業停止中の同社の事業は、他社のプラントにて適切に代行され

ています。�

�

（当社の対応策については、ｐ.15をご参照ください）�

1,778�
227�
20�

2,285�
－�
49�

4,359�
�

ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
ｔ�
�

565�
317�
6�
28�

4,923�
641�
6,480�

�

5,745�
57�
20�

1,903�
－�
305�
8,030�

�

2,419�
54�
17�

1,084�
－�
180�
3,754�

�

品目� 単位� エアコン� テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

鉄�
銅�
アルミニウム�
非鉄・鉄など混合物�
ブラウン管ガラス�
その他の有価物�
�

●2）再商品化された材料の重量（シャープ商品）�

●1）特定家庭用機器廃棄物再商品化実施状況（シャープ商品）�

126,874�
5,428�
4,359�
８０.3�
６０�
�
�

台�
ｔ�
ｔ�
％�
％�
�
�

320,319�
8,180�
6,480�
79.2�
55�
�
�

223,041�
13,112�
8,030�
61.2�
50�
�
�

234,320�
6,526�
3,754�
57.5�
50�
�
�

品目� 単位� エアコン� テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

再商品化処理台数�
再商品化等処理重量�
再商品化重量�
再商品化率�
法定基準値�
�※（注）●再商品化処理台数及び再商品化等処理重量は、2001年度に再商品化等に必要な行為を実施した特定家庭用機
　　　　器廃棄物の総台数及び総重量�

●3）再商品化等処理重量の内訳（シャープ商品）�

エアコン� テレビ� 冷蔵庫� 洗濯機�

7.8％�

20.8％�

60.2％�

0.3％�
0.1％�

6.9％�
3.9％�

43.8％�

0.2％� 0.4％�

14.5％�

2.3％� 2.7％�

38.8％� 42.5％�
37.1％�

総重量�
6,526t

16.6％�

0.8％�0.3％�

鉄�
�

銅�
�

非鉄・鉄など混合物�
�

アルミニウム�
�

再商品化されなかった重量�
�

ブラウン管ガラス�
�

その他の有価物�
�
�

総重量�
5,428t

32.7％�
19.7％�

42.1％�

4.2％�

0.4％�

0.9％�

総重量�
8,180t

総重量�
13,112t

合計（再商品化重量）�

（対象期間：2001年4月1日～2002年3月31日）�
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◎2001年度モーダルシフト推進目標　182本※／月（前年度比110％）�

　※目標本数は、1本5ｔコンテナベースで換算�

�

目標・計画�

◎2001年度実績　255本／月を達成※（達成率：140.1％　前年度比：154.5％）�

　※2002年度の目標を前倒しで達成。�

�

取り組み�
施策・実績�

5.物流ステージ Logistics Stage

環境に配慮した物流・包装�

物
流�

　長距離幹線輸送を中心に、従来のト

ラック輸送から輸送効率の高い鉄道貨

物輸送への切り替えを推進しています。�

　2001年度は、翌2002年度目標を前倒

しで達成したため、2002年度目標を新た

に設定しました。�

　特に国内営業本部物流推進センター

の西日本ロジスティクスセンターでは、こ

れらモーダルシフトへの積極的な取り組

みが評価され、ＪＲリサーチセンター主催

の「第２回鉄道貨物振興奨励賞」にお

いて、最優秀賞を受賞しました。�

　アイドリングストップを呼びかけるステッ

カーや、看板、ポスター等でドライバーの

注意を喚起し、ほぼアイドリングゼロを達

成しています。この効果をCO2排出量換

算すると、毎月約66t、燃料消費23klの

節約。１台のトラックで使用したとすると

距離にして9万㎞、地球２周分です。�

�

1 モーダルシフトの拡大� 2 アイドリングストップ活動�

　現在2003年度導入率100％を目指し、

物流拠点の構内で使用しているフォーク

リフトを電気式に切り替えています。電

気式フォークリフトは、ガソリン式に比べ�

ＣＯ2排出量が少なく、深夜電力が利用

できます。2001年度は、7台を切り替え

21.2tのＣＯ2を削減しました。現在、約98

％の切り替えが完了しています。�

�

4 低公害車導入の推進�

　商品輸送における総輸送量の把握と、

具体的な情報開示に向け取り組んでい

ます。2001年度の総輸送量は、14,900万

トンキロ（ｔ×km）でした。今後は、より環

境負荷の少ない輸送を目指し（1）積載

効率の向上（2）工場直送の拡大といっ

た施策を強化し、物流の効率化を図って

まいります。�

�

5 総輸送量削減への�
取り組み�

アイドリングストップステッカー�

　緩衝材は、輸出入コンテナを中心に再

利用可能なエアバッグに切り替え、段ボ

ール15t／月、発泡スチロール144m3／

月を削減しました。�

　また、小型商品輸送における梱包材

の再利用による排出量の削減や、木製

パレットの修理による廃棄物削減等にも

努めています。�

�

3 緩衝材・梱包材などの廃棄
物の削減�

電気式フォークリフト�
�

第2回鉄道貨物振興奨励賞表彰式の様子�
�

●コンテナ輸送本数の推移（月平均）�

（本）�

0

100

200

300

（年度）�
1999 2000 2001 2002

144 165

255

245182
目標�
�

当初�
目標�
�

300

新目標�
�

4 小型二次電池のリサイクル�

小型二次電池�
�

小型二次電池回収ＢＯＸ�
�

二次電池リサイクルマーク�
�

●液晶ガラスのリサイクル事例�

（※1） 長石：ナトリウム、カルシウム、カリウム等を含む珪酸塩鉱物。造岩鉱物として多くの岩石に含まれている。�
（※2） ボールミル：微粉砕装置で鉱石の粉砕に広く用いられている。�
（※3） スプレードライヤー：スラリーを噴霧／乾燥させるのに用いられる乾燥装置。�

2． 破砕品�
タイルの原料である粘土や長石（※1）
と調合し、湿式ボールミル（※2）で粉砕�

6． 製品�
製品（タイル）が完成�

4． 原料粉�
原料粉を生成�

原
料
調
合
�

湿
式
粉
砕
�

　液晶ディスプレイ製造工場の１つである三

重工場では株式会社ＩＮＡＸ様と共同で、工場

で発生する廃液晶ガラスをタイル原料に再生

する技術を開発しました。�

�

　2000年10月から運営開始し、2001年度

は約310ｔの廃液晶ガラスをタイル原料に再

生しました。今後も、月約30～50ｔの廃液晶

ガラスを再生する予定です。�

�

Ni-Cd

Ni-MH Pd

Li-ion
ニカド�
電池�

ニッケル水素�
電池�

リチウムイオン�
電池�

小型シール�
鉛蓄電池�

�

●2001年度のリサイクル可能率構成比�

金属類 11％�

導光板 20％�

樹脂�
シャーシ 9％�

プリント�
基板 4％�

偏光板 6％�
蛍光管 1％�

液晶ガラス�
39％�

その他樹脂�
10％�

�

　当社の製品に多数使用されている二

次電池（充電式電池）についてもリサイ

クルを進めています｡2001年４月より電池

工業会「小型二次電池再資源化推進

センター」に加盟することにより、従来の

ニカド電池に加え、他の二次電池につい

ても業界としての回収･再資源化に協力

しています｡�

●液晶モジュールの構成�
　（モデル：当社13.3型機種）�

主要機構部品� 主要材料�

ステンレス､アルミ､メッキ鋼板�

ガラス、有機材料、その他�

アクリル樹脂�

ＰＣ＋ＡＢＳ（ガラス繊維含有）�

貴金属、樹脂、ガラス繊維�

樹脂（複合材料）�

有機材料（複合材料）�

水銀、その他�

金属類�

液晶ガラス�

導光板�

樹脂シャーシ�

プリント基板�

その他樹脂�

偏光板�

蛍光管�

◎液晶モジュールのリサイクル�

　液晶のリーディングカンパニーとして、液晶モ

ジュールのリサイクルについても先行して取り

組んでいます。�

　2001年度は、液晶モジュールの樹脂シャー

シとプリント基板のリサイクル技術の確立に取り

組みました。�

　樹脂シャーシは、溶融後搬送用パレットや杭等

に再生可能です。プリント基板からは、貴金属類

を回収。ガラス繊維はスラグ化し、セメント原料に

再生可能です。これにより、液晶モジュール全体

の重量比約80％のリサイクルが可能となりました。�

�

3． スラリー�
液体と固体粒子との懸濁液にした後、
スプレードライヤー（※3）で乾燥�

1． 廃液晶ガラス�
廃液晶ガラスを2.5mm以下に破砕�

5． 成形／加飾品�
成形し表面装飾した後、約1,250℃で焼成�
�

●廃液晶ガラスのタイル原料への再生�

破砕�

乾燥�

成
形
�

加
飾
�

焼成�

全量リサイクル可能�
一部リサイクル可能�
未着手�

Recycle Stage 4.リサイクルステージ 
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みが評価され、ＪＲリサーチセンター主催

の「第２回鉄道貨物振興奨励賞」にお

いて、最優秀賞を受賞しました。�

　アイドリングストップを呼びかけるステッ

カーや、看板、ポスター等でドライバーの

注意を喚起し、ほぼアイドリングゼロを達

成しています。この効果をCO2排出量換

算すると、毎月約66t、燃料消費23klの

節約。１台のトラックで使用したとすると

距離にして9万㎞、地球２周分です。�

�

1 モーダルシフトの拡大� 2 アイドリングストップ活動�

　現在2003年度導入率100％を目指し、

物流拠点の構内で使用しているフォーク

リフトを電気式に切り替えています。電

気式フォークリフトは、ガソリン式に比べ�

ＣＯ2排出量が少なく、深夜電力が利用

できます。2001年度は、7台を切り替え

21.2tのＣＯ2を削減しました。現在、約98

％の切り替えが完了しています。�

�

4 低公害車導入の推進�

　商品輸送における総輸送量の把握と、

具体的な情報開示に向け取り組んでい

ます。2001年度の総輸送量は、14,900万

トンキロ（ｔ×km）でした。今後は、より環

境負荷の少ない輸送を目指し（1）積載

効率の向上（2）工場直送の拡大といっ

た施策を強化し、物流の効率化を図って

まいります。�

�

5 総輸送量削減への�
取り組み�

アイドリングストップステッカー�

　緩衝材は、輸出入コンテナを中心に再

利用可能なエアバッグに切り替え、段ボ

ール15t／月、発泡スチロール144m3／

月を削減しました。�

　また、小型商品輸送における梱包材

の再利用による排出量の削減や、木製

パレットの修理による廃棄物削減等にも

努めています。�

�

3 緩衝材・梱包材などの廃棄
物の削減�

電気式フォークリフト�
�

第2回鉄道貨物振興奨励賞表彰式の様子�
�

●コンテナ輸送本数の推移（月平均）�

（本）�

0

100

200

300

（年度）�
1999 2000 2001 2002

144 165

255

245182
目標�
�

当初�
目標�
�

300

新目標�
�

4 小型二次電池のリサイクル�

小型二次電池�
�

小型二次電池回収ＢＯＸ�
�

二次電池リサイクルマーク�
�

●液晶ガラスのリサイクル事例�

（※1） 長石：ナトリウム、カルシウム、カリウム等を含む珪酸塩鉱物。造岩鉱物として多くの岩石に含まれている。�
（※2） ボールミル：微粉砕装置で鉱石の粉砕に広く用いられている。�
（※3） スプレードライヤー：スラリーを噴霧／乾燥させるのに用いられる乾燥装置。�

2． 破砕品�
タイルの原料である粘土や長石（※1）
と調合し、湿式ボールミル（※2）で粉砕�

6． 製品�
製品（タイル）が完成�

4． 原料粉�
原料粉を生成�

原
料
調
合
�

湿
式
粉
砕
�

　液晶ディスプレイ製造工場の１つである三

重工場では株式会社ＩＮＡＸ様と共同で、工場

で発生する廃液晶ガラスをタイル原料に再生

する技術を開発しました。�

�

　2000年10月から運営開始し、2001年度

は約310ｔの廃液晶ガラスをタイル原料に再

生しました。今後も、月約30～50ｔの廃液晶

ガラスを再生する予定です。�

�

Ni-Cd

Ni-MH Pd

Li-ion
ニカド�
電池�

ニッケル水素�
電池�

リチウムイオン�
電池�

小型シール�
鉛蓄電池�

�

●2001年度のリサイクル可能率構成比�

金属類 11％�

導光板 20％�

樹脂�
シャーシ 9％�

プリント�
基板 4％�

偏光板 6％�
蛍光管 1％�

液晶ガラス�
39％�

その他樹脂�
10％�

�

　当社の製品に多数使用されている二

次電池（充電式電池）についてもリサイ

クルを進めています｡2001年４月より電池

工業会「小型二次電池再資源化推進

センター」に加盟することにより、従来の

ニカド電池に加え、他の二次電池につい

ても業界としての回収･再資源化に協力

しています｡�

●液晶モジュールの構成�
　（モデル：当社13.3型機種）�

主要機構部品� 主要材料�

ステンレス､アルミ､メッキ鋼板�

ガラス、有機材料、その他�

アクリル樹脂�

ＰＣ＋ＡＢＳ（ガラス繊維含有）�

貴金属、樹脂、ガラス繊維�

樹脂（複合材料）�

有機材料（複合材料）�

水銀、その他�

金属類�

液晶ガラス�

導光板�

樹脂シャーシ�

プリント基板�

その他樹脂�

偏光板�

蛍光管�

◎液晶モジュールのリサイクル�

　液晶のリーディングカンパニーとして、液晶モ

ジュールのリサイクルについても先行して取り

組んでいます。�

　2001年度は、液晶モジュールの樹脂シャー

シとプリント基板のリサイクル技術の確立に取り

組みました。�

　樹脂シャーシは、溶融後搬送用パレットや杭等

に再生可能です。プリント基板からは、貴金属類

を回収。ガラス繊維はスラグ化し、セメント原料に

再生可能です。これにより、液晶モジュール全体

の重量比約80％のリサイクルが可能となりました。�

�

3． スラリー�
液体と固体粒子との懸濁液にした後、
スプレードライヤー（※3）で乾燥�

1． 廃液晶ガラス�
廃液晶ガラスを2.5mm以下に破砕�

5． 成形／加飾品�
成形し表面装飾した後、約1,250℃で焼成�
�

●廃液晶ガラスのタイル原料への再生�

破砕�

乾燥�

成
形
�

加
飾
�

焼成�

全量リサイクル可能�
一部リサイクル可能�
未着手�

Recycle Stage 4.リサイクルステージ 
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2 容器・包装材への取り組み�

�◎製品質量5kg未満の商品の包装用発泡スチロールを廃止�

◎2003年3月までに、製品質量10kg未満の商品の包装用発泡スチロールを廃止�

◎製品質量10kg以上の商品の包装用発泡スチロールの使用量削減�

�

目標・計画�

◎製品質量5kg未満の商品の包装用発泡スチロールを全廃※�

◎製品質量10kg以上の商品のうち、大画面液晶テレビなどで発泡スチロール全廃を達成�

　※一部の継続生産商品を除く�

�

取り組み�
施策・実績�

1 発泡スチロール包装材�
削減への取り組み�

　液晶ユニットの工場間輸送で使用さ

れてきたオール段ボール製包装材をプラ

スチックトレイに切り替えることで（1）廃棄

ごみの削減（2）トレイの長期間使用（3）

コスト削減などのメリットが得られました。�

　また、使用済みトレイは積み重ねて回

収できるなど、輸送にかかるエネルギー

効率を考慮した設計になっています。�

�

2 工場間輸送用包装材を�
耐久素材に改善�

　2001年4月から、資源有効利用促進

法により「容器包装識別表示」の表示

義務が定められました。※�

　これに対応し、シャープでは、2001年4

月から全ての新製品の包装材の材質を

表示するなど、社内のガイドラインを策定

し実践しています。�

※施行猶予期間2003年3月まで�

3 全ての新製品に包装材の
材質を表示�

　2000年度の製品質量５kg未満の商

品に対する発泡スチロール包装材全廃

に続き、2003年３月を目標に比較的家庭

に持ち帰られることが多い10kg未満の

商品についても、発泡スチロール包装材

の廃止に取り組んでいます。�

　当社商品の段ボール使用比率は約

89％です。一般に包装材で多用されて

いる段ボールのリサイクル率は93％に達

していますので、シャープ商品の包装材

は約83％がリサイクルされていることに

なります。扇風機など購入後も収納時に

包装材を使用する場合もある季節商品

では、発泡スチロールを使用していますが、

今後はＬＣＡ評価等も取り入れ、環境負

荷の少ない包装材の開発を目指します。�

エアコン室内機のオール段ボール包装�
�

液晶ユニットのリユース包装�
�

●包装材構成比の推移（国内販売分）�

（％）�段ボール� 発泡スチロール� 紙�プラスチック� その他�

（年度）�

1998

1999

2000

2001

10095750 80 85 90

0.91.23.05.589.4

0.91.83.36.287.8

1.01.43.47.087.2

1.10.93.08.586.5

容器包装識別表示例�
�
�

箱、固定材は段ボールです�

本体用袋�

付属品用袋�

保護シート�

：P E�

：P E�

：P E

緩衝材�紙�

5.物流ステージ Logistics Stage

1 環境教育活動�

�

目標・計画�

◎一般研修：受講者数 319名�

◎専門研修：受講者数 292名　グリーンエンジニア研修　グリーンファクトリーコースの新設�

�

取り組み�
施策・実績�

環境意識を高める活動�

◎新入社員から経営職に至る全階層に対する研修実施による“人と地球にやさしい”企業風土の醸成�

1 教育方針�

　「一般研修」を、入社時・管理職への

昇格時に実施しています。また、環境リ

フレッシュ研修として各事業所において、

管理職を中心に当社の環境方針の徹

底を行っています。�

　2001年度の受講者数は、目標の750

名に対し、319名にとどまりました。2002

年度は、環境リフレッシュ研修の内容を

改訂し、法規制の遵守を中心テーマとし

た環境コンプライアンス徹底会を行って

います。5月より本格的に研修を実施し、

7月初旬までに受講者数は1,509名に達

しました。�

2 一般研修�

　「専門研修」として、技術・企画・工場

管理など、職種ごとに必要な環境に関す

る専門知識の習得及び実習を行ってい

ます。商品事業本部の企画・技術者向

けの「グリーンエンジニア研修」では、「グ

リーンプロダクト基礎コース」に加え、

2002年3月には、設備・プロセス管理・生

産技術者向けに「グリーンファクトリーコ

ース」を新たに開講しました。「省エネ」「省

資源」「化学物質管理」について、社外

や各事業所での事例を交え、専門知識

の習得を図っています。�

　今後は、リサイクル設計などのコース

の拡充を行い、環境エキスパートを各事

業所に計画的に育成していきます。�

3 専門研修�

グリーンエンジニア研修�

●グリーンエンジニア研修�
　グリーンファクトリーコースカリキュラム�

項目� 内容�

環境問題の概要と�
当社の取り組み�
�

当社における�
省エネ対策�

当社における�
廃棄物対策�

当社における�
海外戦略�

当社における�
化学物質管理�

省エネ取り組みの�
ポイント�

福山事業所の環境�
取り組み�
�

地球温暖化、資源循環型社
会、グリーンファクトリーの
コンセプト�

京都議定書、省エネ法、各
事業所の現状�

廃棄物処理法、当社の廃棄
物対策、他社事例�

海外事業所の現状、�
他社事例�

化学物質管理の必要性�
化学物質管理システム�

社外講師による他社成功事
例紹介�

福山事業所でのグリーンフ
ァクトリー事例�

　シャープでは、環境活動を実践する従

業員一人ひとりのマインドが最も重要であ

ると考え、環境教育を行っています。�

 “人と地球にやさしい”企業風土を醸成

するために、従業員全員の環境に関する

知識と意識のレベルアップを図る「一般

研修」と、専門分野における環境エキス

パートを育成する「専

門研修」の両方か

ら環境教育を展開

しています。�

�

区分�

一
　般�

専
　
門�

2000年度�概要�

小計�

小計�

名称� 2001年度�

●研修内容と受講者数�

新入社員研修�

新任管理職研修�

リフレッシュ研修�

�

海外派遣者研修�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

内部監査員研修�

内部主任監査員研修�

�

環境への取り組みを理解し、環境配慮の意識を高める。�

環境問題の最新動向、当社の環境戦略を徹底する。�

各本部毎に環境問題の一般知識と当社の環境戦略を啓発する。�

�

海外赴任予定者に赴任地での環境法規制等の情報を提供する。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

内部監査員を育成する。�

内部主任監査員を育成する。�

�

各拠点の設備・プロセス管理、生産技術担当者を対象に、「省
エネ」、「省資源」、「化学物質管理」等、工場のマネジメ
ントに必要な環境知識を徹底する。�

商品事業本部の技術者を対象に、「グリーンプロダクトガ
イドライン」の徹底と、環境法規制や、環境技術の最新動
向を徹底する。�

当社の従業員に、関西リサイクルシステムズの工場見学会を実
施し、リサイクルの現場を体験し、環境を考える場を提供する。�

販売会社、サービス会社の従業員を対象に「家電リサイク
ル法」など業務に必要な環境法規制を徹底する。�

254�
24�

1,372�
1,650�
27�
�
�
�

84�
�
�
―�
�
�
�

84�
20�

1,543�
�

272�
24�
23�
319�
37�
�
�
�

48�
�
�

18�
�
�
�

94�
16�
292�
�

関西リサイクルシステムズ�
従業員見学会�
�
グリーンエンジニア研修�
グリーンプロダクト基礎�
コース�
�
グリーンエンジニア研修�
グリーンファクトリー�
コース�
�
�営業・サービス研修�
�

79�
�

―�
�

1,328�
�

―�
�

※リフレッシュ研修の内容を改訂。2002年度から本格実施予定。�

※�

Mind-Set Stage 6.マインドステージ 
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2 容器・包装材への取り組み�

�◎製品質量5kg未満の商品の包装用発泡スチロールを廃止�

◎2003年3月までに、製品質量10kg未満の商品の包装用発泡スチロールを廃止�

◎製品質量10kg以上の商品の包装用発泡スチロールの使用量削減�

�

目標・計画�

◎製品質量5kg未満の商品の包装用発泡スチロールを全廃※�

◎製品質量10kg以上の商品のうち、大画面液晶テレビなどで発泡スチロール全廃を達成�

　※一部の継続生産商品を除く�

�

取り組み�
施策・実績�

1 発泡スチロール包装材�
削減への取り組み�

　液晶ユニットの工場間輸送で使用さ

れてきたオール段ボール製包装材をプラ

スチックトレイに切り替えることで（1）廃棄

ごみの削減（2）トレイの長期間使用（3）

コスト削減などのメリットが得られました。�

　また、使用済みトレイは積み重ねて回

収できるなど、輸送にかかるエネルギー

効率を考慮した設計になっています。�

�

2 工場間輸送用包装材を�
耐久素材に改善�

　2001年4月から、資源有効利用促進

法により「容器包装識別表示」の表示

義務が定められました。※�

　これに対応し、シャープでは、2001年4

月から全ての新製品の包装材の材質を

表示するなど、社内のガイドラインを策定

し実践しています。�

※施行猶予期間2003年3月まで�

3 全ての新製品に包装材の
材質を表示�

　2000年度の製品質量５kg未満の商

品に対する発泡スチロール包装材全廃

に続き、2003年３月を目標に比較的家庭

に持ち帰られることが多い10kg未満の

商品についても、発泡スチロール包装材

の廃止に取り組んでいます。�

　当社商品の段ボール使用比率は約

89％です。一般に包装材で多用されて

いる段ボールのリサイクル率は93％に達

していますので、シャープ商品の包装材

は約83％がリサイクルされていることに

なります。扇風機など購入後も収納時に

包装材を使用する場合もある季節商品

では、発泡スチロールを使用していますが、

今後はＬＣＡ評価等も取り入れ、環境負

荷の少ない包装材の開発を目指します。�

エアコン室内機のオール段ボール包装�
�

液晶ユニットのリユース包装�
�

●包装材構成比の推移（国内販売分）�

（％）�段ボール� 発泡スチロール� 紙�プラスチック� その他�

（年度）�

1998

1999

2000

2001

10095750 80 85 90

0.91.23.05.589.4

0.91.83.36.287.8

1.01.43.47.087.2

1.10.93.08.586.5

容器包装識別表示例�
�
�

箱、固定材は段ボールです�

本体用袋�

付属品用袋�

保護シート�

：P E�

：P E�

：P E

緩衝材�紙�

5.物流ステージ Logistics Stage

1 環境教育活動�

�

目標・計画�

◎一般研修：受講者数 319名�

◎専門研修：受講者数 292名　グリーンエンジニア研修　グリーンファクトリーコースの新設�

�

取り組み�
施策・実績�

環境意識を高める活動�

◎新入社員から経営職に至る全階層に対する研修実施による“人と地球にやさしい”企業風土の醸成�
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目標・計画�

◎従来から取り組んでいる活動に加えて、6月の環境月間には全事業所で環境市民活動を一斉に実施�

◎環境ポスターや標語の公募に加え、2002年環境報告書の表紙を公募するなど、環境意識の啓発活動を展開�

�

取り組み�
施策・実績�

Mind-Set Stage

マ
イ
ン
ド�

6.マインドステージ 

◎身近な環境活動を実施しながら、社員の環境保全意識とモラルの向上、地域への貢献を目指す�

◎国内外全事業所で環境市民活動を実施する�

　国内全事業所では、地域への貢献と

従業員の環境保全意識の向上を目指し、

「ムダゼロ運動」「ゴミゼロ運動」「環境

市民活動」の３つの活動を実施しています。

これらの取り組みは、６月の環境月間だけ

でなく毎月継続的に実施されています。�

�

1 労使一体のグリーンマインド�
キャンペーンの推進�

3 グリーンマインドコンテスト�

　ケナフは光合成が盛んでＣＯ2を大量

に吸収し、水質の浄化作用を持つ環境

に優しい植物です。各事業所では、この

ケナフをキャンペーンのシンボルとして栽

培。約1,700本を収穫し、労働組合と合

同で名刺や紙製品として有効に活用し

ています。�

　５月に行われる種子の植え付けには、

多くの従業員が参加しています。�

�

4 シンボルツリー・ケナフの栽培�

　シャープでは1998年のキャンペーン開

始時より、毎月１回のペースで地元の清

掃活動を実施してきました。�

　これらの活動を通し、従業員の環境保

全意識とモラルの向上、地域への貢献を

図っています。�

2 環境市民活動を通して�
地域に貢献を�

環境展示会での「環境報告書」表紙入賞作品の展示風景�
�

事業所近隣の通勤路での清掃美化活動�
�

シャープ労組　西日本支部　平野分支部�

辻 秀行・佑樹（親子参加）�
�

ムダゼロ運動� ゴミゼロ運動� 環境市民活動�

�

タイでの植林ボランティアを通して�

　電機連合「子供の森計画」では、地球上の緑を

守る海外植林ボランティアを実施しています。�

　この貴重な体験を通し、環境保全はもちろん

のこと「何か」を感じ取って欲しいと思い、長男（当

時9歳）と一緒に参加しました。植林作業自体は

簡単な作業でしたが、参加時は雨季にあたり、毎

日雨の中で汗だくになって作業を行いました。長

男はこの経験から「恥ずかしい」という照れを捨

てて、素直にぶつかっていく「勇気」を学んだよ�

うです。植林を通し、タイの子供達や息子達が、

植林の必要性・森林の大切さを学び、「子供の森」

を守り引き継いでくれることを願ってやみません。�

�

　6月の環境月間には、グリーンマインド

の一層の向上を目的にグリーンマインド

コンテストを実施しています。全従業員と

その家族を対象に「エコライフ体験談」「環

境標語」「写真」「絵画」等環境に関す

る4ジャンルで作品を募集。優秀作品に

ついては社内の環境展示会で展示・紹

介しています。今年度は2002年環境報

告書の表紙を募集し、156件（国内23､

海外133）の応募がありました。�

�

ケナフは一年に背丈が4～5メートルにもなり、秋にはハイビ
スカスに似た薄黄色の花をつけます。�

グリーンマインドキャンペーン�

3 情報開示とコミュニケーション�

�

目標・計画�

◎環境報告書（日本語版・英語版）の発行、環境展への出展、環境ホームページの随時改訂による最新情報の発信�

�

取り組み�
施策・実績�

◎積極的な情報開示により、社会との双方向のコミュニケーションを深める�

◎環境報告書の発行�

（１）ホームページ（E-mail）に寄せられた�
質問件数……………………39件※�

（２）FAX・書面で寄せられた�
質問件数……………………44件※�
�

1 環境報告書などによる�
情報の開示�

　2001年12月に開催されたエコプロダク

ツ2001（東京・ビッグサイト）では、「環境

創世紀へ。さあ、はじめよう21世紀の創エ

ネ・省エネ生活」をテーマに、私たちの企

業姿勢をアピールしました。「創エネの太

陽電池」「省エネの液晶」「環境と健康

のグリーングッズ」など環境保全に貢献

する商品や提案を中心に展示しました。�

　また各事業所では、地域の環境展や

催事に参加し、地域の皆様とのコミュニ

ケーションを図っています。2001年度は、

三重事業所及び天理事業所が地元の

環境展に参加しました。�

�

3 環境展�

　各種団体・個人のお客様から寄せら

れた質問や環境アンケートにお答えして

います。�

　お客様との環境コミュニケーションを

図る窓口には、ホームページ（Eメール）

やＦＡＸ・書面などがあります。皆様から

頂いたご意見やご質問に対しては、関

連部門と連携をとり、迅速に回答するよう

心がけています。�

4お客様との環境�
コミュニケーション�

　当社の環境活動の情報をタイムリー

に公開するため、ホームページを開設し

ています。ホームページでは、環境報告

書の内容や各事業所の環境データを公

開。グリーン購入法適合商品をはじめ、

環境配慮型商品を紹介する幅広い内

容となっています。�

2 ホームページでは�
タイムリーな情報提供を�

　1999年より毎年「環境報告書」を発

行してきました。�

　また、環境報告書をコンパクトに分かり

やすく紹介した「環

境パンフレット」は、

展示会などで広く一

般の方々に配布し

ています。�

　　　　日本語版 http://www.sharp.co.jp/corporate/eco/index.html　�
　　　　英語版 http://sharp-world.com/corporate/eco/index.html�
グリーン購入法適合商品一覧 http://www.sharp.co.jp/corporate/eco/gseal/green.html　�
環境に関するお問合せ窓口 eco@sharp.co.jp�
�

2001年度版「環境報告書」�
�

※環境報告書等の資料請求は、件数に含まれていません。�
�

件数�質問内容�

化学物質管理�

商品関係�

廃棄物削減�

環境マネジメント�

環境全般�

その他�

1�

7�

2�

7�

12�

13

件数�質問内容�

リサイクル�

グリーン調達�

環境会計�

ＣＯ2削減�

環境教育�

情報開示�

16�

7�

7�

6�

7�

4

排水の再利用システム（第3回日本水大賞受賞）などを紹介�
�

太陽電池の仕組みを子供たちにも分かりやすく紹介�
�

●各種団体、個人の皆様から頂いた質問や�
　アンケートの内容（2001.4～2002.3）�

環境活動ホームページへは下記のＵＲＬにアクセス
して下さい。環境報告書、環境パンフレットなどのＰ
ＤＦデータも入手できます。�
�

URL
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心がけています。�

4お客様との環境�
コミュニケーション�

　当社の環境活動の情報をタイムリー

に公開するため、ホームページを開設し

ています。ホームページでは、環境報告

書の内容や各事業所の環境データを公

開。グリーン購入法適合商品をはじめ、

環境配慮型商品を紹介する幅広い内

容となっています。�

2 ホームページでは�
タイムリーな情報提供を�

　1999年より毎年「環境報告書」を発

行してきました。�

　また、環境報告書をコンパクトに分かり

やすく紹介した「環

境パンフレット」は、

展示会などで広く一

般の方々に配布し

ています。�

　　　　日本語版 http://www.sharp.co.jp/corporate/eco/index.html　�
　　　　英語版 http://sharp-world.com/corporate/eco/index.html�
グリーン購入法適合商品一覧 http://www.sharp.co.jp/corporate/eco/gseal/green.html　�
環境に関するお問合せ窓口 eco@sharp.co.jp�
�

2001年度版「環境報告書」�
�

※環境報告書等の資料請求は、件数に含まれていません。�
�
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環境マネジメント�

環境全般�

その他�

1�

7�

2�

7�

12�

13

件数�質問内容�

リサイクル�

グリーン調達�

環境会計�

ＣＯ2削減�

環境教育�

情報開示�

16�

7�

7�

6�

7�

4

排水の再利用システム（第3回日本水大賞受賞）などを紹介�
�

太陽電池の仕組みを子供たちにも分かりやすく紹介�
�

●各種団体、個人の皆様から頂いた質問や�
　アンケートの内容（2001.4～2002.3）�

環境活動ホームページへは下記のＵＲＬにアクセス
して下さい。環境報告書、環境パンフレットなどのＰ
ＤＦデータも入手できます。�
�

URL
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目標・計画�

◎中国（4月）、ASEAN（9月）、北米（10月）で地域別環境会議を開催�

◎各拠点で独自のグリーンマインド活動を実施�

�

取り組み�
施策・実績�

Mind-Set Stage 6.マインドステージ 

◎各拠点でグリーンマインド活動、社会貢献活動の推進�

　2001年7月にマレーシアのＳＲＡＣでは、

工場内で使用される「紙のリサイクル促

進キャンペーン」を実施。使用済み用紙

の再使用を呼びかけた結果、リサイクル

業者へ処理に出される紙の量は15％削

減されました。�

�

�

�

�

�

�

�

�

　英国のＳＵＫＭでは、環境マネジメント

マニュアルの電子化を実施。各種マニュ

アルのペーパーレス化を実現しました。

また社内イントラネット上に、各部門のエ

ネルギー使用量や廃棄物量等の情報を

掲示。環境活動に対する関心を向上さ

せました。�

　中国のＷＳＥＣは、1999年に環境マネ

ジメントシステムを構築。2000年にＩＳＯ

14001を取得し、その範囲を液晶工場か

らチューナー工場へ拡大。これらが地方

政府及び無錫市の環境委員会より評価

され「グリーンファクトリー」として2001年

10月に表彰されました。�

　タイのＳＡＴＬでは、日頃の環境教育を

通し、工場内照明の昼休み消灯をはじめ、�

1 生産工場での活動事例�

　2002年3月29日にマレーシアのＳＭＭ

では、環境デーの行事として老人ホーム

でのボランティア活動や、植林による環境

美化活動を実施しました。イベントの記

念にビデオデッキ１台を贈呈しました。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　フィリピンのＳＰＣでは、近郊にある

Rizal Villageに使用済となった木材パ

レットを寄贈。各家庭で庭を囲うフェンス

の材料等に再利用頂いています。その

他空コンテナやプラスチックバッグ等も、

地域住民のゴミ入れや貯水槽に再利用

されています。　�

　スペインのＳＥＥＳでは、2001年12月に

環境教育の一環として従業員とその家�

2 地域社会への貢献活動�

エアコン等の設備・機器の稼動時間削

減に成功。１ヵ月当たり115,459ＫＷｈの

省エネを達成しました。廃棄物についても、

10種類以上に区分し再利用を促進し、

2001年度実績では、廃棄物処理委託量

を30%削減（1999年比）しました。�

　台湾のＳＥＴでは2002年4月10日に海

浜清掃活動を実施。従業員の家族も参

加し、地球環境保全の重要性を啓発・Ｐ

Ｒしました。�

族を対象に、環境ポスターコンテストを実�

施。また地元の中学校に、太陽電池設

置費用の一部を

寄付しました。�

高雄旗津海浜の清掃活動には、ＳＥＴの従業員及びその家
族約200人が参加しました。（台湾SET）�

地元SANT CUGATの中学校へ設置された太陽電池の設置
費用の一部を寄付しました。（スペインSEES）�

地元バトパハ地区にある老人ホームで屋外カフェの庭に植
林を行いました。（マレーシアSMM）�

紙の再利用方法を考える担当者たち。�
（マレーシアSRAC）�

環境ポスターコンテストで、
従業員の家族から寄せら
れたポスター。�
（スペインSEES）�

社会性報告�

経済性報告�

�
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1 従業員とのかかわり�

43 44

社会・人とのかかわり�

◎従業員の持つ技術や経験の蓄積を重視する「ストック志向の経営」を実践し、雇用を守る�

◎適材適所を目指した能力主義による柔軟な人材配置を行い、「公正無私な人事」を実践する�

◎社員の活力と企業の競争力を高める、「成果主義」に基づいた新しい人事制度を導入する�

�

社会性報告�

ストック志向�
の経営�
�

公正無私な�
人事�
�

成果主義の�
人事制度�

�

1 従業員が自主性を発揮できる人事制度� 2 女性の職域拡大�

　シャープでは、女性の職域拡大を目的

とした「ポジティブアクション」を積極的に

推進しています。�

　その一環として、公募エントリー制度

の中に、女性の職域拡大と女性ならでは

の能力の活用を目指して、応募対象を

女性に限定した「アクティブレディースコ

ース」を新設しました。�

現在まで、�
● 女性の目から見た商品企画�
● 主婦の立場からの商品使用性の審査�
● 女性セールスエンジニアの育成�

等のテーマについて募集を行い、今まで

以上に女性の活躍する場が広がってい

ます。�

　今後も、さらにテーマを広げていくことを、

検討しています。�

事業の未来を拓くグローバル人材の開発を進める人材開
発センター（奈良県・天理）�

　経営幹部の計画的な育成を目的に、

若手準管理職から部門責任者までを対

象とする新たな教育制度として、2001年

からシャープ・リーダーシップ・プログラム

を導入しました。�

　プログラムでは、階層毎にＭＢＡ※に準

拠した知識ベースの教育に加え、海外

勤務や重要プロジェクトへの参画等のキ

ャリア開発プログラムを用意し、グローバ

ルに通用するマネジメント能力とリーダー

シップの育成を図っています。�

　若手準管理職層が対象のチャレンジ

コースでは、年功的な要素を取り除き、徹

底した成果主義賃金制度（月俸制）と昇

進制度を設定。自ら能力向上に努める

マインドと、成果に対する責任感の醸成

を図り、若手人材の早期登用を推進して

います。�

※MBA…経営学修士号�

ＩＴ時代に対応するソフトウェア・ネットワーク技術研修�
�

3 障害者雇用の取り組み� 4 企業内実習の受け入れ� 5 文化活動への取り組み�

●シャープ特選工業株式会社�

　1942年から当社の分工場としていた失

明軍人の再起のための工場を、1950年に「早

川特選金属工場」として法人化し、現在に至る。

近年は、従来からの電子部品や基板の製造

に加えて、ドキュメントの電子化やホームペ

ージの作成など、ＩＴ時代に対応した事業の

拡大に取り組み、障害者雇用の拡大を図って

います。�

受賞者と関係者の皆さん�
�

1950年（昭和25年）に資本金15万円の合資会社として法
人化し、分離独立。写真は当時の特選工場（1950年／昭
和25年）�

http://www.sharp.co.jp/corporate/�
recruit/intern/index.html

企業内実習（ビジネス系・技術系インターンシップ）
に関する詳細な情報については、下記のＵＲＬから
ご覧下さい。�
�

　新規事業の立ち上げや新しい技術・

商品の開発など、会社として重要性が

認められるテーマについて、人材を必要

とする部門が社内に求人し、これに応募

した従業員の中から、最適な人材を配

置するための仕組みです。�

　毎月数テーマが新たにエントリー（求人）

されるため、チャレンジ意欲に溢れる社

員は、いつでも自己の能力やキャリアを

活かせるテーマにエントリー（応募）し、

実力発揮の機会を得ることが可能です。�

　この制度では、よりタイムリーでフレキシ

ブルな求人と求職の場を提供し「組織

の活性化」と「個人の活性化」を図って

います。�

　2001年度は約40テーマを募集し、約

100名が新たな環境で新しい仕事に取り

組んでいます。�

�

�

�

　毎年１回全従業員が希望職種・希望

勤務地などについて申告する制度で、キ

ャリア開発を含めた能力開発／適性配

置のためのデータとしています。�

�

URL

�

●第13回「アジア・太平洋賞」�
�

『キャッチアップ型工業化論』�
東京大学  社会科学研究所  教授�

末廣  昭さん�
�

〈 大賞 〉�

『朝鮮／韓国ナショナリズムと「小国」意識』�
神戸大学  大学院国際協力研究科  教授�

木村  幹さん�
�

『マレーシアの政治とエスニシティ』�
獨協大学  外国語学部  助教授�

金子  芳樹さん�
�

『現代イラン』�
学習院女子大学  助教授�

桜井  啓子さん�
�

〈特別賞〉�

チャレンジコース�

　当社は昭和25年に特例子会社「シャ

ープ特選工業（株）」を設立し、また社

内的にも「シャープ障害者雇用促進委

員会」を設け、全社をあげて法定雇用

率の達成と障害者従業員の働きやすい

職場環境づくりに向けて取り組んでまい

りました。�

　2001年の障害者雇用率は、法定雇

用率（1.8％）を上回る1.85％を達成して

います。�

障害者雇用�

　当社は、アジア・太平洋地域の政治・

経済・文化などに関する優れた著書を

表彰する「アジア・太平洋賞」（毎日新聞、

アジア調査会主催）に協賛しています。�

　2001年11月に、第13回「アジア・太平

洋賞」の表彰式が行われ、当社からは

新本副社長が出席し、受賞者の皆さん

に記念品の目録をお渡ししました。�

�

「アジア・太平洋賞」への協賛�

　文科系学生の皆さんが就職活動を

する前に、ビジネスの最前線で実力を試

し、ビジネスマインドを身に付ける機会と

して、2001年度からビジネス系インターン

シップを開始しました。�

　2001年度は、約20名の学生の皆さん

が、経理・法務・知的財産権・市場調査

などの分野の職場で、助言・指導を受け

ながら、約2週間の日程で課題に取り組

みました。�

�

�
�

　日頃、大学や高等専門学校で研究に

励んでいる技術系学生の皆さんに、民

間企業の研究開発・商品開発の現場を

体験頂き、専門分野にとらわれない幅広

い視野を持つ研究者に成長して頂くた

めの機会として、技術系インターンシップ

を実施しています。�

　2001年度は、全国の大学から電気・

情報・機械系を中心とする約40名の学

生の皆さんに、モノづくりの現場におけ

る技術開発・商品設計の実務を体験頂

きました。�

�

ビジネス系インターンシップ�

技術系インターンシップ�

　その他、福祉団体への運営資金援助

（育徳園ほか）、福祉団体主催イベント

への協賛（早川福祉会館ほか）などを行

っており、今後も障害者の自立を支援し、

社会の一員としての役割を担っていきます。�

その他の障害者支援�

公募エントリー制度�

人事申告制度�

公募エントリー制度アクティブレディースコース�
�

社員からソフトウェア開発の指導を受ける実習生�

人事政策の基本方針�
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ース」を新設しました。�

現在まで、�
● 女性の目から見た商品企画�
● 主婦の立場からの商品使用性の審査�
● 女性セールスエンジニアの育成�

等のテーマについて募集を行い、今まで

以上に女性の活躍する場が広がってい

ます。�

　今後も、さらにテーマを広げていくことを、

検討しています。�

事業の未来を拓くグローバル人材の開発を進める人材開
発センター（奈良県・天理）�
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シップの育成を図っています。�

　若手準管理職層が対象のチャレンジ

コースでは、年功的な要素を取り除き、徹

底した成果主義賃金制度（月俸制）と昇

進制度を設定。自ら能力向上に努める

マインドと、成果に対する責任感の醸成

を図り、若手人材の早期登用を推進して

います。�
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ＩＴ時代に対応するソフトウェア・ネットワーク技術研修�
�

3 障害者雇用の取り組み� 4 企業内実習の受け入れ� 5 文化活動への取り組み�

●シャープ特選工業株式会社�
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1950年（昭和25年）に資本金15万円の合資会社として法
人化し、分離独立。写真は当時の特選工場（1950年／昭
和25年）�

http://www.sharp.co.jp/corporate/�
recruit/intern/index.html

企業内実習（ビジネス系・技術系インターンシップ）
に関する詳細な情報については、下記のＵＲＬから
ご覧下さい。�
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●第13回「アジア・太平洋賞」�
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『キャッチアップ型工業化論』�
東京大学  社会科学研究所  教授�

末廣  昭さん�
�

〈 大賞 〉�
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神戸大学  大学院国際協力研究科  教授�
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�

〈特別賞〉�
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い視野を持つ研究者に成長して頂くた
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生の皆さんに、モノづくりの現場におけ
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人事政策の基本方針�



（1）防災機器の拡充など、災害の未然防止と非常時の対応強化に積極的に取り組み、人命尊 

　　重を最優先する危機管理体制を構築する。�

（2）労働安全衛生法を遵守し、安全第一の働きやすい職場環境をつくるとともに、障害者・高

　　齢者・女性・外国人等が十分に能力を発揮できる環境整備に努める。�

�

行動指針／従業員の幸福と安全な職場環境の確保�

2 安全衛生・健康づくり�

45 46

社会性報告�

災害の�
未然防止�

�

非常時の�
対応�
�

危機管理体制�

安全�
能力�
発揮�

職場環境整備�

1 安全衛生の取り組み状況�

　安全衛生の向上を目指し「シャープ企

業行動規準」に基づき「行動指針」を定

めています。各事業所では、それぞれ製

造品目や取り扱い化学物質等が異なる

ため、その職場の特性や実態に即した

安全管理基準を定め、これらの遵守と労

働災害の未然防止に努めています。

2001年度の、百万時間あたりの労働災

害発生件数は0.23件で、全産業平均・製

造業平均を下回っていますが、今後も労

働災害ゼロを目指し取り組んでまいります。�

�

2 各事業所単位の取り組み�

　労働基準法及び労働安全衛生法、そ

の他諸規則などの最低基準を遵守する

のはもちろんのこと、各事業所単位で災

害ゼロを目指し、具体的な目標を設定し様々

な安全衛生活動を展開しています。特

に安全管理については、従業員の安全

意識の高揚と不安全行動の撲滅、設備

装置の更なる安全化への取り組みを、

全事業所挙げて推進しています。具体

的な活動としては、定期的な安全パトロ

ールの実施や各種専門部会活動の実施、

さらには全従業員の安全意識の高揚を

図る取り組みとして、「標語」や「川柳」

の募集などを行っています。�

3 献血による社会貢献活動�

　労働災害事故は絶対に防止すべき

ですが、万一の発生時には輸血を要す

る場合も想定されます。輸血治療に代

替のない現在、献血は、大勢の人による「助

け合い（=相互扶助）」の仕組みでなり

たっています。 �

　シャープでは、労働災害事故防止とボ

ランティア意識の啓発を目指し、献血を

実施しています。各事業所で、年２回の

定期的な献血活動を行い、国内全事業

所で1,000人規模の参加を得ています。�

●労働災害発生件数の推移�

　全産業平均・製造業平均については、厚生労働省・労
働　災害動向調査結果に基づく�
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4 従業員・家族に対する健康増進への取り組み�

　シャープでは、健康づくりの総合プログ

ラムとして「健康シャープ21」を策定し、

従業員とその家族の健康増進に取り組

んでいます。「健康シャープ21」では、�

（1）自主参加型の健康づくり�

　（一次予防の取り組み強化）�

（2）データに基づく個別指導�

　（二次予防の充実）�

（3）健康ネットワークづくり�

�

の３つを柱として、生涯を通じた健康づく

りをサポートしています。�

　これらの取り組みの基となる「定期健

康診断」の2001年度の受診率は、99.1

％でした。今後も、受診率100％に向けて、

実施日・期間の確実な告知をはじめ、受

診機会を増やす等様々な施策を講じて

まいります。�

●健康診断受診率の推移�
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消火器など常設備品類の固定位置や、配管の開閉を明示
し確認しています。�

年2回の献血活動には沢山の従業員の協力を得ています。�
�

●献血活動への参加者推移�
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●1）自主参加型の健康づくり運動（一次予防の取り組み）�

◎健康シャープ21の取り組み�

�

生活習慣改善と生活�
習慣病患者の減少�

適正な栄養素・�
カロリーの摂取�

運動習慣者の増加�

疾病リスク�
（生活習慣）�

目標測定値�生涯健康管理の動機付け�

栄養・食生活�

運動�

運動のすすめ�

●ストレッチ運動の職場普及�

●ウォーキングイベント開催�

●スポーツ教室開催�

●レクスポーツ実施�

●各種競技大会の実施�

●各種イベント情報の提供�

�

健康づくりメニューの提供�

●健康チャレンジ運動の展開�

　（食事･運動等のメニュー情報の提供）�

●健康セミナーの開催�

●健康･体力づくり情報の提供�

�

対象施策�

全社いきいき
キャンペーン
の展開�

●2）データに基づく個別指導（二次予防の充実）�

目標測定値�生涯健康管理の動機付け� 対象施策�

保健指導の充実�

●高脂血症予備軍に対する個別指導�

●生活習慣病所見者に対する保健指導�

●健康教育会の開催�

※食事・運動療法の積極的な展開、過去
　の成功事例の共有化�

健康管理室未設置先に対する�
保健指導�

●巡回健康相談の実施�

●有所見者に対するメール等による指導、

　フォローの実施�

�

高脂血症、糖尿病等
の所見率の減少�
�

生活習慣改善と生活
習慣病患者の減少�

生活習慣病予備軍
（生活習慣改善による
著しい効果が見込める）�

自他覚症状あり�
（投薬治療、生活改善
により悪化させない）�

所
見
者
の
増
加
�

全社いきいき
キャンペーン
の展開�

（対象疾患所見率の10％減）�
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社会性報告�

1 地域の環境美化活動� 2 環境保全啓発の取り組み�

　東京支社（幕張）では、2001年８月に

環境イベント“クリーン＆グリーン・サマー

フェスティバル”を開催。環境をテーマに

ミニソーラーカーの作成教室や、環境映

画の上映を行い環境意識の高揚に努

めました。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　総合開発センター（天理）では、2001

年７月～８月にかけて「夏休み親子見学会」

の中で、太陽電池を作る催しを開催。技

術本部が研究開発中の「色素増感型

有機太陽電池」をテーマに大人から子

供まで楽しめる実習内容となりました。�

　シャープでは、1998年よりグリーンマイ

ンドキャンペーンの一環として、毎月１回

のペースで環境市民活動を実施してき

ました。�

　全国の事業所では、所在地周辺の清

掃活動を定期的に継続しています。�

　本社では、1994年より毎年環境市民

活動を実施。福山事業所第２工場では、

工場前から最寄り駅までの道路沿い美

化運動に取り組み、従業員の環境保全

意識の向上とモラルアップに努めています。�

　これらの、通勤路や地域の幹線道路

の清掃活動は、参画する従業員自身の

環境市民意識を育むとともに、地元住民

の方 と々の良いコミュニケーションの機会

にもなっています。�

　また、行政主催の清掃活動にも積極

的に参加し、地元企業として地域の環

境保全に協力しています。�

　大和川は、笠置山地にその水源を発し、

奈良盆地の幾つかの支流を集めて大

阪湾に注ぐ一級河川です。しかし国土

交通省の調査によると、水質（ＢＯＤ値）は、

日本の一級河川の中でワースト１とされ

ています。�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

　2002年３月に実施された「大和川クリ

ーンキャンペーン」では、近畿地方整備局、

奈良新聞社が主催となって各自治体・ボ

ランティアを中心に大和川の清掃活動が

行われました。キャンペーンは大阪府下

10会場、奈良県下５会場で２日に分けて

実施。シャープでは、奈良県下に３つの

事業所があることから、社内のイントラネ

ットを通してキャンペーンへの参加を募り、

布留川・葛城川の両会場に従業員が参

加しました。�

　今後も地域のボランティア活動に積極

的に参加し、地元の皆様との交流を深

めていきたいと考えています。�

�

�

�

�

ボランティア清掃活動� 大和川クリーンキャンペーン�

太陽電池を作る体験学習�

クリーン＆グリーン・サマーフェスティバル�
�
�

奈良県御所市の葛城川会場でも、従業員とその家族が参
加し清掃活動を行いました。�

太陽光発電池の仕組みを応用した「ミニソーラーカーの作
成教室」�

アメリカンチェリーという身近な材料を使っての企画は読売
新聞夕刊の１面にも紹介され、大きな反響を呼びました。�
�

回収したゴミの総量520Kg

成
果�

清掃活動は、地元住民の方 と々のコミ
ュニケーションの場ともなっています。�
�

　「エコメッセちば」（幕張新都心）は、

企業・市民・行政が協働で実行委員会

を組織し、環境保全活動の発表の場と

して1996年より毎年開催しています。�

　シャープでは実行委員会発足時から

その中心メンバーとして参画し、従業員

がボランティアで運営を支えています。

2001年度は、住宅用太陽光発電システ

ムの提案や、親子ソーラーカー工作教

室を出展しました。�

�

3 環境行政との協働�

●2001年度のエコメッセちば賛同行事�

エコパークのエコアップ（10/13）　環境シンポジウム2001千葉会議（10/21）　企業環境セミナー（10/26）
エコバザール・エコ展示・エコステージ〔環境ウルトラクイズ〕（11/3･4）　エコレストラン〔ホテル〕（11/4）�
こども環境会議ちば2001（11/4）　ベイタウン･フォーラムVol.4（11/10）　ＷＢＧアトリウムコンサート（10/16･11/5）�

2001年度のエコメッセちばメインゲート� 会場では、ソーラーカーの工作教室を開催しました。�

フェスティバルは各事業所地域の恒例行事として浸透。�

従業員と地域社会との交流の祭典となっています。�
�

授業ではＳＭＣＡの
事業内容について
紹介しています。�

アメリカ東海岸を
巡回する「ジャン
の希望の家」�
�

1 企業見学・工場見学の受入れ�

　シャープでは、修学旅行等の企業見

学や工場見学の依頼に応え、企業市民

活動を推進しています。�

　東京支社（幕張）のハイテクノロジー

ホールや、総合開発センター（天理）の

歴史ホール、技術ホールでは、夏休みを

利用した催しを企画し、学校教育や進

路指導にご利用頂いています。また三

重事業所等へは、行政関係者等多数の

方 に々ご見学頂いています。�

2 福利厚生施設の一般開放�

　シャープでは、グランド・テニスコート・体

育館等を従業員だけでなく、地域団体（少

年野球・サッカー・ママさんバレー等）を

中心に開放し、ご利用頂いています。�

3 シャープフェスティバルの開催�

　シャープでは、従来従業員とその家族

を対象に開催されてきた文化祭や体育

祭を、十数年前より地域交流の場として

開放しています。�

　現在では、地域イベントとのジョイント

企画等も増え、各事業所地域の恒例行

事として浸透し、地元の方 と々の交流の

場となっています。�

�

�

�

4 グローバルな支援・協賛活動�

　米国のＳＭＣＡ※1では、20年前より地

元メンフィス市内の学校を「仕事を学ぶ日」

に合わせて訪問し、授業を行いＡＶ機器

の寄贈を続けています。またＳＥＣ※2は、

2001年夏「全米がんを知る会」主催の

キャンペーンで水上ショーハウス「ジャン

の希望の家」のスポンサーになりました。

同会では、この船で東海岸主要都市を

巡り、ホスピス事情のＰＲやキャンペーン

資金を募るツアーを実施しており、その

模様はＮＢＣや「USA TODAY」をはじ

め多くのマスコミで紹介されました。�

※1 米国の生産会社　※2 米国の販売会社�
�
�

1．環境市民としての取り組み�
シャープでは、従業員一人ひとりの環境市民意識の向上を目指し、各事業所毎に地域社会に貢献する環境活動を実践しています。�

従業員自身が環境保全について自ら考え、一人ひとりの行動において実践することで、社会に貢献していきたいと考えています。�

2．企業市民としての取り組み（地域社会との交流）�
シャープでは、文化・福祉の向上を目指し、各事業所での様々な活動を通して地域社会との“相互繁栄”に努めています。�

地域社会との交流を通し、国内・海外を問わず、広く企業市民としての責務を果たしていきたいと考えています。�
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事業の概要�
経済性報告�

1 4つの重点事業領域� 2 9つの戦略的強化事業� 1 当期の事業実績� 2 今後の事業展開�

　当期（2001年4月～2002年3月）のわ

が国経済は、雇用・所得環境の悪化に

よる個人消費の低迷や、民間設備投資

の減少などもあって、大変厳しい状況が

続きました。一方、海外についても、米国

をはじめ欧州やアジア諸国の経済に減

速傾向が見られる中、米国同時多発テ

ロ事件が発生し、さらに後退感を深めま

した。期の終盤に至り、米国景気に一部

回復の兆しが見られましたが、総じて、

かつてない厳しい経済環境が続きました。

　こうした中、当社では、“モノづくりによ

って社会貢献を果たす”というメーカー

の原点に立ち返り、２１世紀にふさわしい

オンリーワン商品の創出や、これを支え

る独自特長デバイスの開発強化を図りま

した。商品分野では、液晶カラーテレビ“ア

クオス（ＡＱＵＯＳ）”をはじめ、原音を忠

実に再現する１ビットデジタルオーディオ“ア

ウビィ（Ａｕｖｉ）”、薄型・軽量のモバイル

ノートパソコン“ＭＵＲＡＭＡＳＡ”、ＴＦＴ�

液晶やモバイルカメラ搭載の携帯電話

など、オンリーワン商品の積極展開に取

り組みました。また、デバイス分野では、

広視野角・高速応答のＡＳＶ液晶や低

消費電力の反射型液晶、さらには、携帯

電話用高品位ＣＭＯＳイメージャや太陽

電池等の事業拡大など、引き続き積極

的な事業活動を推進してまいりました。�

　しかしながら、当期の連結売上高は、

国内が、個人消費の冷え込み等により、

前期比14.4％減の9,836億円、海外は、

世界的な景気低迷の影響を受け、5.0％
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1兆8,037億円にとどまりました。また、利
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中心に投資有価証券売却損・評価損

が発生したことから、70.6％減の113億

円となりました。�

　まず、商品事業については、液晶カラ

ーテレビのラインアップの拡充や海外で

の積極展開を図ると共に、三重県亀山

市において大型液晶カラーテレビの最
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携帯電話については、次世代機の投入

や欧米諸国への展開など事業拡大を

進めるほか、白物家電についても、プラ

ズマクラスターイオン技術など、独自技術

を核とした高付加価値商品の拡充によ

り新たな成長をめざします。�

　一方、デバイス事業では、オンリーワン

液晶の徹底推進による競争力の強化に

努め、特に、次世代液晶として期待の大

きい「システム液晶」については、天理

工場にて量産を開始すると共に、三重

第３工場を新たに建設します。また、ＩＣ・

電子部品事業では、事業の“選択と集中”

を加速させ、成長分野での特長デバイ

スの開発強化に努めるほか、地球環境

への関心の高まりと共に成長が期待さ

れる太陽電池等、世界Ｎo.１デバイスの

積極的な拡大に取り組みます。�

�

　将来にわたり、安定した成長を実現し

ていくためには、外部環境の変化に対

応した事業構造の変革が必要です。シ

ャープは、事業構造の変革を進めるにあ

たり、まず重点事業領域（ビジネスドメイン）

を4つに絞り、変革の方向性を定めました。�

　4つの重点事業領域でシャープの優位性を最大限に発揮できる「戦略的強化事業」

を9つ定め、経営資源を重点配分していきます。�
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グを含めた高付加価値の「ビジネスソリューション」
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取り組みます。�

�

�

�

次世代サービスに対応した移動体通信端末の開
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販売・サービス体制を構築します。�
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金融、交通、教育、医療など、多様な分野への展

開を進め、当社独自のセキュリティ機能を活用し、
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事業の概要�
経済性報告�
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デバイスとの融合により、用途提案型の新市場

開拓を積極的に行ってまいります。�

�

�

�

金融、交通、教育、医療など、多様な分野への展

開を進め、当社独自のセキュリティ機能を活用し、

ネットワーク社会へ貢献してまいります。�

�

�

�

ユビキタスネットワーク時代のキーデバイスとして、

事業の拡大をめざします。�
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事業所別の環境データ�

データ編�

栃木事業所�

： 栃木県矢板市早川町174番地�
： 326,000m2�

： 1968年4月�
： ＡＶシステム事業本部�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

●ＣＯＤ、窒素、リンの排水基準が定められている湖沼または海域への放流はありません�

●－は対象有害物質の使用がないため測定対象外の項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.0�

10�

－�

15�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

100�

－�

－�

�

�

6.8～7.5�

2.8�

－�

4.4�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0�

－�

－�

�

5.8～8.6�

25�

25�

50�

5�

10�

1�

3�

5�

3�

3�

2�

8�

3,000�

20�

2

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�
�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

5.8～8.0�

21�

39�

50�

�

6.5～8.5�

5�

15�

10�

�

7.5�

19.6�

38.1�

20.5�

�

7.9�

4.9�

14.8�

8�

�－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

1,000�

60�

8�

�

�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

�60�

52.1�

6.39

54�

31.9�

3.58

5.8～8.6�

160�

50�

90�

5�

8�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

6�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）�条例（県）�

社内管理�

本部工場� 本部工場�第３工場� 第３工場�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

ボイラー�

6.0�

170�

80

0.13�

110�

3

17.5�

250�

300

17.5�

250�

300

K値�

ppm�

mg/Nm3

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

ボイラー�

1.0�

150�

60

0.11�

75�

10

－�

－�

－�

�

3.8�

180�

300

K値�

ppm�

mg/Nm3

ＰＲＴＲ�

●ＰＲＴＲ対象物質で500kg超の取扱量のものはありません。�

ＰＲＴＲ�

●ＰＲＴＲ対象物質で500kg超の取扱量のものはありません。�

2001年度�
実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

●－は当該時間帯での関係設備の運転がないため測定対象外です。�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

－�

61.9�

－�

－�

30�

－�

65�

70�

65�

60�

65�

60

－�

65�

－�

－�

60�

－�

八尾事業所�

： 大阪府八尾市北亀井3丁目1番72号�
： 132,330m2�
： 1959年7月�
： 電化システム事業本部�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

広島事業所�

： 広島県東広島市八本松飯田2丁目13番1号�
： 81,500m2�
： 1967年6月�
： 通信システム事業本部・ＡＶシステム事業本部オーディオ事業部�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

： 広島県東広島市八本松東4丁目3番30号�
： 47,500m2�
： 1986年6月�
： 電子部品事業本部部品事業部�
�
�
�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

奈良事業所�

： 奈良県大和郡山市美濃庄町492番地�
： 119,949m2�
： 1960年�
： 情報システム事業本部・ドキュメントシステム事業本部・モバイル液晶事業本部�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
 実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

ボイラー�

1.0�

135�

50

0.12�

88�

2

17.5�

180�

100

17.5�

180�

100

K値�

ppm�

mg/Nm3

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間（深夜）�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

48�

58�

48�

44�

53�

46

50�

60�

50�

45�

60�

55

50�

60�

50�

45�

60�

55

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

3.69�

5.87�

0.50

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.4�

20�

20�

20�

2�

2�

1�

0.05�

1�

3�

1�

0.1�

10�

2,500�

60�

8�

50

6.4～8.2�

4�

17�

2�

－�

 不検出�

0.3�

0.04�

0.07�

0.37�

0.36�

不検出�

2.8�

260�

11�

0.81�

7.1

5.8～8.6�

70�

160�

100�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100

規制値（最大値）� 2001年度�
 実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

            硝酸性窒素含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●以下の健康項目は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。      �
　カドミウム含有量、シアン含有量、鉛含有量、六価クロム含有量、水銀含有量、トリクロロエチレン含有量、テトラ
　クロロエチレン含有量、四塩化炭素含有量、ジクロロメタン含有量、1,2-ジクロロエタン含有量、1,1,1-トリクロロ
　エタン含有量、ベンゼン含有量、セレン含有量、ホウ素含有量�

健康項目�

PRTR集計結果�

85

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

�

0.00�

�

0.00�

�

6,174.00�

�

0.00�

�

260.00�

�

0.00�

�

329.00�

�

6,763.00�

�

クロロジフルオロメタン�
（ＨＣＦＣ－22）�

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
協定値（市）� 社内管理�

アンモニア�

塩化水素�

ppm�

ppm�

�

0.13�

0.054

5.0�

－�

0.5�

0.1

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。   �
　酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン、スチレン、キシレン、1,3,5-トリメチルベンゼン�

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
法（国）� 社内管理�

アセトアルデヒド�

�

ppm�

�
煙突 0.03未満�

�

敷地境界線0.05※�

�

煙突 １�

�※煙突換算すると、893ppm

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績（推肥化施設）�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
条例（県）� 社内管理�

硫化水素� ppm�

�
0.0010.020 0.010

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。　�
　アンモニア�
�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

0.70�

0.77�

0.15

●－は当該時間帯での関係設備の運転がないため測定対象外です。�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績（本部工場）�

騒音�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

�

dB�

dB�

dB�

dB�

�

－�

57.7�

－�

－�

�

70�

70�

70�

65�

�

－�

60�

－�

－�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績（第3工場）�

騒音�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

�

dB�

dB�

dB�

dB�

�

45.8�

50.9�

52.9�

47.3�

�

60�

60�

60�

50�

�

58�

58�

58�

48�

�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（府）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

窒素酸化物�

ばいじん�ボイラー�

60�

15

33�

3

150�

50

150�

50

ppm�

mg/Nm3

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

●ＣＯＤ、窒素、リンの排水基準が定められている湖沼または海域への放流はありません�

水質測定実績（下水道法）�

6.1～7.9�

150�

－�

150�

3�

10�

－�

－�

2.5�

－�

1�

－�

5�

－�

－�

－�

�

�

�

6.8～7.7�

110�

－�

120�

2.0�

11�

0.005未満�

0.022�

1.8�

0.64�

0.15�

0.04�

0.7�

－�

－�

－�

�

�

�

5.7～8.7�

300�

－�

300�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

－�

－�

－�

�

�

�

5.7～8.7�

300�

－�

300�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

－�

－�

－�

�

�

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（市）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務のない項目です。�
●以下の健康項目は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。カドミウム、全シアン、有機リン、鉛、六価ク
　ロム、ひ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、シス1,2-ジク
　ロロエチレン�

本
部
工
場�

第
3
工
場�

PRTR集計結果�

68�

101�

224�

230�

252�

283�

311

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

338.94�

0.00 

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

131.71�

8,736.25�

0.00�

117.72�

172.40�

0.00�

28.55

527.01�

0.00�

0.00�

5,767.48�

176.19�

0.00�

1,517.40

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

13.26�

3,426.98�

0.00

0.00�

0.00�

811.43�

0.00�

869.48�

0.00�

0.00

0.07�

459.81�

90.17�

0.00�

0.00�

0.00�

0.01

658.79�

9,196.06�

901.60�

5,885.20�

1,231.33�

3,765.92�

1,545.97

クロム及び3価クロム化合物�

酢酸2－エトキシエチル�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

鉛及びその化合物�

砒素及びその無機化合物�

フッ化水素及びその水溶性塩�

マンガン及びその化合物�

pH pH

pH

pH
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事業所別の環境データ�

データ編�

栃木事業所�

： 栃木県矢板市早川町174番地�
： 326,000m2�

： 1968年4月�
： ＡＶシステム事業本部�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

●ＣＯＤ、窒素、リンの排水基準が定められている湖沼または海域への放流はありません�

●－は対象有害物質の使用がないため測定対象外の項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.0�

10�

－�

15�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

100�

－�

－�

�

�

6.8～7.5�

2.8�

－�

4.4�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0�

－�

－�

�

5.8～8.6�

25�

25�

50�

5�

10�

1�

3�

5�

3�

3�

2�

8�

3,000�

20�

2

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�
�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

5.8～8.0�

21�

39�

50�

�

6.5～8.5�

5�

15�

10�

�

7.5�

19.6�

38.1�

20.5�

�

7.9�

4.9�

14.8�

8�

�－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

1,000�

60�

8�

�

�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

�60�

52.1�

6.39

54�

31.9�

3.58

5.8～8.6�

160�

50�

90�

5�

8�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

6�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）�条例（県）�

社内管理�

本部工場� 本部工場�第３工場� 第３工場�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

ボイラー�

6.0�

170�

80

0.13�

110�

3

17.5�

250�

300

17.5�

250�

300

K値�

ppm�

mg/Nm3

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

ボイラー�

1.0�

150�

60

0.11�

75�

10

－�

－�

－�

�

3.8�

180�

300

K値�

ppm�

mg/Nm3

ＰＲＴＲ�

●ＰＲＴＲ対象物質で500kg超の取扱量のものはありません。�

ＰＲＴＲ�

●ＰＲＴＲ対象物質で500kg超の取扱量のものはありません。�

2001年度�
実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

●－は当該時間帯での関係設備の運転がないため測定対象外です。�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

－�

61.9�

－�

－�

30�

－�

65�

70�

65�

60�

65�

60

－�

65�

－�

－�

60�

－�

八尾事業所�

： 大阪府八尾市北亀井3丁目1番72号�
： 132,330m2�
： 1959年7月�
： 電化システム事業本部�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

広島事業所�

： 広島県東広島市八本松飯田2丁目13番1号�
： 81,500m2�
： 1967年6月�
： 通信システム事業本部・ＡＶシステム事業本部オーディオ事業部�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

： 広島県東広島市八本松東4丁目3番30号�
： 47,500m2�
： 1986年6月�
： 電子部品事業本部部品事業部�
�
�
�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

奈良事業所�

： 奈良県大和郡山市美濃庄町492番地�
： 119,949m2�
： 1960年�
： 情報システム事業本部・ドキュメントシステム事業本部・モバイル液晶事業本部�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
 実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

ボイラー�

1.0�

135�

50

0.12�

88�

2

17.5�

180�

100

17.5�

180�

100

K値�

ppm�

mg/Nm3

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間（深夜）�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

48�

58�

48�

44�

53�

46

50�

60�

50�

45�

60�

55

50�

60�

50�

45�

60�

55

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

3.69�

5.87�

0.50

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.4�

20�

20�

20�

2�

2�

1�

0.05�

1�

3�

1�

0.1�

10�

2,500�

60�

8�

50

6.4～8.2�

4�

17�

2�

－�

 不検出�

0.3�

0.04�

0.07�

0.37�

0.36�

不検出�

2.8�

260�

11�

0.81�

7.1

5.8～8.6�

70�

160�

100�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100

規制値（最大値）� 2001年度�
 実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

            硝酸性窒素含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●以下の健康項目は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。      �
　カドミウム含有量、シアン含有量、鉛含有量、六価クロム含有量、水銀含有量、トリクロロエチレン含有量、テトラ
　クロロエチレン含有量、四塩化炭素含有量、ジクロロメタン含有量、1,2-ジクロロエタン含有量、1,1,1-トリクロロ
　エタン含有量、ベンゼン含有量、セレン含有量、ホウ素含有量�

健康項目�

PRTR集計結果�

85

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

�

0.00�

�

0.00�

�

6,174.00�

�

0.00�

�

260.00�

�

0.00�

�

329.00�

�

6,763.00�

�

クロロジフルオロメタン�
（ＨＣＦＣ－22）�

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
協定値（市）� 社内管理�

アンモニア�

塩化水素�

ppm�

ppm�

�

0.13�

0.054

5.0�

－�

0.5�

0.1

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。   �
　酢酸エチル、メチルイソブチルケトン、トルエン、スチレン、キシレン、1,3,5-トリメチルベンゼン�

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
法（国）� 社内管理�

アセトアルデヒド�

�

ppm�

�
煙突 0.03未満�

�

敷地境界線0.05※�

�

煙突 １�

�※煙突換算すると、893ppm

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績（推肥化施設）�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
条例（県）� 社内管理�

硫化水素� ppm�

�
0.0010.020 0.010

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。　�
　アンモニア�
�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

0.70�

0.77�

0.15

●－は当該時間帯での関係設備の運転がないため測定対象外です。�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績（本部工場）�

騒音�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

�

dB�

dB�

dB�

dB�

�

－�

57.7�

－�

－�

�

70�

70�

70�

65�

�

－�

60�

－�

－�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績（第3工場）�

騒音�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

�

dB�

dB�

dB�

dB�

�

45.8�

50.9�

52.9�

47.3�

�

60�

60�

60�

50�

�

58�

58�

58�

48�

�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（府）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

窒素酸化物�

ばいじん�ボイラー�

60�

15

33�

3

150�

50

150�

50

ppm�

mg/Nm3

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

●ＣＯＤ、窒素、リンの排水基準が定められている湖沼または海域への放流はありません�

水質測定実績（下水道法）�

6.1～7.9�

150�

－�

150�

3�

10�

－�

－�

2.5�

－�

1�

－�

5�

－�

－�

－�

�

�

�

6.8～7.7�

110�

－�

120�

2.0�

11�

0.005未満�

0.022�

1.8�

0.64�

0.15�

0.04�

0.7�

－�

－�

－�

�

�

�

5.7～8.7�

300�

－�

300�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

－�

－�

－�

�

�

�

5.7～8.7�

300�

－�

300�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

－�

－�

－�

�

�

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（市）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務のない項目です。�
●以下の健康項目は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。カドミウム、全シアン、有機リン、鉛、六価ク
　ロム、ひ素、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、シス1,2-ジク
　ロロエチレン�

本
部
工
場�

第
3
工
場�

PRTR集計結果�

68�

101�

224�

230�

252�

283�

311

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

338.94�

0.00 

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

131.71�

8,736.25�

0.00�

117.72�

172.40�

0.00�

28.55

527.01�

0.00�

0.00�

5,767.48�

176.19�

0.00�

1,517.40

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

13.26�

3,426.98�

0.00

0.00�

0.00�

811.43�

0.00�

869.48�

0.00�

0.00

0.07�

459.81�

90.17�

0.00�

0.00�

0.00�

0.01

658.79�

9,196.06�

901.60�

5,885.20�

1,231.33�

3,765.92�

1,545.97

クロム及び3価クロム化合物�

酢酸2－エトキシエチル�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

鉛及びその化合物�

砒素及びその無機化合物�

フッ化水素及びその水溶性塩�

マンガン及びその化合物�

pH pH

pH

pH



53 54

データ編�

新庄事業所�

： 奈良県北　城郡新庄町薑282番1�
： 73,905m2�
： 1981年3月�
： 電子部品事業本部・ソーラーシステム事業本部�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

悪臭物質測定実績�

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。   �
　アンモニア、キシレン�
�

悪臭物質測定実績�

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。   �
　アンモニア、キシレン�
�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.0�

19�

8�

13�

1�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

7�

－�

60�

4�

�

6.8�

9.0�

2.8�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

0.026�

不検出�

不検出�

3.9�

不検出�

47.0�

不検出�

�

5.8～8.6�

25�

10�

90�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

8�

3,000�

120�

16�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●健康項目の使用実績はありません。�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.0�

18�

18�

50�

3�

3�

1�

1�

2�

2�

0.5�

0.5�

6�

200�

90�

3�

�

7.7�

15�

14�

5.8�

不検出�

不検出�

0.079�

0.005�

0.046�

0.04�

0.013�

0.02�

4.3�

65�

44�

1.0�

�

5.8～8.6�

70�

160�

100�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�
�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

5.8～8.6�

10�

10�

10�

1�

1�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0.5�

3,000�

5�

－�

�

6.2～8.2�

1.8�

3.1�

0.5�

0.5�

0.5�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0.1�

0�

3.1�

－�

�

5.8～8.6�

20�

20�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

6.4～7.5�

1.6�

1.1�

不検出�

不検出�

不検出�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0.1以下�

0�

2.9�

0.9�

�

�

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）�条例（県）�地域協定�社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

窒素酸化物�

ばいじん�
冷温水発生機�
（ＬＰＧ）�
�

98�

12

58�

2.1

－�

－�

�

150�

100

ppm�

mg/Nm3

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

窒素酸化物�

ばいじん�

フッ素及びその化合物�

�

ボイラー�

75�

40�

3�

�

69�

測定限界値1以下�

測定限界値0.02以下�

�

100�

50�

高効率な処理�

�

150�

100�

－�

�

ppm�

mg/Nm3�

ppm�

�

2001年度�
実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

57�

57�

57�

54�

28�

26�

�

65�

70�

65�

55�

65�

60�

�

64�

67�

64�

55�

38�

30�

�

三重事業所�

： 三重県多気郡多気町大字五佐奈1177番地の1�
： 344,000m2�
： 1995年10月�
： AVC液晶事業本部・モバイル液晶事業本部�
�
�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

天理事業所�

： 奈良県天理市櫟本町2613番地1�
： 220,000m2�
： 1970年3月�
： モバイル液晶事業本部・ＩＣ事業本部・技術本部・生産技術開発推進本部�
�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

50以下�

50以下�

50以下�

50以下※�

30以下�

30以下�

�

60�

60�

60�

50�

65�

60�

�

55�

60�

55�

50�

35�

35�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

53�

56�

53�

49�

20以下�

20以下�

�

55�

60�

55�

50�

65�

60�

�

55�

60�

55�

50�

65�

60�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

7.13�

18.56�

0.85�

�

PRTR集計結果�

16�

63�

67�

101�

224�

266�

283�

346�

�

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

1485.35�

0.00

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

10.40�

169.60�

1,100.02�

7,190.30�

798.56�

31,191.11�

24.00�

551.30�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.20�

0.00�

18.43�

�

13,918.06�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

5,814.00�

20,058.50�

0.00�

�

268,294.34�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

32,718.57�

0.00�

�

197.70�

537.13�

0.02�

4,107.05�

2,528.66�

2,175.17�

0.00�

0.00

282,420.50�

706.73�

1,100.04�

11,297.35�

3,327.22�

39,180.48�

54,288.15�

569.73�

�

2－アミノエタノール�

キシレン�

クレゾール�

酢酸2－エトキシエチル�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

フェノール�

フッ化水素及びその水溶性塩�

モリブデン及びその化合物�

�

PRTR集計結果�

16�

260�

283�

�

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

�

6,000.00�

4,589.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

�

193,358.00�

100.00�

3,340.00�

�

1,732,849.00�

0.00�

18,949.00�

�

39.00�

0.00�

0.00�

�

1,932,246.00�

4,689.00�

22,289.00�

�

2－アミノエタノール�

ピロカテコール（別名カテコール）�

フッ化水素及びその水溶性塩�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

0.97�

2.58�

0.97�

�

福山事業所�

： 広島県福山市大門町旭1番地�
： 210,000m2�
： 1985年2月�
： ＩＣ事業本部�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.4�

－�

10以下�

10以下�

2.5以下�

15以下�

2.5以下�

1.5以下�

2.5以下�

5以下�

5以下�

1以下�

7.5以下�

 1,500以下（生活排水）�

40�

1以下�

40

6.4～7.1�

－�

3.7�

2.0�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

0.02�

不検出�

不検出�

不検出�

6.6�

1�

28�

0.13�

6.14

海5.8～8.6�

－�

15�

20�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

15�

－�

－�

－�

100

海5.0～9.0�

－�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
 実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 協定値（市）�

海5.5～9.0�

－�

15�

200�

－�

20�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100

条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

  硝酸性窒素・亜硝酸性窒素・アンモニア性窒素含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●以下の健康項目は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。       �
　カドミウム及びその他化合物、シアン化合物、有機リン化合物、鉛及びその他、六価クロム化合物、ひ素及びそ
　の化合物、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、
　1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン、シス-1,2ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエ
　タン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、ホウ素�

健康項目�

PRTR集計結果�

16�

101�

172�

260�

266�

283

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�
�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

22,158.34�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

130,436.84�

736.44�

2,891.04�

755.13�

4,651.22�

0.00�

�

0.00�

0.00�

36,087.00�

0.00�

0.00�

133,557.90�

�

1,986.36�

2,357.79�

6.96�

0.00�

2,998.78�

0.00�

�

132,423.20�

3,094.23�

38,985.00�

755.13�

7,650.00�

155,716.24�

�

2－アミノエタノール�

酢酸2－エトキシエチル�

Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）�

ピロカテコール（別名カテコール）�

フェノール�

フッ化水素及びその水溶性塩�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

6.8�

83.3�

0.098�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

0.53�

6.41�

0.04�

�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 協定値（市）� 社内管理�

2001年度�
 実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

�
窒素酸化物�

ばいじん�

硫酸�

ボイラー�

0.05�

0.029�

100�

5�

2.5

0.034�

0.020�

78�

1.5�

0.47

3�

1.75�

100�

50�

（県）10（市）5.0

－�

2.34�

150�

100�

－�

ppb（着地濃度）�

ppb（Ｋ値）�

ppm�

mg/Nm3�

mg/Nm3その他洗浄装置�

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。フッ素及びその化合物�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
 実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

フッ素及びその化合物�

硫酸�

�

ボイラー�

0.07�

120�

50�

0.005�

0.03�

�

0.03�

87�

25�

0.0008�

0.0163�

�

－�

－�

－�

－�

－�

�

1.06�

180�

250�

－�

－�

�

ppb�

ppm�

mg/Nm3�

mg/Nm3�

mg/Nm3その他洗浄装置�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

協定値（市）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

49.0�

49.9�

49.4�

44.7※�

20.6�

23.5�

�

50�

55�

50�

45�

60�

55�

�

50�

55�

50�

45�

45�

45�

�※車両通行等の暗騒音の影響あり。�

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
条例（県）� 社内管理�

アンモニア�

�

ppm�

�
0.1以下�1.0以下�

協定値（市）�

※� 0.1以下�

※協定値（市）については、付近住民の多数が不快と感じないよう十分な防止対策を講じる（協定書･覚書）と定
　めています。�

PRTR集計結果�

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

�
0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

579.07�

�

0.00�

�
0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.00�

�
0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

863.86

9.95�

�
726.41�

4,218.80�

596.91�

1,665.66�

442.54�

10,805.41�

�

984.92�

�
0.00�

0.00�

10,296.16�

0.00�

6,932.00�

0.00�

�

0.00�

�
951.66�

5,529.01�

0.00�

1,879.85�

0.00�

49,058.56�

�

0.00�

�
0.00�

28.84�

947.88�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

�
577.10�

2,426.87�

0.00�

119.64�

0.00�

0.00�

�

ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂�
（液状のものに限る。）�

エチルベンゼン�

キシレン�

銀及びその水溶性化合物　�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

鉛及びその化合物　�

フッ化水素及びその水溶性塩�

�

994.87�

�
2,255.17�

12,203.52�

11,840.95�

3,665.15�

7,374.54�

61,306.90�

�

30�

�
40�

63�

64�

224�

230�

283�

�

※車両通行等の暗騒音の影響あり。�
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データ編�

新庄事業所�

： 奈良県北　城郡新庄町薑282番1�
： 73,905m2�
： 1981年3月�
： 電子部品事業本部・ソーラーシステム事業本部�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

悪臭物質測定実績�

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。   �
　アンモニア、キシレン�
�

悪臭物質測定実績�

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。   �
　アンモニア、キシレン�
�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.0�

19�

8�

13�

1�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

7�

－�

60�

4�

�

6.8�

9.0�

2.8�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

0.026�

不検出�

不検出�

3.9�

不検出�

47.0�

不検出�

�

5.8～8.6�

25�

10�

90�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

8�

3,000�

120�

16�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●健康項目の使用実績はありません。�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.0�

18�

18�

50�

3�

3�

1�

1�

2�

2�

0.5�

0.5�

6�

200�

90�

3�

�

7.7�

15�

14�

5.8�

不検出�

不検出�

0.079�

0.005�

0.046�

0.04�

0.013�

0.02�

4.3�

65�

44�

1.0�

�

5.8～8.6�

70�

160�

100�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●健康項目の使用実績はありません。�
�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

5.8～8.6�

10�

10�

10�

1�

1�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0.5�

3,000�

5�

－�

�

6.2～8.2�

1.8�

3.1�

0.5�

0.5�

0.5�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0.1�

0�

3.1�

－�

�

5.8～8.6�

20�

20�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

5.8～8.6�

160�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

�

6.4～7.5�

1.6�

1.1�

不検出�

不検出�

不検出�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

0.1以下�

0�

2.9�

0.9�

�

�

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）�条例（県）�地域協定�社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

生
活
環
境
項
目�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

窒素酸化物�

ばいじん�
冷温水発生機�
（ＬＰＧ）�
�

98�

12

58�

2.1

－�

－�

�

150�

100

ppm�

mg/Nm3

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
実測値（最大値）�

窒素酸化物�

ばいじん�

フッ素及びその化合物�

�

ボイラー�

75�

40�

3�

�

69�

測定限界値1以下�

測定限界値0.02以下�

�

100�

50�

高効率な処理�

�

150�

100�

－�

�

ppm�

mg/Nm3�

ppm�

�

2001年度�
実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

57�

57�

57�

54�

28�

26�

�

65�

70�

65�

55�

65�

60�

�

64�

67�

64�

55�

38�

30�

�

三重事業所�

： 三重県多気郡多気町大字五佐奈1177番地の1�
： 344,000m2�
： 1995年10月�
： AVC液晶事業本部・モバイル液晶事業本部�
�
�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

天理事業所�

： 奈良県天理市櫟本町2613番地1�
： 220,000m2�
： 1970年3月�
： モバイル液晶事業本部・ＩＣ事業本部・技術本部・生産技術開発推進本部�
�
�
�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

50以下�

50以下�

50以下�

50以下※�

30以下�

30以下�

�

60�

60�

60�

50�

65�

60�

�

55�

60�

55�

50�

35�

35�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

条例（県）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

53�

56�

53�

49�

20以下�

20以下�

�

55�

60�

55�

50�

65�

60�

�

55�

60�

55�

50�

65�

60�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

7.13�

18.56�

0.85�

�

PRTR集計結果�

16�

63�

67�

101�

224�

266�

283�

346�

�

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

1485.35�

0.00

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

10.40�

169.60�

1,100.02�

7,190.30�

798.56�

31,191.11�

24.00�

551.30�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.20�

0.00�

18.43�

�

13,918.06�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

5,814.00�

20,058.50�

0.00�

�

268,294.34�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

32,718.57�

0.00�

�

197.70�

537.13�

0.02�

4,107.05�

2,528.66�

2,175.17�

0.00�

0.00

282,420.50�

706.73�

1,100.04�

11,297.35�

3,327.22�

39,180.48�

54,288.15�

569.73�

�

2－アミノエタノール�

キシレン�

クレゾール�

酢酸2－エトキシエチル�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

フェノール�

フッ化水素及びその水溶性塩�

モリブデン及びその化合物�

�

PRTR集計結果�

16�

260�

283�

�

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

�

6,000.00�

4,589.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

�

193,358.00�

100.00�

3,340.00�

�

1,732,849.00�

0.00�

18,949.00�

�

39.00�

0.00�

0.00�

�

1,932,246.00�

4,689.00�

22,289.00�

�

2－アミノエタノール�

ピロカテコール（別名カテコール）�

フッ化水素及びその水溶性塩�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

0.97�

2.58�

0.97�

�

福山事業所�

： 広島県福山市大門町旭1番地�
： 210,000m2�
： 1985年2月�
： ＩＣ事業本部�

所 在 地 �
敷 地 面 積 �
操 業 開 始 �
関連事業本部�

水質測定実績（水質汚濁防止法令）�

6.0～8.4�

－�

10以下�

10以下�

2.5以下�

15以下�

2.5以下�

1.5以下�

2.5以下�

5以下�

5以下�

1以下�

7.5以下�

 1,500以下（生活排水）�

40�

1以下�

40

6.4～7.1�

－�

3.7�

2.0�

不検出�

不検出�

不検出�

不検出�

0.02�

不検出�

不検出�

不検出�

6.6�

1�

28�

0.13�

6.14

海5.8～8.6�

－�

15�

20�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

－�

15�

－�

－�

－�

100

海5.0～9.0�

－�

160�

200�

5�

30�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100

pH

規制値（最大値）� 2001年度�
 実測値（最大値）�項目�区

分� 単位�
法（国）� 協定値（市）�

海5.5～9.0�

－�

15�

200�

－�

20�

5�

3�

5�

10�

10�

2�

15�

3,000�

120�

16�

100

条例（県）� 社内管理�

水素イオン濃度（ｐＨ）�

生物学的酸素要求量（ＢＯＤ）�

化学的酸素要求量（COD）�

浮遊物質量（ＳＳ）�

ノルマルヘキサン抽出物質（鉱物油）�

ノルマルヘキサン抽出物質（動植物油）�

フェノール含有量�

銅含有量�

亜鉛含有量�

溶解性鉄含有量�

溶解性マンガン含有量�

クロム含有量�

フッ素含有量�

大腸菌群数�

窒素含有量�

リン含有量�

  硝酸性窒素・亜硝酸性窒素・アンモニア性窒素含有量�

生
活
環
境
項
目�

●－は規制対象外もしくは測定義務がないため実測値がない項目です。�
●以下の健康項目は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。       �
　カドミウム及びその他化合物、シアン化合物、有機リン化合物、鉛及びその他、六価クロム化合物、ひ素及びそ
　の化合物、総水銀、アルキル水銀、ＰＣＢ、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、
　1,2-ジクロロエタン、1,1-ジクロロエチレン、シス-1,2ジクロロエチレン、1,1,1-トリクロロエタン、1,1,2-トリクロロエ
　タン、1,3-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン、ホウ素�

健康項目�

PRTR集計結果�

16�

101�

172�

260�

266�

283

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

22,158.34�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

�

130,436.84�

736.44�

2,891.04�

755.13�

4,651.22�

0.00�

�

0.00�

0.00�

36,087.00�

0.00�

0.00�

133,557.90�

�

1,986.36�

2,357.79�

6.96�

0.00�

2,998.78�

0.00�

�

132,423.20�

3,094.23�

38,985.00�

755.13�

7,650.00�

155,716.24�

�

2－アミノエタノール�

酢酸2－エトキシエチル�

Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）�

ピロカテコール（別名カテコール）�

フェノール�

フッ化水素及びその水溶性塩�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

6.8�

83.3�

0.098�

�

2001年度�
 実測値（最大値）�

ＣＯＤ、窒素、リンの排出量�

単位�

ＣＯＤ�

窒素�

リン�

ｔ�

ｔ�

ｔ�

0.53�

6.41�

0.04�

�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 協定値（市）� 社内管理�

2001年度�
 実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

�
窒素酸化物�

ばいじん�

硫酸�

ボイラー�

0.05�

0.029�

100�

5�

2.5

0.034�

0.020�

78�

1.5�

0.47

3�

1.75�

100�

50�

（県）10（市）5.0

－�

2.34�

150�

100�

－�

ppb（着地濃度）�

ppb（Ｋ値）�

ppm�

mg/Nm3�

mg/Nm3その他洗浄装置�

●以下の物質は、全て定量下限値以下（検出されません）でした。フッ素及びその化合物�

大気測定実績�
規制値（最大値）�

発生施設名� 項目� 単位�
法（国）� 条例（県）� 社内管理�

2001年度�
 実測値（最大値）�

硫黄酸化物�

窒素酸化物�

ばいじん�

フッ素及びその化合物�

硫酸�

�

ボイラー�

0.07�

120�

50�

0.005�

0.03�

�

0.03�

87�

25�

0.0008�

0.0163�

�

－�

－�

－�

－�

－�

�

1.06�

180�

250�

－�

－�

�

ppb�

ppm�

mg/Nm3�

mg/Nm3�

mg/Nm3その他洗浄装置�

2001年度�
 実測値（最大値）�

騒音・振動測定実績�

騒音�

振動�

規制値（最大値）�
区分� 単位�

協定値（市）� 社内管理�

朝�

昼�

夕�

夜間�

昼�

夜間�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB�

dB

49.0�

49.9�

49.4�

44.7※�

20.6�

23.5�

�

50�

55�

50�

45�

60�

55�

�

50�

55�

50�

45�

45�

45�

�※車両通行等の暗騒音の影響あり。�

2001年度�
 実測値（最大値）�

悪臭物質測定実績�
規制値（最大値）�

悪臭物質� 単位�
条例（県）� 社内管理�

アンモニア�

�

ppm�

�
0.1以下�1.0以下�

協定値（市）�

※� 0.1以下�

※協定値（市）については、付近住民の多数が不快と感じないよう十分な防止対策を講じる（協定書･覚書）と定
　めています。�

PRTR集計結果�

化
学
物
質
名�

移 動 量 �排 出 量 �
取
扱
量�

大気へ�
の�
排出�

P�
R�
T�
R�
番
号�

（単位：kg）�
�

消
費
量�

�

リ
サ
イ
ク
ル
量�

除
去
処
理
量�

公共用�
水への�
排出�

土壌排�
出・埋立�
て処分�

下水道�
への�
移動�

事業所�
外へ�
移動�

0.00�

�
0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

579.07�

�

0.00�

�
0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00

0.00�

�
0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

0.00�

863.86

9.95�

�
726.41�

4,218.80�

596.91�

1,665.66�

442.54�

10,805.41�

�

984.92�

�
0.00�

0.00�

10,296.16�

0.00�

6,932.00�

0.00�

�

0.00�

�
951.66�

5,529.01�

0.00�

1,879.85�

0.00�

49,058.56�

�

0.00�

�
0.00�

28.84�

947.88�

0.00�

0.00�

0.00�

�

0.00�

�
577.10�

2,426.87�

0.00�

119.64�

0.00�

0.00�

�

ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂�
（液状のものに限る。）�

エチルベンゼン�

キシレン�

銀及びその水溶性化合物　�

1，3，5－トリメチルベンゼン�

鉛及びその化合物　�

フッ化水素及びその水溶性塩�

�

994.87�

�
2,255.17�

12,203.52�

11,840.95�

3,665.15�

7,374.54�

61,306.90�

�

30�

�
40�

63�

64�

224�

230�

283�

�

※車両通行等の暗騒音の影響あり。�



事業所名と表彰・賞� 商品名と表彰・賞�年号   .月�

企 業 活 動 全 般 �

年号   .月�

環境の取り組み―歴史・表彰�
歴史�
〈環境取り組み経緯〉�

● 環境技術部を設置�

● 第一回総合エネルギー委員会開催�

● フロンなど規制対策委員会設置�

● 環境担当役員・「環境対策推進部」を設置�

● シャープ環境憲章「環境保全基本規程」の制定�

● 第一回環境戦略会議を開催�

●「環境に関するボランタリープラン」を発表�

● 海外拠点「環境担当責任者」登録設置�

● オールシャープで洗浄用特定フロン全廃達成�

● 包装用塩化ビニル全廃達成�

● C-PA（化学物質事前評価）制度を構築�

●「商品アセスメントガイドライン」を改訂�

● 廃棄物ボランタリープラン目標達成�

● グリーンプロダクト創出の全社取り組み開始�

● 国内の全生産事業所で「ISO14001」取得�

● 第一回世界環境会議を開催�

●「環境安全本部」を新設 �

�

1971�
1979�
1987�
1991�
1992�
1993�
�
�
1994�
�
�
1995�
1996�
�
1997

表彰�
〈事業所〉� 〈商品〉�

TFT 液晶事業本部（天理）�
■ IPA（イソプロピルアルコール）回収精製システム�
優秀環境装置表彰（第21回）通産大臣賞�

オールシャープ�
■ 95 米国環境保護庁　成層圏オゾン保護賞�

マレーシア・セランゴール生産会社（SRAC）�
■ マレーシア　オゾン層保護賞�

イギリス・北ウェールズ生産事業本部（SUKM）�
■ 英国 発泡スチロールリサイクル賞�

総合開発センター新厚生棟�
■ 平成7年度照明普及賞　優秀施設賞�

IC 事業本部（福山）�
■ フッ素含有廃液処理技術�
科学技術庁　第56回注目発明に選定�

電子部品事業本部（新庄）�
■ 環境庁　平成9年度環境保全功労者・地球温暖化防止部門�

TFT 液晶事業本部（天理・三重）�
■ DMSO（ジメチルスルホオキシド）含有排水の回収再利用システム�
優秀環境装置表彰（第23回）通産大臣賞�

IC 事業本部（福山）�
■ リサイクル推進協議会　会長賞�

台湾・高雄生産会社（SET）�
■ 経済部管理処 産業廃棄物のリサイクル活動 優秀賞�

タイ・ナコンチャイシー生産拠点（STTM）�
■ 1997年度優良環境工場賞�

TFT 液晶事業本部（天理）�
■ リサイクル推進協議会 会長賞�

IC 事業本部（福山）�
■ リサイクル推進功労者等表彰　通産大臣賞�

奈良事業所�
■ リサイクル推進功労者等表彰　リサイクル推進協議会会長賞�

TFT 液晶事業本部　三重工場�
■ リサイクル推進功労者等表彰　リサイクル推進協議会会長賞�

台湾・高雄生産会社（SET）�
■ 環境保護優秀企業 �
■ リサイクル活動二等奨�

オールシャープ �
■ 省エネ大賞　企業特別賞�

TFT液晶事業本部　三重工場　 �
■ 第3回日本水大賞　奨励賞 �

西日本ロジスティクスセンター �
■ 第2回鉄道貨物振興奨励賞�

1995. 6�
�
�
1995.10�
�
1995.12�
�
1996. 4�
�
1996. 6�
�
1997. 4�
�
�
1997. 6�
�
1997. 6�
�
�
1997.10�
�
1997.12�
�
1998. 1�
�
1998.10�
�
1999.10�
�
1999.10�
�
1999.10�
�
1999.12�
�
�
2000. 2�
�
2001. 4�
�
2001.10 

全自動洗濯機�
■ 平成5年度省エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

冷凍冷蔵庫�
■ 平成7年度省エネバンガード21　省エネルギーセンター会長賞�

住宅用太陽光発電システム�
■ 平成8年度新エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

電気カーペット�
■ 平成8年度省エネバンガード21　省エネルギーセンター会長賞�

冷凍冷蔵庫�
■ 平成8年度省エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

ソーラー住宅システム�
■ ソーラー住宅システム　優良省エネルギー建築技術の認定�

真空断熱技術�
■ 97米国環境保護庁　成層圏オゾン保護賞�

全自動洗濯機�
■ 平成9年度省エネバンガード21　通産大臣賞�

住宅用太陽光発電システム�
■ 平成9年度新エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

液晶ナビゲーションレンジ/スーパーモバイル液晶/省エネスイッチング電源�
■ 平成10年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

融雪機能付200kW　太陽光発電システム�
■ 平成10年度新エネ大賞　通産大臣賞�

住宅用太陽光発電システム�
■ 平成10年度新エネ大賞　新エネルギー財団会長賞�

冷凍冷蔵庫(中国生産拠点SSEC生産品)�
■ 中国　国家環境保護総局　中国環境標志製品オゾン層保護貢献賞�

20型液晶ディスプレイテレビ�
■ 平成11年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

冷凍冷蔵庫�
■ 平成11年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

太陽光発電システム付環境提案型分譲住宅�
■ 平成11年度新エネ大賞　通産大臣賞 �

不揮発性メモリセルの読出し回路方式 �
■ 平成12年度近畿地方発明表彰�

冷凍冷蔵庫 �
■ 平成12年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

住宅用太陽光発電システム �
■ 平成12年度新エネ大賞 新エネルギー財団会長賞�

高密度連系太陽光発電システム標準装備分譲マンション「アドバンス21貴船」
■ 平成13年度新エネ大賞 経済産業大臣賞�

寄棟屋根対応太陽光発電システム �
■ 平成13年度新エネ大賞 新エネルギー財団会長賞�

倍速パワーオーブンレンジ（RE-VC1） �
■ 平成13年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

1994. 2�
�
1996. 2 �
�
1997. 1 �
�
1997. 1 �
�
1997. 1 �
�
1997. 3 �
�
1997.11�
�
1998. 1�
�
1998. 2 �
�
1999. 2 �
�
1999. 2 �
�
1999. 2 �
�
2000. 1 �
�
2000. 2 �
�
2000. 2 �
�
2000. 2 �
�
2000.11�
�
2001. 2  �
�
2001. 2  �
�
2002. 2  �
�
2002. 2 �
�
2002. 2 

年号� 企 業 活 動 全 般 �

● シャープ環境戦略「3G ―1R 戦略」の取り組み開始�

●「グリーンプロダクトガイドライン」の発行�

●「シャープグリーンシール」制度の導入�

●「グリーンマインドキャンペーン」開始�

●「環境報告書」の発行�

● 家電リサイクル工場「関西リサイクルシステムズ」設立�

●「環境会計システム」を試行導入�

●「グリーン調達制度」を国内全事業所に導入�

●「環境会計システム」を導入�

● 環境ソリューションビジネスの開始�

● 全社化学物質管理委員会の設置�

●「グリーンファクトリーガイドライン」を発行�

●「グリーンエンジニア研修」を開始�

●「スーパーグリーン活動」を開始�

● 国内全販売・サービス会社主要拠点「ISO14001」一括取得�

● 国内全生産事業所でゼロエミッション達成�

● 環境コンプライアンス委員会を設置 �

�

1998�
�
�
�
1999�
�
�
2000�
�
�
�
�
2001�
�
�
2002

年号�

部門別の主要商品名�

会社概要�

55 56

データ編�

社　　　名  ：  シャープ株式会社 �

本社所在地  ：  大阪市阿倍野区長池町22番22号 �

代　　　表  ：  取締役社長　町田 勝彦 �

創　　　業  ：  1912年 �

国 内 事 業  ：  主要拠点36ヵ所 �

海 外 事 業  ：  27ヵ国・地域65ヵ所 �

事 業 内 容  ：  AV機器、電化機器、通信・情報機器、電子部品などの製造・販売 �

従 業 員 数  ：  46,518人(日本 30,010人、 海外16,508人) �
　　　　　      　　※2002年3月31日現在、シャープ株式会社および連結子会社 �

資　本　金  ：  2,046億7,500万円（100万円未満は切捨）�
　　　　　      　　※2002年3月31日現在 �
�

〈商品〉�

液晶カラーテレビ、液晶ビジョン、プラズマカラーテレビ、ＣＲＴカラーテレビ、ハイビジョンテ

レビ、テレビデオ、デジタル放送受信機、ＤＶＤプレーヤー、液晶ビューカム、ビデオデッキ、デ

ジタルスチルカメラ、１ビットデジタルオーディオ、ＭＤプレーヤー、ＭＤ／ＣＤラジカセ、ＭＤ／

ＣＤステレオ、パーソナルモバイルツール、ファクシミリ、携帯電話機、ＰＨＳ電話機、コードレ

ス電話機、電子辞書、電卓�

�

冷蔵庫、電子レンジ、エアコン、洗濯機、ドラム式乾燥洗濯機、掃除機、石油暖房機器、電気暖

房機器、ＣＣＤカメラ、ホームネットワーク制御ユニット、空気清浄機、除湿機、小型調理機器�

�

パーソナルコンピュータ、ＰＯＳシステム機器、ハンディターミナル機器、電子レジスタ、ワー

クステーション、液晶カラーモニター、パソコン用ソフトウェア、デジタル複合機、静電複写機、

カラーインクジェットプリンタ・カラースキャナ等各種パソコン周辺機器、各種複合機・複写機

及びプリンタ用消耗品�

AV・通信機器�

�

�

�

�

�

電化機器�

�

�

情報機器�

〈電子部品〉�

フラッシュメモリ、複合メモリ、ＣＣＤ・ＣＭＯＳイメージャ、液晶用ＬＳＩ、アナログＩＣ、マイコン�

�

ＴＦＴ液晶ディスプレイモジュール、デューティー液晶ディスプレイモジュール、システム液晶

ディスプレイモジュール、ＥＬディスプレイモジュール�

�

電子チューナ、高周波・赤外線通信ユニット、衛星放送用部品、半導体レーザ、ホログラムレー

ザ、ＭＤピックアップ、ＤＶＤピックアップ、光半導体、レギュレータ、スイッチング電源、太陽電池、

ＬＥＤ�

�

IC�

�

液晶�

�

�

その他�

�

会社概要�



事業所名と表 彰・賞� 商品名と表彰・賞�年号   .月�

企 業 活 動 全 般 �

年号   .月�

環境の取り組み―歴史・表彰�
歴史�
〈環境取り組み経緯〉�

● 環境技術部を設置�

● 第一回総合エネルギー委員会開催�

● フロンなど規制対策委員会設置�

● 環境担当役員・「環境対策推進部」を設置�

● シャープ環境憲章「環境保全基本規程」の制定�

● 第一回環境戦略会議を開催�

●「環境に関するボランタリープラン」を発表�

● 海外拠点「環境担当責任者」登録設置�

● オールシャープで洗浄用特定フロン全廃達成�

● 包装用塩化ビニル全廃達成�

● C-PA（化学物質事前評価）制度を構築�

●「商品アセスメントガイドライン」を改訂�

● 廃棄物ボランタリープラン目標達成�

● グリーンプロダクト創出の全社取り組み開始�

● 国内の全生産事業所で「ISO14001」取得�

● 第一回世界環境会議を開催�

●「環境安全本部」を新設 �

�

1971�
1979�
1987�
1991�
1992�
1993�
�
�
1994�
�
�
1995�
1996�
�
1997

表彰�
〈事業所〉� 〈商品〉�

TFT 液晶事業本部（天理）�
■ IPA（イソプロピルアルコール）回収精製システム�
優秀環境装置表彰（第21回）通産大臣賞�

オールシャープ�
■ 95 米国環境保護庁　成層圏オゾン保護賞�

マレーシア・セランゴール生産会社（SRAC）�
■ マレーシア　オゾン層保護賞�

イギリス・北ウェールズ生産事業本部（SUKM）�
■ 英国 発泡スチロールリサイクル賞�

総合開発センター新厚生棟�
■ 平成7年度照明普及賞　優秀施設賞�

IC 事業本部（福山）�
■ フッ素含有廃液処理技術�
科学技術庁　第56回注目発明に選定�

電子部品事業本部（新庄）�
■ 環境庁　平成9年度環境保全功労者・地球温暖化防止部門�

TFT 液晶事業本部（天理・三重）�
■ DMSO（ジメチルスルホオキシド）含有排水の回収再利用システム�
優秀環境装置表彰（第23回）通産大臣賞�

IC 事業本部（福山）�
■ リサイクル推進協議会　会長賞�

台湾・高雄生産会社（SET）�
■ 経済部管理処 産業廃棄物のリサイクル活動 優秀賞�

タイ・ナコンチャイシー生産拠点（STTM）�
■ 1997年度優良環境工場賞�

TFT 液晶事業本部（天理）�
■ リサイクル推進協議会 会長賞�

IC 事業本部（福山）�
■ リサイクル推進功労者等表彰　通産大臣賞�

奈良事業所�
■ リサイクル推進功労者等表彰　リサイクル推進協議会会長賞�

TFT 液晶事業本部　三重工場�
■ リサイクル推進功労者等表彰　リサイクル推進協議会会長賞�

台湾・高雄生産会社（SET）�
■ 環境保護優秀企業 �
■ リサイクル活動二等奨�

オールシャープ �
■ 省エネ大賞　企業特別賞�

TFT液晶事業本部　三重工場　 �
■ 第3回日本水大賞　奨励賞 �

西日本ロジスティクスセンター �
■ 第2回鉄道貨物振興奨励賞�

1995. 6�
�
�
1995.10�
�
1995.12�
�
1996. 4�
�
1996. 6�
�
1997. 4�
�
�
1997. 6�
�
1997. 6�
�
�
1997.10�
�
1997.12�
�
1998. 1�
�
1998.10�
�
1999.10�
�
1999.10�
�
1999.10�
�
1999.12�
�
�
2000. 2�
�
2001. 4�
�
2001.10 

全自動洗濯機�
■ 平成5年度省エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

冷凍冷蔵庫�
■ 平成7年度省エネバンガード21　省エネルギーセンター会長賞�

住宅用太陽光発電システム�
■ 平成8年度新エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

電気カーペット�
■ 平成8年度省エネバンガード21　省エネルギーセンター会長賞�

冷凍冷蔵庫�
■ 平成8年度省エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

ソーラー住宅システム�
■ ソーラー住宅システム　優良省エネルギー建築技術の認定�

真空断熱技術�
■ 97米国環境保護庁　成層圏オゾン保護賞�

全自動洗濯機�
■ 平成9年度省エネバンガード21　通産大臣賞�

住宅用太陽光発電システム�
■ 平成9年度新エネバンガード21　資源エネルギー庁長官賞�

液晶ナビゲーションレンジ/スーパーモバイル液晶/省エネスイッチング電源�
■ 平成10年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

融雪機能付200kW　太陽光発電システム�
■ 平成10年度新エネ大賞　通産大臣賞�

住宅用太陽光発電システム�
■ 平成10年度新エネ大賞　新エネルギー財団会長賞�

冷凍冷蔵庫(中国生産拠点SSEC生産品)�
■ 中国　国家環境保護総局　中国環境標志製品オゾン層保護貢献賞�

20型液晶ディスプレイテレビ�
■ 平成11年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

冷凍冷蔵庫�
■ 平成11年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

太陽光発電システム付環境提案型分譲住宅�
■ 平成11年度新エネ大賞　通産大臣賞 �

不揮発性メモリセルの読出し回路方式 �
■ 平成12年度近畿地方発明表彰�

冷凍冷蔵庫 �
■ 平成12年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

住宅用太陽光発電システム �
■ 平成12年度新エネ大賞 新エネルギー財団会長賞�

高密度連系太陽光発電システム標準装備分譲マンション「アドバンス21貴船」
■ 平成13年度新エネ大賞 経済産業大臣賞�

寄棟屋根対応太陽光発電システム �
■ 平成13年度新エネ大賞 新エネルギー財団会長賞�

倍速パワーオーブンレンジ（RE-VC1） �
■ 平成13年度省エネ大賞 省エネルギーセンター会長賞�

1994. 2�
�
1996. 2 �
�
1997. 1 �
�
1997. 1 �
�
1997. 1 �
�
1997. 3 �
�
1997.11�
�
1998. 1�
�
1998. 2 �
�
1999. 2 �
�
1999. 2 �
�
1999. 2 �
�
2000. 1 �
�
2000. 2 �
�
2000. 2 �
�
2000. 2 �
�
2000.11�
�
2001. 2  �
�
2001. 2  �
�
2002. 2  �
�
2002. 2 �
�
2002. 2 

年号� 企 業 活 動 全 般 �

● シャープ環境戦略「3G ―1R 戦略」の取り組み開始�

●「グリーンプロダクトガイドライン」の発行�

●「シャープグリーンシール」制度の導入�

●「グリーンマインドキャンペーン」開始�

●「環境報告書」の発行�

● 家電リサイクル工場「関西リサイクルシステムズ」設立�

●「環境会計システム」を試行導入�

●「グリーン調達制度」を国内全事業所に導入�

●「環境会計システム」を導入�

● 環境ソリューションビジネスの開始�

● 全社化学物質管理委員会の設置�

●「グリーンファクトリーガイドライン」を発行�

●「グリーンエンジニア研修」を開始�

●「スーパーグリーン活動」を開始�

● 国内全販売・サービス会社主要拠点「ISO14001」一括取得�

● 国内全生産事業所でゼロエミッション達成�

● 環境コンプライアンス委員会を設置 �

�

1998�
�
�
�
1999�
�
�
2000�
�
�
�
�
2001�
�
�
2002

年号�

部門別の主要商品名�

会社概要�

55 56

データ編�

社　　　名  ：  シャープ株式会社 �

本社所在地  ：  大阪市阿倍野区長池町22番22号 �

代　　　表  ：  取締役社長　町田 勝彦 �

創　　　業  ：  1912年 �

国 内 事 業  ：  主要拠点36ヵ所 �

海 外 事 業  ：  27ヵ国・地域65ヵ所 �

事 業 内 容  ：  AV機器、電化機器、通信・情報機器、電子部品などの製造・販売 �

従 業 員 数  ：  46,518人(日本 30,010人、 海外16,508人) �
　　　　　      　　※2002年3月31日現在、シャープ株式会社および連結子会社 �

資　本　金  ：  2,046億7,500万円（100万円未満は切捨）�
　　　　　      　　※2002年3月31日現在 �
�

〈商品〉�

液晶カラーテレビ、液晶ビジョン、プラズマカラーテレビ、ＣＲＴカラーテレビ、ハイビジョンテ

レビ、テレビデオ、デジタル放送受信機、ＤＶＤプレーヤー、液晶ビューカム、ビデオデッキ、デ

ジタルスチルカメラ、１ビットデジタルオーディオ、ＭＤプレーヤー、ＭＤ／ＣＤラジカセ、ＭＤ／

ＣＤステレオ、パーソナルモバイルツール、ファクシミリ、携帯電話機、ＰＨＳ電話機、コードレ

ス電話機、電子辞書、電卓�

�

冷蔵庫、電子レンジ、エアコン、洗濯機、ドラム式乾燥洗濯機、掃除機、石油暖房機器、電気暖

房機器、ＣＣＤカメラ、ホームネットワーク制御ユニット、空気清浄機、除湿機、小型調理機器�

�

パーソナルコンピュータ、ＰＯＳシステム機器、ハンディターミナル機器、電子レジスタ、ワー

クステーション、液晶カラーモニター、パソコン用ソフトウェア、デジタル複合機、静電複写機、

カラーインクジェットプリンタ・カラースキャナ等各種パソコン周辺機器、各種複合機・複写機

及びプリンタ用消耗品�

AV・通信機器�

�

�

�

�

�

電化機器�

�

�

情報機器�

〈電子部品〉�

フラッシュメモリ、複合メモリ、ＣＣＤ・ＣＭＯＳイメージャ、液晶用ＬＳＩ、アナログＩＣ、マイコン�

�

ＴＦＴ液晶ディスプレイモジュール、デューティー液晶ディスプレイモジュール、システム液晶

ディスプレイモジュール、ＥＬディスプレイモジュール�

�

電子チューナ、高周波・赤外線通信ユニット、衛星放送用部品、半導体レーザ、ホログラムレー

ザ、ＭＤピックアップ、ＤＶＤピックアップ、光半導体、レギュレータ、スイッチング電源、太陽電池、

ＬＥＤ�

�

IC�

�

液晶�

�

�

その他�

�

会社概要�



環境報告書の信頼性確保に向けて�

シャープ株式会社　環境安全本部　環境戦略室�

〒547-0003　大阪府大阪市平野区加美南4丁目3番41号　TEL ： 06-6792-5500　FAX ： 06-6792-0012�

E-mail ： eco@sharp.co.jp�
�
�

この報告書に関する内容の�
お問い合せ先�

シャープでは、環境報告書を通して、広く皆様の

ご意見を拝聴するため、アンケートを実施してい

ます。2001年に発行した環境報告書について

皆様から貴重なご意見を頂きました。ご協力頂

いた方々に対し、厚くお礼申し上げますとともに、

ここにその内容と2002年版での改善点について

ご紹介させて頂きます。�

　�

�
　　　環境報告書をお読みになって�
　　　どのようにお感じになりましたか？�
�
�
�
�
�

�

�

◆ご意見と2002年度改善内容�

・単なる報告書ではなく知識を得るために使える

冊子になっていて良い。�

⇒今回はシャープの環境技術について特集しま

した。�

・環境の専門家でない人にも理解できるように、

分かりやすい説明がされている。その反面、専

門家からは分かりやすいが、簡単すぎるとの声も。�

⇒サイト情報の充実など、できるだけたくさんのデ

ータの開示に努めました。�

�

　　　記載内容について、�
　　　どのようにお感じになりましたか？�
�
�
�
�
�
�
�

◆ご意見と2002年度改善内容�

・必要な項目が全て網羅されている。�

⇒社会性報告・経済性報告・各サイトの情報等

更なる充実に努めました。�

・6つの環境活動ステージにのっとって構成され

ており充実している。�

・海外での取り組みでは、アジア地域での活動が

記載されていて良い。�

⇒今回も、海外の取り組み事例をできるだけたく

さん掲載しました。�

・ＬＣＡの観点に立ったデータがやや不十分。また、

社員一人ひとりが、どれほど理解して環境活動

への取り組みを行っているのか知りたい。�

⇒社員一人ひとりの知識・マインドが非常に重要

であると認識しています。今後とも、環境教育を

充実させ、報告書の中でも社員の姿を紹介して

いきたいと考えています。�

「持続可能な社会」の実現に向けたシャープの企業姿勢を示すことに重点をおきました。�

また、今回から、GRI※が提唱する持続可能性報告（Sustainability Report）の主旨に沿って、「環境」「社会」「経済」の３つの側面を掲載しました。�

掲載項目は、環境省「環境報告書ガイドライン（2000年度版）」「事業者の環境パフォーマンス指標（2000年度版）」およびＧＲＩ※の「持続可能性ガイドライン」

を参考にし、マイナス情報も含めて、活動全体を網羅しました。�

環境の専門家のみならず、商品のユーザー、事業所の近隣にお住まいの方、お取引先、NGO、学生、その他幅広い層の皆様に分かりやすくお伝えすることを

重視し、平易な文章で、図・写真などを多く盛り込むように心掛けました。2001年環境報告書のアンケートで皆様から頂いたご意見を真摯に受けとめ、内容の

改善に努めました。�

今後とも取り組みの強化と積極的な情報開示を進め、報告書の改善に努めたいと思います。�

※Global Reporting Initiative

①�

�

②�

�

③�

�

�

④�

環境報告書編集方針�

この報告書の表紙デザインは、国内外のシャープグループ従業員及びその家族を対象に募集しました。�

応募された156点の作品の中から、電化システム事業本部デザインセンター　主事　外薗 薫の作品が最優秀賞に選ばれ、採用されました。�

表紙デザインについて�

第三者認証について�

ＩＳＯ14001をベースに全社一丸となった高いレベルの環境保全活動の内容が的確に報告されています。

製造業という環境負荷の大きい事業において製品開発からリサイクルまでのあらゆる分野で総合的な環

境マネジメント活動に積極的に取り組んでいることが理解できます。 ①標準的かつ網羅的な報告項目 

②経営者の環境保全への姿勢・方針・目標の明確さ ③取り組み内容の的確さ ④パフォーマンス履歴デ

ーターの開示 ⑤理解し易さの配慮等について環境報告書として適切な内容になっていると思われます。

報告事項については、法規制対応等が新たに追加・強化されており、報告順序、報告内容等がすっきりと改

良されています。またグラフや図表も統一、改良され大幅に見易くなっています。

また、社会性報告や経済性報告等も追加され、更なる情報開示の意欲が感じら

れます。今後ともシャープが環境に配慮した企業努力の継続による成果を環境

報告書などを通じて開示して行かれることを期待しています。�

�

環境報告書に対する第三者意見 〈2002年シャープ環境報告書について〉�

よく分かる�
35％�

分かりやすい�
65％�

充実している�
65％�やや充実�

している�
15％�

やや物足りない�
20％�

長期ビジョンデータ�
特集�
目標と実績�
経営�
商品（ＧＰ）
�
�
�
�
�

5名�
6名�
4名�
6名�
7名�
�
�
�
�
�

工場（ＧＦ）�
リサイクル（ＲＢ）�
マインド（ＧＭ）�
事業所別データ�
�
�
�
�
�

4名�
4名�
6名�
2名�
�
�
�
�
�

Ｑ3．�

Ｑ4．�

Ｑ5．�

Ｑ2．�

Ｑ1．�
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《村上和隆氏の経歴》�
�

　　　報告書の内容のうち、特に印象に�
　　　残った項目は何ですか？�
�
�

�

�

�

◆ご意見�

・特集は読み物としても楽しめ、シャープならでは

の特徴があった。�

・特集が興味深かった。�

・ＧＰでは、具体的に環境に配慮している様子を

目で見ることができた。�

�

　　　報告書全体・環境活動全体に�
　　　ついてのご意見�
◆ご意見と2002年度改善内容�

・認証でなくても、第三者（一般･他業界・ＮＧＯ等）

の意見は入れるべき。�

⇒2002年度は、環境コンサルタントの村上さんに

コメントを頂きました。�

�

　　　今後シャープに期待する点�
◆ご意見�

・環境リーディングカンパニーとして、省エネ家電

製品など環境対応型商品を創出し、製品自体で

環境貢献してほしい。�

・業界を代表して3Ｒを進めてほしい。�

�

環境報告書について、必要な項目が網羅されているか、その記載内容に誤りは無いか、数値実績は適正な方法で

正しく計算されているかなど、内容の信頼性を包括的に担保する第三者認証は、読者の信頼を得る上できわめて

重要だと考えます。�

しかし当環境報告書では、第三者認証は現在行われている方法が目的に沿う最も適切なものであると判断できな

いため、取得していません。�

今後、第三者認証の審査者の資格要件、審査基準、審査方法について統一したガイドラインが発行されるなど審

査の客観性、公正性、比較可能性が整って行くと考えますのでその動向を見て導入時期、依頼先などを検討して

いきたいと考えています。�

第三者意見について�

当報告書に記載した実績については、各担当部門の責任のもと集計していますが、従来から、アンケートやインター

ネットで皆様から頂いたご意見を真摯に受け止め、次回の環境報告書で改善するなど双方向のコミュニケーション

を通じて信頼性の向上に努めてまいりました。�

今回はこれに加え、関西ＩＳＯシニア・コンサルタントネットワークの村上和隆氏に企画制作の段階で参画頂き、環境

監査や環境マネジメントシステムの構築支援などを専門的に行なわれている立場から、昨年の環境報告書の不足

点・改善すべき点について総合的にご指摘・ご指導を頂き、内容の信頼性の向上に努めました。また、完成した報

告書の記載内容の改善状況を総括して「第三者意見」を頂戴しました（下記ご参照）。�

今後は、読者との双方向のコミュニケーションを更に強化し、信頼性の向上に努めてまいります。�

関西ＩＳＯシニア・�
コンサルタントネットワーク�
地球環境保全支援 代表責任者�

村上 和隆�

●1962～1968年 東京工業大学経営工学科修了 ●1968～1978年 松下電器株式会社入社、
電子部品で管理技術習得 ●1978～1981年 エンゼル工業株式会社で開発・製造、品質管理等
全般担当 ●1982～1996年 ローム株式会社でサーマルヘッド生産管理課長、環境管理課長 ●
1997～1998年 経営コンサルタント会社：テクノ経営で原価低減・ＩＳＯコンサル　●1998年～ ＩＳＯ
及び経営革新コンサルタントとして独立。現在に至る。（実務型個人コンサルタントネットワーク指向）�
�

2001年環境報告書　アンケート結果�
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TM

●  古紙配合率100％の再生紙を使用。�
●  VOC（揮発性有機化合物）成分ゼロのインキを使用。�




